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平成27年６月24日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○議案第２号 平成27年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計補正予算（第１号）

○議案第５号 宮崎県税条例の一部を改正する

条例

○議案第６号 県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例

○議案第８号 宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例

○議案第16号 宮崎県総合計画の変更について

○議案第17号 宮崎県中山間地域振興計画の変

更について

○議案第18号 みやざき行財政改革プランの変

更について

○報告第１号 専決処分の承認を求めることに

ついて

[宮崎県税条例の一部を改正する

条例]

○報告事項

・平成26年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

○請願第１号 安全保障関連法案の慎重審議を

求める請願

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・宮崎県県民意識調査結果(平成26年度)の概要

について

・みやざき創生人口ビジョン（仮称）について

・移住・ＵＩターンに関する実態調査結果につ

いて

・フードビジネスの推進について

・宮崎県消費者教育推進計画の策定について

・県立芸術劇場における指定管理者の第三期指

定について

・みやざき行財政改革プランに基づく行財政改

革の取組について

・宮崎県公共施設等総合管理計画について

・南海トラフ地震における具体的な応急対策活

動に関する計画（具体計画）について

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）

総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

広 報 戦 略 室 長 菊 池 修 一

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

平成27年６月24日(水)
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中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

委員会の日程については、お手元の日程案の

とおりでございます。

本日は総合政策部、明日は総務部の審査を行

うこととしておりますが、異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、審査の進め方についてでありますが、

議案については補正予算とそれ以外で分けて審

査を行いたいと思いますが、御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

なお、議案の説明に当たっては、補正予算と

それ以外で分けて説明を受けることとし、委員

の質疑は執行部の説明がそれぞれ全て終了した

後にお願いいたします。

○茂総合政策部長 おはようございます。総合

政策部でございます。よろしくお願いいたしま

す。

まず初めに、皇太子殿下をお迎えして開催さ

れました第26回全国みどりの愛護のつどいに係

る行啓についてであります。

13年ぶりの御来県となった皇太子殿下におか

れましては、本県への御理解を深めていただき、

沿道での多くの県民の奉迎や御視察先などでの

県民との御交流により、思い出深い行啓となっ

たことと存じます。

星原議長を初め、委員の皆様方には、お忙し

い中、式典への御出席を初めとして御協力いた

だき、ありがとうございました。

この場をお借りしまして、厚くお礼を申し上

げます。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す当部所管の議案等につきまして、その概要を

御説明いたします。

お手元にお配りしております総務政策常任委

員会資料を１枚おめくりいただきまして、左側

の目次をごらんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「平成27年度宮崎県一般

会計補正予算（第１号）」、議案第２号「平成27

年度宮崎県開発事業特別資金特別会計補正予算

（第１号）」の２件であります。

右側の資料の１ページをごらんください。

平成27年度の当初予算につきましては、人件

平成27年６月24日(水)
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費等の義務的経費や経常的経費を中心とした、

いわゆる骨格予算として編成されたところです

が、今回、お願いしております補正予算につき

ましては、知事の政策提案を具現化するための

事業等を盛り込みました、いわゆる肉づけ予算

として編成したものでございます。

総合政策部の平成27年度一般会計６月補正予

算額は、一般会計の表の一番下の合計欄にあり

ますように、６億8,489万4,000円の増額であり、

補正後の一般会計予算額は、130億8,169万3,000

円となります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に、3,240万1,000円の増額であり、これは、一

般会計に資金を繰り出すものであります。

この結果、補正後の開発事業特別資金特別会

計予算額は、3,266万円となります。

２ページをお願いいたします。

これは後ほど御説明いたしますが、今回、特

別議案で提出しております宮崎県総合計画未来

みやざき創造プラン（アクションプラン）に基

づく事業体系でございます。

アクションプランの中で整理しております、

８の重点施策ごとに、重点項目を体系的に整理

いたしております。

体系表の中で、総合政策部関連の項目は太字

で示しております。

また、項目の下にお示しした重点施策関連事

業のうち、下線が引いてあるものにつきまして

は、６月補正予算として計上している事業でご

ざいます。

また、５ページから８ページにかけましては、

その重点施策関連事業の概要を掲載しておりま

す。

また、９ページから13ページにかけましては、

その他の主な新規・重点事業の概要を掲載いた

しております。

また、14ページから21ページにかけましては、

６月補正予算として計上している事業のうち、

主な新規・改善事業の概要を掲載いたしており

ます。

内容につきましては、それぞれ後ほど課長か

ら御説明をいたします。

目次にお戻りいただきたいと思います。

Ⅱの特別議案でありますが、議案第16号「宮

崎県総合計画の変更について」、議案第17号「宮

崎県中山間地域振興計画の変更について」の議

案審議をお願いいたします。

以上が、議案の概要でありますが、詳細は担

当課長から御説明いたしますので、よろしくお

願いいたします。

次に、報告事項といたしまして、繰越明許で

ございます。

最後に、その他報告事項として、目次に記載

のとおり、６件の報告事項があります。

これにつきましても、後ほど担当課長より御

説明いたします。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

○井手総合政策課長 総合政策課でございます。

それでは、当課の６月補正予算につきまして

説明をさせていただきます。

お手元の27年度６月補正歳出予算説明資料の

９ページをお願いしたいと思います。

総合政策課の補正予算につきましては、総額

で4,015万4,000円の増額補正をお願いしており

ます。

補正後の額は、右から３番目の欄でございま

すが、７億5,085万3,000円となります。

その内訳につきましては、一般会計が775
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万3,000円、特別会計が3,240万1,000円の増額補

正でございます。

それでは、補正予算の主な内容について御説

明いたします。

11ページをお開きいただきたいと思います。

まず、一番上のほうの（事項）総合企画調整

費でございます。県政の総合企画・調整及び関

係行政団体との協議・調整等による経費でござ

います。全国知事会、九州地方知事会の連絡調

整に要する経費として、169万6,000円の増額補

正をお願いしております。

次に、下のほうでございますが、（事項）県計

画総合推進費でございます。これにつきまして

は、県の総合計画の推進及び政策課題に関する

調査・検討に要する経費でございます。

内容でございますが、その下、１のみやざき

成長産業育成加速化基金事業の250万、そして、

飛ばしまして、３つ目のみやざき人財づくり基

金事業の220万、これにつきましては、この基金

の運用利子の積み立てに要する経費でございま

す。それぞれ増額補正をお願いしております。

間の２番目のユニバーサルデザイン普及啓発

事業でございますが、これにつきましては、ユ

ニバーサルデザインに対する理解と浸透を図る

ため、アイデアコンクール、また、講演会等を

行う経費としまして、77万8,000円の増額補正を

お願いしております。

さらに、12ページをお開きいただきたいと思

います。

開発事業特別資金特別会計でございます。こ

れにつきましては、一般会計事業への繰出金と

して、3,240万1,000円の増額補正をお願いして

おります。

総合政策課の説明は、以上でございます。

○奥野統計調査課長 統計調査課の補正予算に

つきまして御説明をいたします。

同じく歳出予算説明資料の13ページをお願い

いたします。

統計調査課の補正額でございますけれども、

この表の左側に、２列目でございますが、276

万4,000円の増額をお願いしております。

補正後の予算額は、右から３列目でございま

すが、８億4,093万2,000円でございます。

それでは、補正の主な内容について御説明を

いたします。

15ページをお願いいたします。

一番下の（事項）県民共有・確かな統計基盤

づくり推進事業費でございますけれども、215万

円の増額をお願いしております。

この事業につきましては、統計の普及・啓発

活動や統計教育の推進、さらには、統計調査員

の確保や育成に向けた取り組みなど、統計情報

の利活用推進や統計調査環境の基盤づくりを総

合的に展開するための経費でございます。

統計調査課の説明は以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課の補正予算に

つきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の17ページをお願いいたし

ます。

総合交通課の補正予算は、総額で、２億9,935

万6,000円の増額補正のお願いをしております。

補正後の額は、右から３番目、８億9,628

万7,000円となります。

それでは、補正の主な内容について御説明い

たします。

19ページをお願いいたします。

まず、（事項）広域交通ネットワーク推進費で

すが、説明欄の１の「物流対策事業」につきま

しては、後ほど委員会資料で御説明いたします。

次に、（事項）地域交通ネットワーク推進費で
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すが、説明欄の１の「地方バス路線等運行維持

対策事業」について、２億8,209万1,000円の増

額補正をお願いしております。

これは、地域住民の日常生活に欠かせない交

通手段であります県内のバス路線が、利用者の

減少等により大変厳しい状況にありますことか

ら、生活交通路線である地域間幹線や広域的な

バス路線について、国や市町村と協調して、バ

ス事業者に対して補助を行うことにより、路線

の維持・確保に努めるものであります。

次に、（事項）航空交通ネットワーク推進費で

ありますが、説明欄の１の「「宮崎の空」航空ネッ

トワーク活性化・利用促進事業」につきまして

は、後ほど、委員会資料で御説明をいたします。

お手元の総務政策常任委員会資料の14ページ

をお願いいたします。

「宮崎県物流競争力強化事業」についてであ

ります。

１の事業の目的・背景にありますとおり、大

都市圏から遠距離にある本県にとって、農産物

を初めとする本県産品の輸送コストを削減し、

物流の効率化を通じて産業全体の競争力強化を

図ることが重要な課題であると考えております。

昨今の物流を取り巻く状況につきましては、

東九州自動車道や細島港17号岸壁の整備などに

より、県内港湾等へ貨物を集める環境は整いつ

つありますが、見方を変えれば、今後より一層、

他県の港湾等との競争激化が想定されるところ

であります。

また、輸出に関しては、コンテナ不足により、

別途、コンテナを他の港から持ってくる回送費

が生じ、本県港湾からの輸出コストの増加を招

いております。

このような状況に対し、本県港湾等への荷寄

せをより一層、促進するとともに、輸出用コン

テナ調達の円滑化を図ることにより、本県港湾

等の競争力を強化し、もって本県経済の活性化

につなげてまいりたいと考えております。

２の事業の概要にありますとおり、予算額は、

（１）のとおり、1,454万円であります。

事業内容につきましては、右側の15ページで

御説明をいたします。

まず、上のほうに記載しております①の物流

競争力強化事業では、課題の欄にありますよう

に、地理的に大都市から遠隔地にある本県にとっ

て、高い物流コスト、トラック運転手の不足や

労働基準の運用の厳格化の対応が大きな課題で

あると考えております。

これに対し、陸上トラック輸送から、大量か

つ低コストで輸送可能な本県発着の海上定期航

路や鉄道貨物への荷寄せを支援するため、貨物

量に応じた補助を行うものであります。

この支援措置につきましては、従来から実施

しているものを引き続き、実施するものであり

ますが、先ほど御説明したとおり、高速道路や

港湾施設の整備により、他県との競争の激化が

想定されるため、米印のところに記載してあり

ますが、今年度から新たに、県境からの荷寄せ

を補助金の割り増しの対象としたところであり

ます。

下のほうにあります②の「国際物流強化モデ

ル事業」では、課題である輸出用コンテナの不

足への対応策として、今回、新たに設けるもの

であります。

また、県内の荷主からも、地域貢献の観点か

ら県内港からの輸出を検討するけれども、なか

なかコンテナがないことの課題があるなどの御

意見をいただいております。

このような状況に対し、空コンテナばかりで

なく、実入りを含めたコンテナ輸入を支援し、
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安定的に輸出用コンテナを確保し、県内港から

の輸出促進につなげていきたいと考えておりま

す。

なお、その概要につきましては、コンテナを

所有する船会社等に対し、本県港湾での輸入コ

ンテナの新規・増加量に応じて、40フィートコ

ンテナ１個当たり3,000円を交付することを予定

しております。

左側のページの一番下をごらんください。

３の事業効果についてでありますが、本県物

流の効率化及び競争力の強化により、本県産業

の振興に資するとともに、本県海上定期航路や

ＪＲ貨物路線の維持・充実が図られるものと考

えております。

次に、16ページをお願いいたします。

「新規国際路線安定化支援事業」についてで

あります。

１の事業の目的・背景にありますとおり、こ

とし３月に新規開設されました宮崎－香港線は、

本県への観光誘客を図る重要なツールですが、

観光利用者は為替や外交問題などの外的要因に

影響されやすく、路線安定化のためには、外的

要因に左右されにくいビジネス利用者の確保が

重要と考えております。

香港でのビジネス活動につきましては、県香

港事務所やフロンティアオフィスの設置、県か

ら香港への輸出増加など、県内企業の事業活動

が活発化してきており、香港線のビジネス利用

を支援することで、この動きをさらに大きなも

のにしていきたいと考えております。

また、香港線の利用者は、右の参考資料の一

番上のほうに就航後の利用状況を記載しており

ますけれども、香港人観光客が９割以上を占め

ておりまして、多くの香港人の観光客にお越し

をいただいております。

一方で、日本人の利用者の割合が3.1％となっ

ており、路線の安定運航のためには双方向の利

用が重要でありますことから、日本人利用者の

割合を高めていく必要がありますので、継続し

て、広く県民へのＰＲ等を行うことで利用者の

定着を図ってまいります。

次に、２の事業の概要でありますが、予算額

は、200万5,000円、全額一般財源となっており

ます。

事業内容といたしましては、①の香港線利用

者補助事業（ビジネスサポート）において、香

港線を利用して海外で事業活動を行う事業者に

対し、渡航に要する経費を補助いたします。

補助額につきましては、右側のページの２番

目のほうに、中ほどに記載しておりますが、県

内企業が宮崎空港を往復利用した場合は１人当

たり１万円、片道利用した場合は5,000円などと

なっております。

また、左側のページにお戻りいただきまして、

②の香港線利用促進・ＰＲ事業におきましては、

県民に対して香港線のＰＲや利用促進事業等を

実施することとしております。

最後に、３の事業効果でありますが、香港線

におけるビジネス利用や、県民に香港線が周知

され、県民の利用者が確保されることで、路線

の安定運航が図られるものと考えております。

総合交通課の説明は以上でございます。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の補正予算について御説明いた

します。

お手元の歳出予算説明資料の21ページをお開

きください。

当課の補正予算額は、212万8,000円の増額補

正で、補正後の額は、右から３列目、５億713

万7,000円となります。
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23ページをお開きください。

（目）計画調査費の（事項）地域活性化促進

費であります。説明欄の１、新規事業「日本ジ

オパーク全国大会支援事業」であります。

内容につきましては、別冊の常任委員会資料

で御説明をさせていただきます。

常任委員会資料の18ページをごらんください。

日本ジオパーク全国大会支援事業であります

が、１の事業目的にございますとおり、霧島ジ

オパークにおいて、平成27年10月27日から29日

までの日程で開催されます第６回日本ジオパー

ク全国大会を支援することにより、この地域の

世界ジオパーク認定に向けたステップアップに

つなげるとともに、本県の魅力の効果的なＰＲ

を図るものでございます。

２の事業概要でございますが、予算額につき

ましては、212万8,000円で、全額一般財源でご

ざいます。事業期間が27年度の単年度、事業概

要は、霧島ジオパーク推進連絡協議会に対して、

大会の開催に必要な経費を人口等に応じて各構

成市町及び鹿児島県と宮崎県で負担するもので

ございます。

なお、この事業、開催経費の地元負担予定

が1,000万円ございまして、そのうち宮崎県側の

３市１町の負担が425万7,000円ということでご

ざいます。その２分の１を県が負担するもので

ございます。

３の事業効果でございますけれども、今回の

全国大会を支援することにより、この大会を成

功させ、世界ジオパークの認定に向けたステッ

プアップにつなげるともに、今後、認定を受け

ることにより、地域経済の活性化を図り、地域

住民、次世代の誇りの醸成等に寄与するもので

ございます。

また、本県、鹿児島県、地元市町それぞれが

行政区域を超えて連携を図りながら取り組みを

推進することにより、今後、さまざまな施策に

関する県際連携に向けた取り組みにつながるこ

とを期待しております。

なお、資料の19ページに事業のイメージがご

ざいますが、この全国大会、今のところ、ジオ

パーク関係者、専門家など約1,000人の参加が見

込まれております。講演やフォーラムの開催、

そういったものに地域住民に参加していただき、

また、参加者によるジオツアーの県内各地での

開催などが予定されているところでございます。

県内の３市１町のそれぞれの資源を生かした行

事が検討されているところでございます。

説明は以上でございます。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の補正予算について御説明いたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料の25ページをお開

きください。

当課の補正額は、446万9,000円の減額で、補

正後の額は、右から３番目の欄の４億3,341

万5,000円となります。

減額の理由といたしましては、消費者行政活

性化基金の積立金の減額によるものですが、後

ほど、事項の説明において詳しく説明をさせて

いただきます。

補正の内容につきまして、27ページをごらん

ください。

中ほど下の（事項）ボランティア活動促進事

業費につきまして、170万1,000円の増額をお願

いしております。

これは、説明欄１の新規事業「協働による明

日のみやざきづくり推進事業」といたしまして、

協働の重要なプレーヤーでありますＮＰＯの財

政基盤強化に必要な施策やその制度設計等につ
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いて検討を行いますとともに、ＮＰＯの企画力

向上支援を行うなど、協働の促進を図るもので

す。

次に、一番下の（事項）消費者支援対策費に

つきまして、939万6,000円の増額をお願いして

おります。

これは、説明欄１の新規事業「消費生活相談

窓口充実・強化事業」ですが、後ほど委員会資

料で御説明をさせていただきます。

28ページをお開きください。

１つ目の（事項）消費者行政活性化基金事業

費につきまして、1,640万6,000円の減額をお願

いしております。

内訳としましては、説明欄１の基金積立金

で、3,443万7,000円の減額となっております。

これは、平成27年度当初予算では、国からの交

付金を消費者行政活性化基金に積み立てる予定

としておりましたものを、国の制度改正により

まして、基金に積み立てることができなくなっ

たため、減額するものです。

また、２の消費者行政活性化基金事業で

は、1,803万1,000円の増額となっておりまして、

これは、国の交付金を活用して県及び市町村に

おける消費者生活相談窓口の機能強化などを行

うための経費ですが、今回、当初の見込みより

交付金が多く交付されたことから、広報・啓発

費や市町村への補助額を増額するものです。

それでは、常任委員会資料の20ページをお開

きください。

新規事業「消費生活相談窓口充実・強化事業」

です。

１の事業の目的・背景ですが、消費生活問題

につきましては、全ての県民が居住地にかかわ

りなく質の高い相談・救済が受けられることが

重要でありますことから、消費者安全法に基づ

き、市町村の相談受け付け体制の整備を支援す

るとともに、県消費生活センターの市町村消費

生活センター等に対する支援体制の強化を図る

ものです。

２の事業の概要ですが、予算額は、939万6,000

円で、財源の内訳といたしましては、27年度に

新たに交付されました国の交付金から59 9

万1,000円、26年度までに積立済みの消費者行政

活性化基金から250万円、一般財源が90万5,000

円となっております。

事業内容ですが、①の市町村相談体制強化事

業としまして、各地域において、相談窓口の充

実強化に向けた意見交換等を行うとともに、相

談体制が整備されることに伴い必要となる消費

生活相談員の養成を行うこととしております。

②の県消費生活センター機能高度化事業とし

まして、主に、市町村の消費生活相談員等の実

務能力の向上を図るため、県の相談員等が市町

村を巡回し、困難事案の解決等に関して助言等

を行うこととしております。

これらによりまして、事業効果にありますよ

うに、県民が一層安心して消費生活を営むこと

ができるようになるものと考えております。

当課の補正予算の説明は以上であります。

○神菊文化文教課長 お手元の歳出予算説明資

料にお戻りいただきまして、29ページをお開き

ください。

文化文教課の６月補正予算案につきまして御

説明いたします。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、２億3,171万1,000円の増額

をお願いしております。

これによりまして、補正後の額は、右から３

列目の補正後の欄にありますように、68億4,926

万8,000円となります。
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それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

31ページをごらんください。

まず、上段の（事項）県立芸術劇場費の「県

立芸術劇場大規模改修事業」9,021万2,000円で

ございます。

これは、県立芸術劇場の設備等について年次

的な改修を行うものでありますが、今年度は、

空調設備の冷温水器更新等の工事と、ホールの

舞台機構の改修を行うものでございます。

次に、下段の（事項）文化活動促進費2,748

万9,000円でございます。

下の説明の欄２の（２）新規事業「第20回若

山牧水賞記念事業」100万円につきましては、今

年度、若山牧水賞が第20回の節目を迎えるとと

もに、牧水の生誕130周年に当たることから、記

念誌の発行やシンポジウムの開催などを行うも

のでございます。

次に、５の改善事業「郷土先覚者顕彰事業」341

万6,000円につきましては、中高校生及び一般を

対象とした、郷土先覚者に関する講演会や、平

成26年３月にイタリアのミラノで発見された伊

東マンショ肖像画の展覧会を平成28年度に予定

しており、そのための準備を行うものでありま

す。

次に、６の（１）新規事業「エンジン01文化

戦略会議開催支援事業」1,500万円につきまして

は、後ほど常任委員会資料で説明いたします。

次に、６の（２）新規事業「日露交歓コンサ

ート開催支援事業」150万円につきましては、９

月に都城市において、チャイコフスキー記念国

立モスクワ音楽院による日露交歓コンサートを

開催するため、その費用の一部を負担するもの

であります。

次に、32ページをごらんください。

下段の（事項）私学振興費１億1,036万9,000

円でございます。

説明の欄１の（１）教育改革推進特別経費補

助1,200万円につきましては、私立小・中・高等

学校において、教育の国際化や伝統、文化等に

関する教育の推進など、特色ある取り組みを支

援するものであります。

次に、２の私立学校退職金基金事業補助

金7,458万6,000円につきましては、公益財団法

人宮崎県私学振興会が行う、退職金基金積立事

業に対して支援することにより、私立学校教職

員の福利厚生の向上を図るものであります。

次に、３の私立高等学校授業料減免補助

金2,261万9,000円につきましては、私立高等学

校が生活困窮世帯に対して行う授業料の減免措

置に対して、支援を行うことにより、生徒の学

費負担の軽減を図るものであります。

次に、４の（１）新規事業「私立専門学校授

業料減免等実証研究事業」116万4,000円につき

ましては、国の専門学校生に対する経済的支援

策に関する総合的な実証研究事業の委託を受け

て行うものであります。

私立専門学校が低所得者等を対象に行う授業

料減免事業に上乗せして減免補助することによ

り、経済的な理由により修学が困難な専門学校

生の教育機会の確保を図るとともに、あわせて

奨学金等の返済計画に関する助言等を行うもの

であります。

それでは、お手元の常任委員会資料にお戻り

いただきまして、21ページをお開きください。

新規事業「エンジン01文化戦略会議開催支援

事業」であります。

１の事業の目的ですが、延岡市を中心に開催

されるエンジン01文化戦略会議オープンカレッ

ジｉｎのべおかを支援することで、県民の文化
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活動意欲を刺激し、本県文化振興を推進すると

ともに、国民文化祭の本県開催や、東京オリン

ピック・パラリンピック文化プログラムの実施

に向けた機運の醸成を図るものであります。

次に、事業の概要であります。２でございま

す。

予算額は、全体事業費5,000万円のうち、県負

担金として1,500万円をお願いしております。財

源につきましては、全額、みやざき芸術文化振

興基金を充当することとしております。

次に、事業の内容になります。

主催は、作曲家の三枝成彰氏や作家の林真理

子氏など、文化・芸術・スポーツ各界の著名人

によりますエンジン01文化戦略会議及び開催地

の自治体や商工団体、企業等で組織される実行

委員会となります。

日程や会場につきましては、資料に記載のと

おりでございます。

１日目と３日目には、メイン会場において、

シンポジウムやコンサート等の各種イベントが

開催されますほか、２日目には、オープンカレッ

ジと称して、エンジン01の会員によるゼミ形式

の講座が100講座程度、ハローワークと称して、

中高生を対象とした進路相談・指導等が行われ

ます。また、オープンカレッジ終了後は、県北

各地の複数の飲食店に分かれまして、講師陣と

参加者が食事をしながら交流を深める夜楽が開

催されます。

参加者数につきましては、県内外から約１万

名の参加を見込んでおるところでございます。

３の事業の効果についてであります。

本大会のように、各界の著名人と間近に接す

ることができるイベントはなかなかございませ

んので、多くの県民が参加されることで、文化

活動に対して意欲の高まりが期待されるととも

に、そうした関心や意欲の高まりが、国民文化

祭の本県開催や東京オリンピック・パラリン

ピック文化プログラムの実施につながっていく

ものと考えております。

また、ことし３月には、東九州自動車道宮崎

－大分間が開通いたしましたが、この機会に、

県北地区で大規模なイベントを開催することに

よりまして、文化面に限らず、産業や観光など

さまざまな面で、地域の活性化に寄与するもの

と見込んでおります。

説明は、以上でございます。御審議、よろし

くお願いいたします。

○吉田人権同和対策課長 人権同和対策課の補

正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の33ページをお開きくださ

い。

本課の補正予算は、一番上の行の左側になり

ますが、総額で、516万2,000円の増額補正をお

願いしております。

補正後の額は、右から３番目の欄になります

が、１億3,980万2,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

35ページをごらんください。

（事項）「宮崎県人権教育・啓発推進方針」推

進事業費でありますが、516万2,000円の増額補

正をお願いしております。

これは、昨年12月に議会の議決をいただき、

改定しました宮崎県人権教育・啓発推進方針に

基づく、施策の推進に要する経費であります。

説明欄、１の「宮崎県人権啓発センター事業」

につきましては、人権同和対策課内に開設して

おります宮崎県人権啓発センターを拠点として

行う啓発図書や視聴覚教材の整備・貸し出し等

に要する経費であります。
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２の「えせ同和行為等対策事業」につきまし

ては、同和問題を口実とし新たな差別意識を生

む要因となっている、えせ同和行為を排除し、

同和問題の正しい理解と認識を持ってもらうた

めの啓発活動の実施に要する経費であります。

３の改善事業であります「犯罪被害者等支援

連携強化事業」につきましては、従来、市町村

主管課長会議及び担当者研修会を開催してまい

りましたが、今回はこれに加えて、県内の全市

町村に総合的対応窓口の設置を要請するための

経費を新たに計上したものであります。

また、４の新規事業であります「「宮崎県人権

教育・啓発推進方針」改定ＰＲ事業」につきま

しては、改定した推進方針をＰＲするとともに、

人権問題に対する県民の関心を喚起するための

講演会の実施に要する経費であります。

人権同和対策課につきましては、以上でござ

います。

○青出木情報政策課長 情報政策課でございま

す。当課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の37ページをごらんいただ

きたいと思います。

情報政策課の６月補正額でございますけれど

も、１億4,048万9,000円の増額をお願いしてお

ります。

補正後の額は、右から３番目になりますが、11

億8,091万6,000円となります。

それでは、主な内容について御説明させてい

ただきます。

39ページをお開きください。

上から２番目の（事項）電子県庁プロジェク

ト事業費の365万3,000円でございます。

これは、説明欄の１「情報セキュリティ対策

推進事業」に要する経費でございまして、サイ

バー攻撃や情報漏えいのリスクから本県の情報

資産を守るため、標的型メールの疑似訓練です

とか、情報セキュリティーについての外部監査

等を行いまして、情報セキュリティー対策の推

進を図るものでございます。

次に、一番下の（事項）地域情報化対策費の

１億3,640万6,000円でございます。

これは、説明欄の１の（１）携帯電話等エリ

ア整備事業に要する経費でございまして、県内

の情報通信格差を是正するため、携帯電話等の

施設を整備する市町村に対し、その費用の一部

を助成するものでございます。

情報政策課につきましては、以上でございま

す。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

補正予算について質疑はありませんか。

○満行委員 一つ、わからないんで、もう１回

教えてほしいんですが、28ページ、基金積立金、

マイナス3,400万が積み立てられなくなって、こ

れを減額するという説明だったんですが、もう

一回、基金との関係を教えていただきたいと思

います。

○村上生活・協働・男女参画課長 26年度まで

国の交付金をいただきまして基金の積み立てを

してたんですけれども、昨年10月に補助金等適

正化法施行令の一部改正がございまして、基金

積み立てができる対象事業が限定的に明確にさ

れまして、それで、今回の消費者行政活性化交

付金は基金に積み立てることができないという

ことになりまして、本年度から交付金として来

るようになりました。ですから、当初予算とし

て基金にまず積み立てて、それから、基金から

支出をするという、その積み立てる部分が積み

立てられなくなりましたので減額ということで、

今回、減額をしているものです。トータルでマ

イナスと、減額補正とさせていただいておりま
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す。

○満行委員 活性化基金事業、この基金はその

まま維持をしながら、この基金を取り崩しなが

ら、この事業は今後とも引き続き行うというこ

とで理解していいんですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 ちょっと名

称は変わりましたけれども、消費者行政推進交

付金という名称に変わりまして、今年度から交

付金は続けてまいります。基金のほうは３年か

けて積み立てた分は使えるということになって

おりますので、今回の事業は、今年度から新た

に来た交付金と、積み立てておりました基金か

ら一部というような二重になっております。

○満行委員 そうすると、この３年間、少し事

業費が膨らむとか、そういうことではなくて、

今までどおりの、計画どおりの事業を遂行する

と。

○村上生活・協働・男女参画課長 国全体の交

付金額が大体年々同程度ですので、特に今年度、

膨らむということはございません。

○満行委員 わかりました。

○清山委員長 ほかにございますか。

○坂口委員 この補正の考え方ですけれども、

当初予算で組むべきだったものが入っている気

がするんです。似たようなものがいっぱいある

んですけど、11ページの全国、九州地方知事会、

これはどういう政策判断で増額になるのか。こ

れ、当初から考慮しておくべきではなかったの

か。県民に信任を問うて、その上での自分の政

策判断を予算化するという、この基本的な理由、

これがどこにあるのかなという、なぜ補正なの

か。

○井手総合政策課長 御指摘の点、肉づけ予算

と２月議会でお願いした当初予算の区別であろ

うと。基本的には財政当局との協議の上で振り

分けを行ったものでありまして、この総合企画

調整費の中の全国知事会、九州地方知事会に関

する経費、これにつきましては、基本的に骨格

として要求する部分も中にはございますけれど

も、全体としてそれ以外の部分も含まれており

まして、肉づけのほうに回したという整理になっ

ております。

○坂口委員 やっぱり予算というのは、当初で

極力必要なものについては組んで、一日も早く

それを支出していくということが公金の波及効

果、地域経済への貢献とか、これは物すごく大

きいものを持ってると思うんです。公金の支出

に関しての第２、第３の効果です。

だから、そういう意味では政策判断を求めて、

知事がかわれば、この予算については一旦財政

との協議なり、あるいは内部での可か否かとい

うのを判断するというのは、正確なものについ

ては、これいたし方ない分は残して増額補正を

やるべきかもわかんないです。そして、議会の

判断をその上で必要とするものもですね。そこ

に限るべきだと思うんです。何かある程度の額

は増額補正せんと、知事選挙があったから形が

つかんよなというような考え方があるような気

がしてならんのです。だから、もうちょっと税

の歳入歳出については真剣に考慮していって、

その効果というのを最大限発揮するという基本

的なものがあった上でのものでないと。

例えば、最後にある情報関係の携帯電話エリ

ア拡大、これについても、じゃ市町村なり国な

りの財政出動との連携はどうだったのか。宮崎

県の知事がかわったことによってそこらが補正

をやるのかということ。それから、最終的に、

じゃ携帯電話、エリアをどこまで、卓上じゃな

いんですから山の中の、もう本当に宮崎県内の

全てをエリアにしていく計画なのか。そういっ
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たものを判断した上で、そして、その市町村な

りが事業をどうしてもやりたいということ。そ

ういったものを最初から見通しておく必要があ

るんです。

だから、例えば、このことについてお伺いし

ますけど、宮崎県としては携帯電話の通信エリ

アとして県土全体の中のどこらまで、そして、

違う電波の型式なり周波数、型式は一緒だけど

周波数、これの通信可能圏域として整備しよう

という基本的な考え方、どこにある。

○青出木情報政策課長 携帯電話の整備につき

ましては、現在、県内に、まだ使えない不感地

域があるところございまして、その中で、私も

市町村の方々の要望調査を行いまして、この地

域にもぜひ携帯電話をつながるようにしていた

だきたい。その中で、これは国と、それから通

信業者のほうに相談いたしまして、その中で通

信業者のほうから、そこに事業参入する、可能

だというところにつきまして、私どものほうも

予算の範囲内で補助をさせていただいていると

ころでございます。

坂口委員から先ほど御質問がございました。

どこまで整備していくのかというお話でござい

ますけれども、私ども県民の方々が住んでらっ

しゃる地域で、なおかつ当該市町村によって、

これ整備したいという御希望がある限りは、可

能な限りは支援してまいりたいと考えていると

ころでございます。

○坂口委員 だから、そこらも宮崎県全体にか

ぶせるということは、これは不可能です。そし

てまた、そういったところで本当に利用価値の

ないところに膨大なアンテナ等を整備すれば、

これ事業負担率もふえるかもわかりませんし、

自治体、市町村の限界もあるかも。だから、そ

こらも一旦、基本的な考え方というものは、国

県道が通ってるところはもう全てやろうじゃな

いかとか、それ以外でも、例えば公園か何かで、

そこに入り込みが常時想定される、あるいは登

山コースになってて遭難なんかも……。そういっ

たもの、ランクづけすべきと思うんです。全て

やる、やらないじゃないんです。

そういった考え方を持っといて必要なものに

ついては、９月あたりのヒアリングのころから

市町村あるいは国、事業者との打ち合わせをや

りながら、これ当初で組んでいくもので、決し

てこれは補正予算で、その大方８割ぐらいのも

のの予算を補正で組める。じゃ、なぜ当初でそ

れだけのもの、こさえられていたのかというこ

とです。これが100％補正でならいいんです。何

らかの緊急的な理由があったとか、補正じゃな

いとできなかった。だけど、当初である程度見

てて、補正でその８割ぐらいの追加補正をやる

なんてのは、このエリア拡大事業にどうしても

これ理解ができないです。だから、形として何

ぼか補正、我々にもじゃ、75％当初で組もうと。

あと25％ぐらいは大まかに次の補正らしいぞと。

だから、これを仕分けしといて、これとこれを

後から出す玉にしようというのは安易な考え方

のもので、形式としてやられたような気がして

ならないんです。だからといって全て当初で組

んでても、知事選挙の後、ほんの一、二カ月の

ことじゃないかということで、それは全部当初

でもいいということは言ってない。やっぱり議

会というものはしっかり、我々は一つ一つその

政策判断の上で、これ本当に必要なものだった

のか、あるいは県民に信任を問うたその結果出

てきた知事の政策提起なのかということを判断

する必要だったり、それ全てやるとはいってな

い、必要なものだったり、それに適するものは

やっぱり補正でやるべきと言ってるんですけど、
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じゃ、違う視点からお聞きしますけど、この補

正をやらなかった、当初で組んであったもの、

ゼロじゃなくて当初持ってて増額したもの、こ

れでこの増額補正がなければ知事の政策の事業、

政策的な事業効果に著しい影響を与えてしまっ

たものというのが、本当にこの補正で組まれて

るのか。補正であってもなくっても事業の箇所

がふえたとか、あるいは優先順位が一つひっか

かったものが、またひっかかっちゃったわなと

いうの、そういう類いの補正なのか。そこのと

ころ、これ真剣にやれば、この補正がなければ

知事の政策あるいは県民に約束したことの履行

に大きな影響があるというものに対しての増額

であるべきと思う。当初組んでて、それをふや

していく。そこはどんななんですか。これはも

う部長に。基本的な考え方です。個別の事業じゃ

なくて。

○茂総合政策部長 予算編成でございますけれ

ども、基本的な考え方としては、やはり通年で

やらなきゃいけない事業、年度当初からやらな

きゃいけない事業というのは当初予算で計上し

まして、それから、さっき言われましたけど、

政策的なもの、そういうふうなものであり、な

おかつ４月からやらなくていいというものにつ

いては補正予算、肉づけ予算で対応してるとい

うのが基本的な考え方だと思っております。

○坂口委員 だったら、毎年そのやり方でやる

べきです。知事の選挙があったからということ

で、これは知事の政策判断で、県民に信任を問

うて知事が選ばれた。その個人の政策的な判断

に基づいての補正だということで、今回、我々

はこの補正予算案を受けてるんです。やっぱり

周年としてるものはもう４月１日からスタート

せんと、予算がもう使えないからというものは

当初で組んで、そうでなくて、これはもう第１

四半期じゃなくて、第２四半期、第３四半期に

やる事業だからというんだったら、例年そうや

るべきです。そして、その都度その都度本当に

真剣にやって、昨年の９月から始めたヒアの中

では、そんな優先性なかったけど、今ここに至っ

たら本当にこれは緊急性が出たわな、じゃ、こ

れ、次に補正で上げていこうかと。議会ごとに

補正やってるのが今の部長の、僕は答弁の考え

方の基本はそこだと思います。そうでなくて、

知事選挙があったがための、これ補正なんです

よ。だから、政策的経費の補正なんですよとい

うのは知事が何を訴えたのか。だから、必要に

なって、それまでは周年だけれども、これは台

風月にしか必要がない。例えば、これは県土整

備になるけど、大方災害が出るのは土木の構造

物なり、災害復旧、これは大方梅雨の時期ある

いは台風の時期と。それならまだ補正でいいじゃ

ないですか。これだけ緊急性が、いつ起こるか

わかんないからということで、基本的には当初

で対前年額をまず組むんじゃないですか。補正

でほとんど残すときだってあって、それはやっ

ぱり当初で組むべき予算だと思うんです。今の

周年必要があるものを当初で組んで、けど、必

要性が出たときに補正やるんだと言えば、これ

は選挙関係ないです。今度の説明はそうじゃな

くって、昨年12月に選挙が行われましたために、

今回、補正を上げました。どうぞ、御審議くだ

さいって、我々は付託を受けたんです。そこは

どうなんですか。

○清山委員長 どなたか答弁ありますか。

○坂口委員 いえ、僕が間違いか、今の部長の

説明が間違いか、それとも同じことを言ってる

のか。

○茂総合政策部長 非常に、何ていいますか、

難しい話だと思っておりますけれども、私、おっ
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しゃることもよくわかります。それで、これに

ついては、私ども総合政策部だけの判断も難し

いところがありますので、総務部とも協議をさ

せていただきたいと思います。

○坂口委員 そう難しく考えずに、じゃ、知事

選挙がなかったとしたら、この補正で上がって

きたものは、これまでの予算の措置の仕方とし

てはどんな措置をされてたのかという、予算の

計上を、編成をされてたのかという。だから、

基本的には年間5,000億なら5,000億の財政を確

保して、支出をしていく。それを、全体を見な

がら優先順位を決めて、一刻も早く条件が整え

ば出していって、早期に発注をしたり、早期に

事業を実施したりして、極力、税金をもう民間

の懐の中に入れようじゃないかと。例えば、去

年、議会でも、あるいはいろんなところで話題

にもなったし、課題等もあった。本県の県債収

支のプラマイ、これは5,800億だったですか、ぐ

らいマイナスになんだ。出ていくお金というの

が２兆1,150億ですか、入ってくるお金というの

は１兆6,000万何がしかしかない。この穴埋めの

ものというのは税金か何かを東京から持ってき

てプラマイする必要、出ていく金ばっかりが多

かったらこれしかないじゃないですか。貿易収

支で言えばプラマイゼロにしてないと、また、

出すお金、だんだん。だから、その出すお金、

ようやく交付金なり補助金でとってきたわけだ

から、一刻も早くその埋め合わせをするという、

これ税金支出の大きなものです。直接アンテナ

を建てました。これで税が100％、目的を果たし

ました。物をつくりました。土木が100％、税を

使ったものを、目的を達しましたじゃなくて波

及効果、これを今、本県はすごく期待してるん

です。だから、そういう意味から一刻も早く組

めるものをして、必要なもの……。

議会が何ら問題にならないと自信を持ってるも

のについては当初で組むべきだということで、

何か最初から、頭から当初予算は85％ありき、

あとは15％は補正ありき、あるいは75％あり

き、25％補正ありきの判断でこれ仕分けして、

これとこれを、じゃこの玉を補正で出していか

んといかんな。これ今までの、前回も前々回の

選挙も河野知事に限らず、そうだったんですけ

ど、これだけ財政がきつくなってきてる時点で、

やっぱり同じ考えじゃいけないということを

言ってて、だから、同じ考えでやってるんです

よということならいいんだけど、それは違うん

だ、やっぱり形式にこだわった部分がある程度、

ここで委員会でお認めになる必要はないけれど

も、そこらは今後しっかり肝に銘じたり、予算

編成なり、補正の上げ方なりをやってほしい。

議会も真剣になってます。本県の、というか、

今の経済状況を何とかせんといかんと。そこの

ところからの要望にとめます。

○金子総合政策部次長（政策推進担当） 委員、

御指摘の今回の補正の考え方なんですが、財政

課のほうでまとめました６月補正後の27年度当

初予算の姿というのがありまして、今回の当委

員会にお願いしてます総合計画アクションプラ

ン、それの体系に沿った事業を今回、全部整理

しております。知事の政策提案を踏まえ、それ

に沿った事業体系といった形で整理をして、今

回、アンダーラインを引いた事業についても追

加補正をお願いするという形でお願いして、４

年に１回どうしてもこのような形で補正させて

いただくことが現状でございますが、御趣旨の

とおり、県内経済の現状を捉まえた場合は、や

はり年度当初からしっかり組むということ大事

だと思いますので、今後、このやり方につきま

しては、財政当局と協議していきたいと思いま
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す。

○坂口委員 いや、そうじゃなくて、例えば、

今のアンテナ整備なんて、これ当初で何ぼやっ

たですか。補正前に2,738万8,000円を組んでる

んです。そして、そのアクションプランなり、

あるいは何らかプランというものができなかっ

た場合は、これはもう組まないまんまだったの

か、それがなければ、どういう条件で処理され

てる。あるいは、その中にうたい込みをいつの

時点で始めたのか。だから、これを当初、な

ぜ2,700何がしか、38万8,000円といったかな、

組んだのかということ。これは補正ありき、次

に補正やろうということで組んでるんじゃない

の。

それと、今のアクションプランを、じゃ、そ

んな説明だったら議会の判断を問うてからにな

るんじゃないの。

○清山委員長 いいですか。

○青出木情報政策課長 情報政策課でございま

す。委員から御質問のございました携帯電話の

エリア整備事業でございますけれども、実は、

今回、お願いしております補正で、その補正額

全てが携帯電話等エリア整備事業の、本年度の

全てでございまして、当初の段階で組んでおり

ます補正前の2,738万8,000円、この携帯電話以

外の事業もこの中に入っておりまして、したが

いまして、携帯電話に関しましては、今回、全

額この６月補正予算として認めていただきたい

ということで、今回上げさせていただいている

ものでございまして、もともと2,738万8,000円

でございますけれども、大きな事項で、これが、

地域情報化対策費というところになりますけれ

ども、地域情報対策費の中にこの携帯電話エリ

ア整備事業とは別に、宮崎情報ハイウェイ21の

管理運営事業に関しての予算がございまして、

そちらのほう、当初の予算でお願いいたしまし

て認めていただいたと。今回、新たに、携帯電

話に関する分を追加でお願いしたというところ

でございます。

○清山委員長 坂口委員の指摘は大事ですので、

全体の当初予算編成方針にかかわることですの

で、総務部での審議に持ち越して、また、そち

らでも審議することとしましょうか。

○坂口委員 この全国知事会。

○井手総合政策課長 全国知事会については、

御指摘のとおり、これにつきましては、定例的

に行われる会議の開催経費がついておりまして、

当然一部骨格のほうに回せるものがあろうかと

思っております。ただ、それ以外のものも含ま

れてるということだけ申し添えさせていただき

ました。

○坂口委員 だから、ほかのも個別に聞いていっ

て、あと総務とやりたいんだけど、なかなか執

行部のほうも、どういう表現したらいいかわか

らんけど、こだわりというのか、メンツという

のかあってから、なかなかこれを変えようとは

しないかもわかんないけど、僕はそう感じます。

補正というものはそんなもんじゃないな。政策

判断でこんな補正なんていって、議会に議案を

上げるんだというからこれ説明してあるんです。

だから、中を精査していけば、今、委員長がう

まく、円滑に効率よく進めんといかんから、あ

と総務部で尋ねますけど、そこのところを真剣

にやってほしいというところの要望をしておき

ます。

○清山委員長 関連で。

○星原委員 ちょっと確認したいんですけど、

当初で出せなかった、今度の肉づけで６月に持っ

てくる、それはそれでもいいと思うんですけど、

知事の政策判断なんかで県単だったらそれでも
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済むんですけど、市町村と絡んだときに、仮に、

じゃ市町村は県のここで予算が通らないと組め

ないんじゃないかなという感じがするわけです。

だから、なるだけそういう県単部分で済むとこ

は、そういう形でまだ肉づけで回していいかも

しれんけれども、市町村と絡む場合の予算なん

かは、なるだけ当初に出してやらないと市町村

も進まないと思うんです。決めかねるところが

出てくる。そういう迷惑もかけることなんかを

考えれば、そこまで判断した上で、これは当初

でやっとかないと、あと、また修正というか補

正でカバーしたりとかということでやるにして

も、そういう形にちゃんと当初の部分と補正に

持っていく部分をしっかり区分けをちゃんと考

えとかないと、県だけでの問題ならまだいいん

です。だけど、市町村も絡むような予算になっ

てる部分があるとしたら、やっぱその辺はちゃ

んと考えて、もう当初の中で組み込んで、それ

を見て市町村もまたスタートしていくわけです

から、そういう影響というのも私はあるんじゃ

ないかなと思うんで、４年に１回かもしれんけ

れども、その辺はしっかり、そういう形でやっ

ぱ組むべきじゃないかなと思うんですが、その

辺はどうなんですか。

○清山委員長 どなたか、答弁。

○金子総合政策部次長（政策推進担当） 御指

摘のとおりだと思います。十分に個別個別の事

業を見ながら、おっしゃるとおり市町村を含め

て、早期に執行が可能なものについては、極力

当初で対応してまいりたいと思います。

○星原委員 ぜひお願いします。

○清山委員長 引き続き、質疑はございますか。

○丸山委員 歳出予算説明資料の20ページにあ

ります消費生活相談、これ少し教えていただき

たいんですが、まず、市町村のほうに設置され

てるということなんです。これ、全ての市町村

に設置されているものなのか。

今回、改めて相談の強化をやろうということ

は何らかの問題があったからという、いろいろ

特殊詐欺が去年、最多だということを含めてな

のか。どういう思いがあってやったのかという

のを含めて教えていただきたいなと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 平成21年に

消費者庁ができたときに消費者安全法というの

が策定されまして、その中で都道府県の役割と

市町村の役割が明記されてるんですけれども、

それから全国的に市町村の消費生活相談窓口の

充実、他県は交付金を使ってされてきたんです

けれども、本県の場合は、全国と比較しますと、

まだまだ市町村の相談、市町村のほうで出てい

る相談割合というのが全国平均と比べますと低

うございまして、市町村の窓口の充実強化とい

うのが以前から課題になっております。今回、

昨年、消費者安全法が一部改正されまして、市

町村の相談窓口の共同化等を図る場合には、県

が調整を図ることが必要という条文が新たに設

けられたものですから、それを受けまして、昨

年度、市町村のほうに意見聴取で回らせていた

だきましたところ、交付分がいつまで続くかわ

からない中で、消費生活相談員というのを単独

で設置するのはなかなか難しいという声が多

かったものですから、それでは共同化あるいは

広域化あるいは単独化、どういう形で市町村の

相談窓口を充実強化していくかという話し合い

を県のほうで、まずはセッティングをさせてい

ただきたいということで、市町村のほうには個

別に説明したところ、ぜひお願いしたいという

ようなことになりまして、今回、この事業で一

応共同化をするか、広域化をするか、あるいは

単独で設置するのか、いろんなパターンがある
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と思いますけれども、そういう話し合いの場を

持って行くというのがこの事業でございます。

○丸山委員 今の説明によりますと、宮崎県は

市町村が相談を受ける案件が他県と比べてかな

り少ないと。県としては、今後、身近にある市

町村にどういうふうに窓口をしっかり設けてい

こうという基本的な計画といいますか、そうい

うのはまだ全然なくて、今から市町村と話をし

ていって、今から青写真をつくっていこう、目

的は消費者をしっかり守っていこうという大き

な目的だと思ってるんですが、国としては、県

としても基本的なスタンスはまだできてないと

いうことなんでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 国のほうは、

消費生活相談窓口の強化作戦というのがありま

して、人口５万人以上の地方自治体には消費生

活センターを、５万人未満の市町村の50％には

専門の相談員を置くという具体的な目標数値が

出されておりますけれども、まだ、本県の場合

は、そういう目標数値が達成できておりません

ので、市町村の相談分担率が、一義的な住民か

らの相談は68％を受けてるという全国平均に対

して、本県は37.7％というような数値も出てお

ります。また、最近は高齢化の進展に伴いまし

て、なかなか電話だけでは相談が受けられない、

近くでの窓口が必要だというような実態もあり

ますので、市町村の消費生活相談窓口の充実強

化というのが喫緊の課題になっております。

○丸山委員 あと、最後のほうで説明あった交

付金事業がいつまで続くかわからないというよ

うなことが市町村にあるということだったんで

すけれども、その辺は改善されたと理解してよ

ろしいんでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 昨年度、交

付金の当初予算化と、あと継続性というのが盛

り込まれまして、29年度までに新たに着手した

ものについては、市町村の規模にもよりますけ

れども、最大39年度まで使えるという方針が出

ました。

○丸山委員 いずれにしましても、消費生活を

安全に県民がなされるような形を、市町村としっ

かりと連携しながら取り組んでいただきたいと

思います。

文化文教課にお伺いしたいんですが、歳出予

算説明資料の31ページの大規模修繕に関してで

す。これは、たしか５年か６年計画でやってた

というふうに記憶してるんですけれども、何年

度で終わることなのか、まだ、続くのか。たし

か、基金事業でやっていたと思うんですが、基

金がどういう状況なのかを含めてお教えいただ

くとありがたいです。

○神菊文化文教課長 まず、大規模改修事業の

計画等についてでございます。県立芸術劇場は

平成５年に開館いたしまして、既に20年以上経

過いたしました。施設の老朽化が進んでおりま

して、平成19年度以降、31年までの中長期的な

計画を立てたところでございます。総額18

億5,000万円ということでございます。その中で、

安全面を第一にしながら、順次設備の更新を実

施していくということでございます。

平成27年度以降、31年度までの間では７

億8,000万円を予定していることになります。今

年度は、空調設備と舞台機構でございますが、

財源は全額、宮崎芸術文化振興基金を使わせて

いただいております。これは、平成24年度に県

で20億円を造成いたしまして、それを大規模改

修に充てていくということでございます。また、

この基金につきましては、大規模改修以外の文

化環境事業にも充てているところでございまし

て、今年度、４月末現在の残高、約14億円ほど
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になります。

以上であります。

○丸山委員 先ほどの坂口委員との関連になる

んですけど、何で補正で出すのかよくわからな

い感じもしますので、平成31年まで継続してい

く事業のはずなのに、本来であると当初で組ん

でもおかしくない予算なのかなと思いますので、

その辺も含めて今後の当初予算と補正予算の絡

みについては、しっかりと議論をしていただか

ないとおかしいんではないかなと思ってますの

で、その辺はよろしくお願いしたいと思ってお

ります。

○清山委員長 何か答えありますか。いいです

か。

○新見委員 先ほどの丸山委員の質問に関係す

ることですが、委員会資料の20ページです。今

回、財源として推進交付金と活性化基金の２つ

使ってますが、基本的に考え方、（４）に事業内

容が書いてありますけど、こっちが推進交付金

で、こっちが活性化基金、そういった何か基本

的な考え方があると思うんですが、そこを教え

ていただけないでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 26年度まで

の交付金の名前が消費者行政活性化交付金、27

年度からの交付金が消費者行政推進交付金とい

う名称に変わったんですけれども、目的としま

しては全く同じで、県と市町村の地方公共団体

の消費者相談窓口の充実強化というのが最大の

目的になっておりまして、26年度までに積み立

てておりましたものが消費者行政活性化基金と

いうもので、27年度から来たお金が消費者行政

推進交付金というだけで、中身は全く同じです

ので中身は変わりません。

○新見委員 ということは、活性化基金のほう

は、どんどんこれから減っていくだけになるわ

けね。

○村上生活・協働・男女参画課長 もう、３年

で使い切るようにということですので、もう減っ

ていく一方です。

○新見委員 わかりました。

○清山委員長 ほか、ございますか。よろしい

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に、補正予算以外

の議案に対する説明を求めます。

○井手総合政策課長 それでは、総合政策課、

議案第16号「宮崎県総合計画の変更について」、

説明をさせていただきます。

委員会資料の23ページをお願いします。

宮崎県総合計画の変更についてでございます。

１にございますように、本県の総合計画、未

来みやざき創造プランは、（１）の長期ビジョン

と（２）のアクションプランで構成されており

ます。

長期ビジョンにつきましては、さきの２月定

例県議会で改定の御議決をいただいておりまし

て、アクションプランにつきましては、長期ビ

ジョンの中身、そして、知事の政策提案を踏ま

えた今後４年間の実行計画として構成をしてい

るものでございます。

次に、２のほうにあります、アクションプラ

ン（案）の概要でございます。

従前のアクションプランと比較した表をつけ

ております。表の下のほうの欄にあります重点

施策につきまして、右の従前の10本から、左の

ほうにあります８本に再構成をしております。

重点施策のほうの中身につきましては、後ほ

ど説明をさせていただきます。

次に、策定経緯でございますが、３でござい

ます。
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昨年７月に総合計画審議会に諮問をいたしま

して、その後、審議会、専門部会、さらに地域

別での市町村、また、県民の皆さんとの意見交

換等を経まして、さきの２月県議会で、先ほど

申しましたように、長期ビジョンについての議

決をいただいたところであります。この間もビ

ジョンだけではなく、施策そのものについても

御意見をいろいろ承っておりまして、この長期

ビジョンの議決後、施策そのものについてのア

クションプランという形の議論を行いまして、

今議会に提案をするところになりました。実質

的に、このアクションプランも含め、１年間に

わたって議論をしてきたことを反映したもので

ございます。

１枚おめくりいただきまして、全体の構成像

を説明させていただきたいと思います。

左側のページ、24ページの上のほうの欄でご

ざいますが、今回の見直しに当たりまして考え

方を整理しております。

まず、口蹄疫からの再生・復興等、まだまだ

復興の途上ではありますけれども、これにつき

ましての一定の道筋が見えてきた点、さらに、

新たな成長の発展基盤も整いつつあるというよ

うな、これまで４年間の成果、また、人口減少

による労働力の不足、経済の縮小の懸念、さら

に、東日本大震災の経験を通じた危機管理体制

の強化、県民の皆さん方の価値観・意識の変化

といったような課題と情勢変化を踏まえて、そ

の下のほうの黒丸にまとめてございますが、こ

れまでの基本目標を継承しながら、成長の芽を

さらに伸ばし、社会・経済情勢の変化に対応す

るための長期戦略を中心に長期ビジョンを改定

しております。

そして、これに基づいて、今回、新たなアク

ションプランを策定したものでございます。

右側のほうのページの上段に、その長期ビジョ

ンで示しました時代の潮流、将来推計と予測、

本県の特性をまとめております。

特に、真ん中のグラフになりますが、将来推

計でございます。

ケースの１と２に分けて、２つの人口推計を

しておりまして、ケースの１は、これまで過去

の傾向に基づく推計ということで、平成42年に

は、本県人口97万9,000人となっております。そ

れに対しまして、ケース２、これにつきまして

は、条件を、合計特殊出生率を2030年までに2.07

まで段階的に上昇させ、若年層の流出を30％抑

制させた推計でございますが、これによります

と、101万9,000人となりまして、本県人口100万

人を維持できるものとしております。

なお、ケース２における国勢調査が実施され

る平成32年の推計値、これをここに記載してお

りますけど、108万1,000人となりまして、これ

をアクションプランの目標値としております。

次に、両ページの下半分が総合計画の全体の

概念図となります。

左側の24ページのほうが長期ビジョンでござ

いまして、基本目標「未来を築く新しい「ゆた

かさ」への挑戦」でありますとか、目指す将来

像、この辺を継承しております。そして、その

実現のために、その下のほうの欄に記載してま

すけれども、長期的視点から重点的・優先的に

取り組む８つの長期戦略を構築しております。

これを踏まえながら、右側のほうに行きます

が、アクションプランでございます。本年度か

らの４年間を計画期間としまして、大きな矢印

で示しておりますけれども、左側の長期ビジョ

ン、そして、下側に書いております、知事の公

約を踏まえて策定をしたところでございます。

今後、４年間の施策目標といたしましては、
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知事の政策提案も踏まえて、「「みやざき新時代」

を切り拓く」としております。

具体的に、下のほうに重点施策～新しい「ゆ

たかさ」展開プログラム～という形で目標の達

成を目指すことにしております。このプログラ

ムにつきましては、長期ビジョンの８つの戦略

に沿った形で、やはり８個のプログラムという

形で構成をさせていただいております。

それでは、その重点施策の中身について説明

をさせていただきたいと思います。

中身につきましては、一応お手元に別冊とい

う形で、本冊がお配りされてると思います。左

側の肩に宮崎県総合計画と書いてあるものでご

ざいます。ごらんのように非常に分厚いもので、

時間の関係もありますので、はしょりながら、

説明をさせていただきます。

まず、12ページをお開きいただきたいと思い

ます。ここからがプログラムの内容になります。

最初に、一番上のプログラムとしまして、人

口問題対策プログラムという名称で記載してお

ります。この両ページ、俯瞰してごらんいただ

きたいんですけど、まず、冒頭に、現状と課題

ということで、本県の現状、課題を取りまとめ

ております。それに対する取り組み方針として、

大きく、このプログラムに対する本県の取り組

みの方針をまとめております。その下にプログ

ラム構成ということで、重点項目を幾つか設定

をして、それぞれ具体的にどういうことを重点

的に取り組むかというのをまとめております。

そして、その次、右側のページの真ん中になり

ますけれども、このプログラムで目指す姿をあ

らわす指標を幾つか設定をして目標値をあらわ

しております。最後に、関連する施策の柱とい

うことで、長期ビジョンとともに、本県情勢と

して、今後、2030年までに取り組んでいきます

分野別の施策をまとめたものでありまして、そ

この関連するところをここに記載をしておりま

す。こういう構成でそれぞれのプログラムを記

述しております。

では、重点的に取り組むところだけをかいつ

まんで説明をさせていただきます。

まず、この人口問題対策プログラムにつきま

して、14ページ、開いていただきまして、重点

項目１、子育ての希望を叶える環境の整備とい

うことで、取り組みの１の１の実施内容という

形で具体的に書いております。

丸の１番目にありますように、例えば、県が、

みやざき結婚サポートセンター、仮称でござい

ます、これを設置して結婚支援等を行い、出会

いから結婚まで、結婚からさらに子育てまで、

ライフステージに応じた支援策に取り組むとい

うような形にしております。

16ページのほうを開いていただきますと、重

点項目の２ということになります。取り組みの

２の１ということで、重点項目２番目の１番目

の取り組みということになります。若者の県内

就業の確保ということで、丸の２つ目あたりに

ありますけれども、みやざきＪＯＢパークプラ

スを設置しまして、就職の相談・職業紹介など

を通じまして若者の流出抑制に取り組むと。こ

ういうような記載になります。

さらに、18ページにまいりますが、重点項目

３ということで、取り組みの３の１、ＵＩＪタ

ーン者の移住・定住の推進ということで、特に、

丸の２番目になりますけれども、このあいだオ

ープンしました、東京と宮崎に、宮崎ひなた暮

らしＵＩＪターンセンターの設置等を行いまし

て、ＵＩＪターン促進の強化に取り組むという

ような形をまとめたものでございます。

続きまして、開いていただきまして、20ペー
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ジになりますが、ここから人財育成プログラム

ということになります。人づくりに関する施策

の重点施策でございます。

23ページに、重点項目１ということにしてお

りまして、子どもたちの「生きる力」の向上等

による将来世代の育成促進を掲げております。

取り組み項目１の１、親子、地域のきずなを

深めて、家庭、地域の教育力の向上を図るであ

りますとか、その下の１の２、生きる力を育む

教育の推進、教育環境の整備・充実等を最初に

掲げております。

なお、開いていただきまして、24ページにな

ります。上から２つ目の丸の後段でございます

けれども、知事の政策提案等を受けまして、日

本一の読書県に向けた取り組み等を記述をして

いるところでございます。

さらに、26ページになりますけれども、重点

項目２でございます。これにつきましては、産

業界、学校の連携によるキャリア教育等を掲げ

ておりまして、取り組み２の１の２つ目の丸等

でございますが、インターンシップ、職業体験

等の充実を図る仕組みづくりでありますとか、27

ページでの取り組み、２の２になりますけれど

も、１つ目の丸になります。総合的な産業人財

育成システムの構築でありますとか、中小企業

等を支える中核人財の育成等を明確に記述して

おります。

29ページになりますが、重点項目の３といた

しまして、誰もが生涯学び続けられる環境づく

りと全員参加型社会の実現としまして、取り組

み３の１、女性の活躍でありますとか、取り組

み３の２、高齢者の活躍でありますとか、あ

と、30ページ目になりますが、障がいのある方

々、自立に困難を抱える方々の活躍促進等をこ

こにまとめております。

続いて、32ページになります。産業成長プロ

グラムでございます。

これにつきましては、重点項目としまして、35

ページから書いております。

まず最初に、本県産業、雇用を牽引する成長

産業ということで、取り組み１の１で、これま

で鋭意取り組んできましたフードビジネス、そ

して、取り組み１の２としまして、県外からの

外貨を獲得する成長産業と中核的企業の育成と

いうことを掲げております。こちらのほうにつ

きましては、36ページの一番上の丸にあります

けれども、東九州メディカルバレー構想であり

ますとか、４つ目の丸でございますけれども、

域外からの外貨獲得により売り上げ向上を図ろ

うとするような中核的企業の育成に取り組むと

いうことにしております。

さらに、37ページからの重点項目２としまし

て、本県の基幹産業であります農林水産業の成

長産業化を図るということで、まず最初に、マ

ーケットインの考え方から物流・販売力の強化、

そして何より重要な生産基盤の強化ということ

で、取り組み２の１と２の２ということにまと

めております。

さらに、38ページになりますけれども、人口

減少時代におきまして非常に課題となります担

い手の確保、経営体の育成確保等を整理をした

ところであります。

40ページでございます。産業の成長を支える

という観点から、陸・海・空の交通物流ネット

ワークの整備ということで、取り組みの３の１、

３の２にありますように、東九州自動車道を初

めとする道路の整備、そして港湾の整備、それ

に、取り組み３の３ということで、ソフト面ま

で含めた交通物流ネットワークの充実というと

ころを、この産業成長の中で記載をしておりま
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す。

42ページに、もう１点、今、グローバル化と

いう形で、アジアを初めとする世界市場の開拓

というところを入れております。

次が、44ページからの地域経済循環構築プロ

グラムでございます。

今の成長産業を図ることによって得た外貨を

地域の中できちんと循環をさせようというよう

なことのもとでのプログラムでございまして、44

ページになりますけれども、重点項目の１とし

て、実施内容の丸の一番上に書いてありますけ

れども、域外から外貨を取得してきた中核的企

業と県内の中小企業、小規模事業者の取引、連

携を通じて地域経済の循環を促進するというこ

とを第１番目の考え方としております。

さらに、２番目の丸にございますけれども、

中小企業、小規模事業者が取り組む新商品等の

開発、新たな生産、販売もしくは導入などを支

援をしていくというような形で、域内にきっち

り経済循環をつくっていくということを考えま

す。

そのために、47ページになりますが、取り組

み１の２、産学金官の連携の強化でありますと

か、47ページ、県民運動等を使いました県内の

需要喚起を図っていくということにしておりま

す。

また、この経済循環構築プログラムの中で

は、49ページになりますけれども、特に、県際

収支を考えた場合に、非常にエネルギーの輸入

が多いということを踏まえまして、地域資源エ

ネルギーの循環促進という形で、ここに掲げて

おります。環境新エネルギー関連産業の育成で

ありましたり、エネルギーそのものの利用促進

をここに書いてあります。

次の50ページからが観光再生おもてなしのプ

ログラムということになります。

まず、52ページの重点項目の１としまして、

宮崎ならではの魅力ある観光地づくりというこ

とで、これまで取り組んできました神話を使っ

た観光地づくり、また、取り組みの１の２にな

りますけれども、地域の観光資源を掘り起こし

て、そして、磨き上げていくということで、特

に、実施内容の丸の３つ目に書いてますけれど

も、官民一体のプロジェクトチームを立ち上げ

て、具体的なテーマや地域をターゲットとした

観光戦略の企画・実践に取り組むというような

ところを記載をしております。

また、53ページになりますけれども、効果的

なＰＲと情報発信ということで、丸の３つ目、

今般、発表しました「日本のひなた 宮崎県」

というキャッチフレーズの打ち出し等、統一的

な情報発信に取り組むというところでございま

す。

あと、54ページからは重点項目の２というこ

とで、スポーツランド宮崎の取り組みを掲げて

おります。

さらに、55ページ、今、取り組んでまいって

ます外国人観光客、また、ＭＩＣＥに関する積

極的な誘客、誘致の強化ということを上げてお

ります。これは、いずれもオリンピック・パラ

リンピック東京大会を見据えたものとなってお

ります。

さらに、56ページからが文化スポーツ振興プ

ログラムということで、今計画の目標でありま

す新しいゆたかさの実現を目指すために、文化

とスポーツを新たに柱立てしたものであります。

58ページの、まず、重点項目１ということで、

県民が文化に触れる機会づくりに努めるととも

に、59ページになりますけれども、スポーツと

いうことで生涯スポーツ、1130県民運動の展開
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等の生涯スポーツでありますとか、あともう一

点、競技スポーツの振興ということで、オリン

ピック・パラリンピック大会等を目指して、国

際大会や全国大会で活躍できるようなアスリー

トの育成というところを掲げております。

さらに、60ページになりますけれども、文化

という観点から、地域への誇り、愛着（郷土愛）

の醸成というところをここに上げております。

特に、取り組みの３の１ということで、地域の

理解を深める、地域そのものを学ぶ宮崎学とい

うようなことを提唱してます。そして、取り組

みの３の２ですが、今、一生懸命取り組んでま

す世界ブランドと、実施内容のところにそれぞ

れ書いておりますけれども、世界文化遺産の登

録を視野に入れた西都原古墳群でありますとか、

世界ジオパーク認定を目指す霧島ジオパーク、

さらに、世界農業遺産を目指してます高千穂郷

・椎葉山の山間地の農林業複合システム、さら

に、綾にありますユネスコエコパークに加えま

して、祖母傾山系の周辺地域のユネスコエコパ

ークの登録、この辺を具体的に書いております。

次が、62ページからのいきいき共生社会づく

りプログラムでございます。

これにつきましては、本県の地域づくりであ

りますとか、健康づくり、福祉、医療等、少し

幅広いところをこのプログラムのところでまと

めております。共生という概念でくくっており

ます。

まず、65ページ、重点項目１ということで、

生活に必要な各種サービスや機能の維持、効率

的な提供に向けた環境の整備ということで、生

活に必要な機能の維持、補完でありましたり、

県民参加型の地域経営の推進でありましたり、

こういう地域づくりのところをまず書いており

ます。

次が、67ページで、重点項目の２ということ

で、非常に県民にとって大事な、地域における

福祉医療等というところで、取り組み２の１と

して、地域医療の充実、強化、そして、取り組

みの２の２としまして、地域における福祉の充

実ということを書いております。いずれも今後

の地域の中に非常に大きな課題となってくるも

のをまとめております。

69ページの重点項目の３ということで、健康

づくりということでありまして、取り組みの３

として、生涯を通じた健康づくり、この辺では、

新しい言葉として、ロコモティブシンドローム

の予防等を書き込んでおります。取り組みの３

の２ということで、生きる喜びを実感できる社

会づくりということで、実施項目の２番目の丸

でございますけれども、県、市町村、専門機関

等が連携して自殺対策に総合的に取り組むとい

うところをここで記載をしております。

あと、71ページからが、低炭素社会に向けた

自然共生のくらしづくりというところでありま

す。地球環境等の保全につきましても、この中

で記載をしております。

次が、73ページになりますが、重点項目の５

としまして、安全・安心、人に優しいまちづく

りということで、ユニバーサルデザインであり

ましたり、犯罪が起きにくいまちづくりであり

ましたり、そういったところを書いております。

次が、このプログラムの最後となりますが、76

ページ、重点項目の６で、中山間地域の維持・

活性化ということでございます。これにつきま

しては、これまで取り組んできました、いきい

き集落でありましたり、中山間盛り上げ隊であ

りましたり、そういったところを記載しながら

中山間地域の活性化を図っていく、また、日常

生活の維持・向上に取り組んでいく。さらには、
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特に、６の２の下のほうの項目、３番目の丸で

ございますけれども、鳥獣被害等も、きちっと

整理をさせていただいております。

最後は、８番目のプログラムでございます。78

ページからの危機管理強化プログラムでござい

ます。

これにつきましては、80ページに重点項目の

１としまして、ソフトとハードの両面からの防

災・減災対策ということでございまして、特

に、80ページの下段でありますけれども、取り

組み１の３災害に強い県土づくりということで、

実施内容、１番目の丸でございますが、重点的

な河川改修、また、砂浜の再生などのハード対

策、それに加えて、逆に戻りまして、取り組み

１の１当たりに書いているんですけれども、自

主防災組織の活性化でありましたり、消防団員

等の確保、防災士の養成、向上など、ソフト面

での充実を図っていきたいと考えております。

83ページが重点項目の２ということで、緊急

輸送、救急医療の部分と、そういう面からの社

会資本のマネジメントの部分を書いております。

あと、最後になりますが、85ページのところ

でございます。重点項目の３、４ですが、まず、

３としまして人への感染症、これ新型インフル

エンザ、ＭＥＲＳ等、問題となりますので、人

への感染症についてもきちんと、そして、86ペ

ージが家畜伝染病、これについても危機管理強

化というところで取り上げさせていただいてお

ります。

最後に、つけ加えになりますけど、88ページ

から、それぞれのプログラムごとに重点指標を

設定しています。これの解説を88ページから92

ページまでつけております。

また、いろいろ新しい用語等も出してきてお

りますので、98ページから用語の解説というこ

とでつけさせていただいております。参考にし

ていただければと思います。

説明は以上でございます。

○石崎中山間・地域政策課長 委員会資料の26

ページをお願いいたします。

議案第17号「宮崎県中山間地域振興計画の変

更について」御説明いたします。

まず、１の改定の趣旨でございますが、現行

の計画は、宮崎県中山間地域振興条例第７条の

規定により、平成23年９月に策定いたしまして、

産業の振興を初めとする３つの重点施策のもと、

中山間地域の振興策を総合的に推進してきたと

ころで、さまざまな取り組みの結果、一定の成

果も見られています。

しかしながら、その一方で、人口減少に歯ど

めがかからない状況が続き、また、地域活力の

低下等が懸念されるなど、中山間地域を取り巻

く環境は、依然厳しい状況にありますことから、

中山間地域における課題の解決と振興策のさら

なる推進を図るために、今回、計画の改定を行

うものでございます。

２の改定の経緯にありますとおり、昨年度当

初より作業を進めてきておりますが、地域の状

況や課題等を把握するため、中山間地域の市町

村及び集落住民へのアンケート調査、県内全市

町村を訪問しての意見交換、中山間地域振興協

議会及び集落座談会を通じた意見交換等を行う

とともに、総務政策常任委員会で骨子・素案等

等を説明させていただきまして、今回、改定案

を取りまとめたものであります。

次に、27ページをごらんください。

３の計画（案）の概要でございます。

まず、（１）計画案の構成でございますが、改

定計画案は、３つの章立てで構成されておりま

して、下段の（２）改定の主なポイントにござ
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いますとおり、第２章で、中山間地域における

これまでの取り組みや現状を踏まえた上で、中

山間地域づくりを進める上での主な課題を大き

く４つに整理しております。

また、第３章第３節において、さらにその整

理した課題の解決に向け取り組む施策を、仕事

がある中山間地域づくりを初めとする４つの重

点施策として掲げたところでございます。

１枚おめくりいただきまして、28ページから29

ページにかけて、その４つの重点施策の概要を

まとめております。

まず、28ページの一番上、１の仕事がある中

山間地域づくりでございますが、産業の振興、

新たな産業の創出を図るとともに、地域経済循

環や鳥獣被害対策に関する取り組みを通じて、

中山間地域で暮らしていくことができるよう、

仕事がある環境づくりを意識した取り組みによ

り、雇用・所得の確保に努めてまいります。

２つ目が、子育て環境等の整備と移住・定住

の促進でございます。

中山間地域で安心して出産・子育てができる

よう、福祉や教育等、その環境づくりに取り組

むとともに、移住・定住対策につきましては、

より効果的な情報発信や移住者の受け入れ態勢

の整備と定住の促進等、これまで以上に取り組

みの充実・強化を図ってまいります。

29ページの３の集落の維持・活性化と新たな

絆の創造等でありますが、中山間地域の住民の

主体的・意欲的な取り組みや地域間の交流・連

携に対する支援に取り組むとともに、高齢化等

の状況が特に厳しい集落への支援、集落の維持

・活性化を担う人財の育成・誘致等に取り組ん

でまいります。

そして、最後の４の安全・安心な暮らしの確

保でございますが、中山間地域で安全に、安心

して暮らすために必要な医療や福祉、交通や買

い物、情報等に関する施策の推進、さらには、

防災・減災のための体制づくりや強化等に取り

組んでまいります。

それでは、お手元に別冊で、宮崎県中山間地

域振興計画（案）をお配りしておりますので、

そちらをごらんいただきたいと思います。

それでは、目次等、４枚おめくりいただきま

すと、１ページ、第１章、計画の改定に当たっ

てであります。

計画改定の趣旨等は、委員会資料で御説明し

たとおりでございます。

今回の計画の計画期間でございますが、平成27

年度から平成30年度までの４年間としておりま

して、対象地域につきましては、３ページをご

らんいただきたいんですけれども、地図にあり

ますように、条例で定めております地域、23市

町村でございます。

次に、４ページをごらんください。

第２章、中山間地域の現状と課題であります。

まず、前計画の中山間地域対策でありますが、

現行計画における主な取り組み内容と成果をま

とめています。

１の（１）産業の振興では、フードビジネス

の展開や鳥獣被害対策の推進、また、５ページ

の（２）集落の活性化につきましては、いきい

き集落や中山間盛り上げ隊等の集落支援策、

（３）の日常生活の維持・充実につきましては、

ドクターヘリの運航やバス等に対する支援、そ

して、県民運動の展開に取り組んだところでご

ざいます。

なお、６ページは、現行計画で設定しており

ます目標指標の達成状況をお示ししております

が、おおむね90％以上というところでございま

すけれども、集落点検の実施、市町村数など３
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つの指標について、現在のところ目標を下回っ

ている状況でございます。

それでは次の、第２節、中山間地域の現状で

ございます。

こちらでは、現在の中山間地域の現状を分析

しておりますけれども、まず、人口等の動向で

ございます。人口につきましては、今後の推計

等についてとりまとめておりますが、中山間地

域におきましても人口の減少がどんどん進んで

いくということが見込まれております。

９ページをごらんいだだきたいと思いますが、

年齢階層別の人口構成をあらわした上段のグラ

フでございますけれども、中山間地域において、

より少子高齢化の傾向があらわれております。

また、世帯類型に対する下段の表をごらんい

ただきますと、中山間地域の数字が上段の数字

で、中山間地域以外が括弧でくくっている数字

でございますけれども、中山間地域は高齢者の

単独世帯や３世代同居世帯の割合が、中山間地

域以外に比べ高い状況にございます。

10ページをお開きください。人口動態につい

てでございますが、まず、上側の自然増減率の

推移でございますけれども、中山間地域につい

て、より自然減が進行している状況でございま

す。

また、11ページでは、社会動態について分析

しておりますが、上段のグラフ、中山間地域の

年齢階層別の社会動態でございますけれども、10

代から20代の若い世代が県内外に流出している

状況でございます。

次に、14ページをお開きください。

（２）集落の状況等ということで、今回、こ

の計画の改定について当たり実施いたしました

アンケート調査の結果をとりまとめております。

14ページでございますが、中山間地域市町村

へのアンケート調査でございますけれども、中

山間地域において、より集落で高齢化が進んで

いるほか、集落機能の維持につきましても、良

好とする集落が減る一方、機能の低下の集落が

ふえています。

また、15ページの②、これは、集落代表者へ

のアンケート調査結果でございますけれども、

下のグラフにございますとおり、約85％の方が、

現在住んでいる地域に住み続けたいという回答

がございました。

また、次に、16ページでございますけれども、

地域の活性化に必要な施策についてお尋ねした

もので、医療や福祉、地域課題の住民による検

討、鳥獣被害対策、子育てという４つの内容が、

前回調査時と同様、多く挙げられております。

また、17ページの（３）生活機能の状況のう

ち、上段の表でございますけれども、買い物、

交通、病院の状況を市町村に調査した結果、問

題が生じていないとする集落が、前回調査時よ

り減る一方、生じているが深刻ではないとする

集落がふえております。

次に、19ページでございますが、こういった

状況を踏まえまして、主要な課題を４つ、地域

での雇用・所得の確保、人口の自然減・社会減

対策の推進、集落の維持・活性化のための仕組

みづくり、安全・安心に暮らしていくための機

能の維持・充実と、４つに整理したところでご

ざいます。

それでは、23ページをごらんください。

先ほどの常任委員会資料で概略を御説明いた

しましたが、重点施策についてでございます。

まず、仕事がある中山間地域づくりの（１）

農林水産業の振興でございますが、この23ペー

ジの①から⑤までが農業関係の施策を挙げてお

りますけれども、地域の特性を生かした農業の
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生産振興や担い手確保対策などに取り組んでい

ます。特に、①の４つ目の丸でございますが、

農業を核として、林業、土木等の地域の産業が

連携した雇用組織を設置するなど、地域での周

年雇用システムの構築などを図ってまいります。

また、24ページ、こちらの⑥から⑧までが林

業関係でございます。こちらにつきましては、

伐採後の確実な再造林を進めるあるいは循環型

の木材産業づくり、担い手づくり等を進めてい

くことにしております。

また、25ページの⑨から⑪までが漁業関係で

ございます。これにつきましては、水産資源の

着実な回復や魚価の向上、後継者、担い手の育

成等を引き続き進めていくこととしております。

26ページの（２）新たな産業の創出等でござ

いますけれども、引き続き、農商工連携、６次

産業化、フードビジネス等を推進してまいりま

す。

また、27ページ、（３）鳥獣被害対策を掲げて

おりますけれども、ページをめくっていただき

まして、28ページ、②の新たな視点に立った総

合的な対策の推進の、最後、４つ目の丸でござ

いますけれども、捕獲した鳥獣の利活用につい

ても進めてまいるとしております。

また、（４）地域経済循環の促進につきまして

は、域外からの所得の確保を図るとともに、地

域内で人・物・金を循環させる仕組みづくりや、

新エネルギーの利活用に向けた取り組み等を促

進してまいります。

次に、30ページをお開きください。

２の子育て環境等の整備と移住・定住の促進

でございます。

（１）子育て支援等の充実につきましては、

②において、先ほどアクションプランのほうで

もございましたけれども、男女の出会いから結

婚に至るまでの支援策の実施などライフステー

ジに応じた子育て支援の充実を図ってまいりま

す。

（２）の教育の充実等では、子供たちに地域

への理解と関心を高め、ふるさとへの誇りや愛

着を育むための取り組み等を推進いたします。

31ページの（３）戦略的な移住等の促進につ

きましては、全県的な推進体制のもと、情報発

信や相談対応、移住等された方々へのフォロー

アップの充実を図るなど、これまで以上に力を

入れて取り組んでまいります。

次に、32ページをお開きください。

３の集落の維持・活性化と新たな絆の創造等

でございます。

（１）の自主的な活力の向上では、①にござ

いますとおり、集落の現状や課題についての話

し合いや、その結果を生かすための計画づくり

を促進いたします。

また、（２）都市等との交流・地域間連携の促

進では、中山間盛り上げ隊の活動や、広域連携

を促進してまいります。

33ページになりますけれども、（３）小規模・

高齢化した集落対策としまして、集落の状況に

応じた対策が必要との観点から、見守り、相談

体制の充実・強化等に取り組みますとともに、

②にありますとおり、集落の維持・活性化を図

るため、集落間のネットワーク化を促進してま

いります。

次に、34ページをごらんください。（４）の人

財の育成・誘致では、集落の担い手育成に努め

るほか、地域おこし協力隊等、外部人財の誘致

について支援を行ってまいります。

最後に、４番目の柱、安全・安心な暮らしの

確保でございます。

（１）にございますとおり、医療の確保及び
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保健福祉の充実や（２）生活機能の維持・確保、

また、38ページになりますが、（４）情報通信基

盤の充実及び利活用の促進、（５）防災・減災対

策の推進等に取り組んでまいります。

また、41ページから43ページにかけましては、

県、市町村、住民等の役割あるいは県民運動の

展開、県における推進体制等を記載しておりま

す。

また、44ページから参考資料でございます。

これにつきましては、44ページから用語解説

を掲載しております。

また、57ページから75ページにかけましては、

本編に記載していない参考データを掲載してお

ります。

また、76ページからでございますけれども、

県内各地域における取り組み事例を14ほど紹介

しているところでございます。

以下、84ページからは、地域との意見交換の

概要や、条例と規則を掲載しております。

今後とも新たな計画のもと、中山間地域対策

に全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。

説明は以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明は終了いたしまし

たが、ここで、昼休みを挟んで質疑を行うこと

といたしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後０時58分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

先ほど説明がございました議案についての質

疑はありませんか。

○坂口委員 創造プランの考え方ですけど、説

明資料の24ページです。これまでの成果として、

口蹄疫や新燃岳噴火の災害からの再生に一定の

道筋がついたと。そういった前提に立ってのプ

ランだということなんですけど、道筋だから悪

くなっていかなければ道筋というのかわからん

けど、例えば、西都・児湯地域が大方全滅した

わけですけど、西都・児湯地域と県全体を見て

みますと、これ一つに、商売人がどれぐらい影

響を受けて、どう立ち直ったかなというので、

年間商業販売額の推移ですか、これ口蹄疫が22

年で、前と後の調査期間で４年間とかいう、各

スパンの関係で、19年度調査分と23年度調査分、

これ比較すると、例えば、販売額が県全体で

は85.75％まで回復してます。販売額の総額比較。

西都・児湯に限って見ると、これが82.92％まで、

これが75.65％までしかまだ回復してない。これ、

さんさんたる数字です。商業区の一つの指標で

す。それから、飼われている家畜の牛、豚を合

わせた、全ての頭数なんですけれども、県全体

では92％回復したと言ってるけど、西都・児湯

地域だけ見ると、まだ75％しか頭数が回復して

いない。

ましてや、今、話題になってる黒毛和牛の子

牛が高く、子牛生産農家はいいよと言われてる

けど、これなんかも、例えば21年度比較と、こ

れは23年度比較になるかな、したときに、県の

全体では確かに、今、87％ぐらいまで回復して

るんです。ところが、西都・児湯で見たら、そ

の後の調査はわかんないです。23年度と21年度

の比較をやったときには、西都・児湯の競り場

に出された子牛の出荷頭数は54.07％です。ほか

のところに持っていってそこの競りにかけてる

のがいれば別だけど、大方そこを通してしか動

かんわけですから。さんさんたることで、僕ら

は少なくともこれは一定の道筋とは言えないと

思うんです。
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なぜそうなったかというと、殺さないでいい

家畜まで他に迷惑かけないとか、あるいはあの

ときの何とかや変なの来てたけど、わしら宮崎

のワクチン打ちに来たんだなんで、そんなばか

なこと言って、それからもう強行にやってしまっ

た。そこですっぽり畜産に穴があいて全体にやっ

ぱり波及してしまった。そこに少なくとも、ま

だ道筋がついたなんて言われるのは、西都・児

湯を地元にしている議員の立場として、とても

じゃないけど。まして、我々の地域というのは

農業を主たるというか、農業を得意とする地域

です。地方創生が始まるわけです。あなたが得

意とするもので伸ばしていきましょうと。だか

ら、何かプランを上げろと、戦略決めろと言わ

れたって、こんだけ穴があいてて、今、言った

さんさんたる数字です。我々のところは農業が

得意なんです。だから、プランを立てました、

将来戦略を立てましたと言ったって、おまえの

計画は農業以外が得意のところにもまだ届かな

いぞと。とてもじゃないけど地方創生の波に乗

れない状況なんです。だから、やっぱりここの

穴埋めをするというプランがないと、これは地

元の責任でも罪でも何でもなかったわけです。

協力してと言われて頼まれてやった行為なんで

す。あと、基金で賄ってやるとか、やっぱりい

ろいろなことで賄ってやるという話もありまし

た。だけど、それも功をなしてない。ここらを

どうするかというのは、このプランのこれまで

の成果、そして、基本的に分析のところが欠け

ているような気がするんですが、そこはどう見

ておられて、今後どう補完されていくのか。

○井手総合政策課長 非常に厳しい課題だと認

識しております。説明に少し加えますけど、やっ

ぱり復興に関してはまだまだ途上だと考えてお

ります。したがいまして、例の口蹄疫復興の基

金の援助についても国に要望をしておりますし、

その中で、分析した中で、やはり坂口委員がおっ

しゃるような数字が検証できております。全体

としての部分を見ましても、宮崎全体で見まし

ても、九州全体の伸びからするとまだまだ低位、

口蹄疫前の数字に戻したとしても、その伸びは、

ほかの県は伸びているという状況を我々も認識

をしておりますし、県内で見ると、やはり西都

・児湯地域の落ち込みは非常に厳しいものがあ

ると思ってます。これにつきましては、フード

ビジネスのほうでもいろいろ検討してまいりま

したけれども、特に農業に関しては、農業長計

が今度、策定されていきますので、この辺と連

動しながら、地域別に、どこに課題がある、ど

こを伸ばしていく。特に西都・児湯、復興につ

いてはどう取り組んでいくのか、議論してまい

りたいと考えております。

○坂口委員 そうなんです。そして、ただ、農

業みたいに言うけど、農業ばっかりじゃなくて、

だから、そのトータルとして、例えば、１人当

たり平均県民所得とかでもいいと思いますけど、

全国の中で最下位にある宮崎、その宮崎の中で

も県平均というのは口蹄疫前後の調査では102％

なんです。だから、２％はもう口蹄疫前より高

くなるんです。これは西都・児湯で見ると99％

です。98.97ぐらいです。だから、それの差があ

る。低いところで、なおさら所得に差があると

いうことは、これは農業だけじゃなくて全体を、

やっぱり西都・児湯について徹底した分析を

やって、何をどうやって補完していけば地方創

生のスタート台につけるのか。そこからスター

トさせないと、こんな差があるところでスター

トさせたって、よそもスタートしていけば、そ

の差はやっぱり平行線、２本のレールです。決

して交わることがない。だから、そこがやっぱ
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り僕は大きく欠けてる思うんです。といいます

ように、当時の法律では殺処分できなかったは

ずのものを、これは大方、半分ぐらい、牛に至っ

ては６割ぐらい、豚に至っては42％ぐらいを、

嫌々農家に自主的に殺させたんです。これはど

の法律を見ても、健全な家畜を食料以外のため

に屠畜するということはできないわけですから、

それをやっちゃった。食料として供することの

できない、そういった小さい子牛、子豚までやっ

ちゃった。協力してくださいと、後、しっかり

責任を持つからという国・県の説得に応じたわ

けです。僕はだめだと思います。だから、創造

プラン、これからの新たな宮崎の姿を示して、

それやっていくんですよというときに、この部

分はやっぱり別個で、セットでないと。私はど

うもこれ納得できない。

○井手総合政策課長 このプランは、全県、全

体を描いてまして、地域別にはちょっと描けて

いないところでございます。今後、取りまとめ

ていきます地方創生の中の総合戦略、これにつ

きましては少し考えてまいりたいと考えており

ます。

○坂口委員 みんなが良くなっていかないと、

平均が良くなったって、どうせゼロと100で50い

くわけですから。ゼロのところはゼロですから、

それから何割増したってゼロはゼロですから、

やっぱりそこはぜひ責任を持って絵を描いてほ

しい。それから、一緒にスタートしましょうと。

やっぱり横に並んでくださいというところまで

ぜひやってほしい。

○清山委員長 その他ございますか。

○丸山委員 まず、４月にアクションプランの

パブリックコメントをやっていますけれども、

どのような意見が出たのか。なかなかパブコメ

をやっても最近は県民に関心がないようなこと

を言われて、少ないのではないのかと思ってる

んですけど、どのような状況だったのか、まず、

お伺いしたいと思います。

○井手総合政策課長 ちょっと資料を確認しま

すので、少しお待ちください。

○清山委員長 はい。

○井手総合政策課長 パブリックコメントに関

しまして、アクションプランのところについて

は、非常に意見が少なくて、１人の方から４件

の御意見をいただいております。

意見の要旨としましては、まず、１点目とし

ては、地域全体での子育て支援を考えていただ

きたいというようなお話と、２点目が、キャリ

ア教育の推進に関する御意見、３点目として、

障がいのある方々の自立に関するような御意見、

あと、最後は、オリンピック・パラリンピック

東京大会を見据えたキャンプ誘致への取り組み

の強化への御意見という、４件ほど意見をいた

だいております。以上でございます。

○丸山委員 基本的には、今の意見は書いてあ

るのかなと思ってるんですが、そのように対応

されたということでよろしいんでしょうか。

○井手総合政策課長 御意見の趣旨を踏まえな

がら書き込みをしてきております。

○丸山委員 本編の方には少しは言葉が出てく

るんですけれども、何かこう柱の中に、24ペー

ジ、25ページのアクションプランの中に、「地方

創生」という言葉が余り出て、見えないという

か、それぞれがもう地方創生、いろいろ幅があ

るもんですから、その中で出てるのかなと思う

んですけど。今、本当に知事がトップランナー

になると言われているのに、この中で地方創生

という言葉が出てきてない、ちょっと何なのか

なと思ってるんで、その辺はもう全部に、多岐

にわたってるから書かなかったということでい
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いんでしょうか。

○井手総合政策課長 今回の総合計画、４年前

からそうでございますけれども、地方創生の大

もとの課題であります人口減少問題、これを主

軸に据えておりまして、広く人口減少問題とし

て捉えて書き込んでいるところでございます。

特に、長期ビジョンに至りましては、2030年ま

での計画ということですので、今後、４年間、

５年間と取り組んでいきますと、地方創生総合

戦略という特だしな部分の書き込みはしており

ません。

アクションプランにつきましても、基本的に

人口減少問題対策という形で書いております。

なぜ、地方創生のプログラムがないかと申しま

すと、これにつきましては、このプログラム８

つをうまく組み合わせながら、総合戦略を今後

つくっていくと考えておりまして、今後、９月

の定例議会を目指して今、取り組んでおります

けれども、編成していきます、地方創生の人口

ビジョン、総合戦略で明らかにして、特に取り

組んでいくものという形で打ち出しをしていき

たいと考えております。

○丸山委員 何となくわかったような感じなん

ですが。もっとここに入ってくるのかなという

イメージが少しあって、出てこないというの

ちょっと不思議に思ったものですから、９月に

実践といいますか、それ具現化するアクション、

もっと具体的に中身はしっかり入れていただき

たいと思います。もう恐らく地方創生に関して

は、総合戦略を立てていく中にしっかりしたも

のが出てくることを期待しておきたいと思いま

す。

○星原委員 ちょっと基本的なことを教えてい

ただきたいんですが、中山間地の計画を今、４

年間でということで掲げてます。これ、説明を

受けただけなんで、細かいことは、まだわかり

かねるところがあるんですが、これまで同じよ

うな流れで多分来てると思うんです。課題とか、

見えることとか、そういうものは全て来てるは

ずなんで、そういうのを見たときに、じゃ、県

としてこの４年間、取り組むということになる

と、総合政策のほうでこういう基本計画を立て

られる。じゃ、今度、各部各課との連携、要す

るに、各部各課のものをまとめたものにこうし

てあるのか。総合政策部としてこういう４年間、

宮崎県の方向性をこういうふうに持っていこう

として計画をしてるのに、各部各課となってい

くのかという部分と、もう一つは、市町村が全

部、全て絡んでくると思うんです。その市町村

との絡みの中でどういうふうにこういう計画を

立ててこられてるのかという部分。もう一点は、

やっぱり予算的なものがかなりかかってくると

思うんです。こういう計画を立てて、どれぐら

いの予算を準備しないと、計画がそのとおり４

年間で達成されるとかされないとかという課題

もあるんで、やっぱりそういうものをひっくる

めて、トータルでつくられたんだろうと思うん

ですが、その辺の過去の課題や積み残しになっ

たものを今回、また乗せてきてとか、いろいろ

あるはずなんで、その辺の計画を立てるに当たっ

てのそういう基礎的なベースというか、考え方

はどういうふうに持ってこられたのかを教えて

ほしいなと思うんです。

○石崎中山間・地域政策課長 まず、この計画

でございますが、計画の根底で最初に現行計画

の成果、あと、現状の把握と課題の整理等を行っ

ているところでありまして、これにつきまして

は、総合政策部のほうでそういったものを踏ま

えて、今後４年間、何を柱にしていくべきかと

いうのを考えまして、いわゆる４つの重点施策
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の柱というのを考えたところでございます。

各部との関係につきましては、県のほうで宮

崎県中山間地域対策推進本部というのを、知事

を本部長に、各部局長がメンバーになって構成

しておりますけれども、私どもの現状分析ある

いは重点施策の柱というものを各部局と議論い

たしまして、今回、計画の中には、今後、農政

・林業の長期計画等の改定が行われますけれど

も、４本柱の考え方を踏まえたものが、今後そ

れぞれの計画の中に具体的に反映されていくと

考えております。

また、市町村との関係でございますけれども、

この計画の策定に当たりまして、中山間地域で

はない市町村も含めまして、全市町村を実際に

訪問いたしまして、その市町村ごとの課題とか、

今後どういう方向で取り組んでいくのかといっ

た意見交換をさせていただきました。そのよう

な市町村との意見交換の結果等も含めて、この

４本柱は立てたものでございます。

また、予算との関係でございますけれども、

これは、この４年間の予算総額というものを見

通すというのはなかなか厳しいものがございま

す。ただ、現段階で、26年度の２月追加補正か

ら今回の肉づけまで、この計画に関係する事業

の予算というもの、約770億円となってます。こ

れ、もちろん公共事業とか、その辺も含めた数

字でございますけれども、やはりそれがもう全

額中山間地域だけに投下されるというものでは

ございませんけれども、この中山間地域の問題

は道路から福祉、医療、広範にわたっておりま

すので、今後ともかなりの努力が必要だと考え

ております。

○星原委員 総合政策課長の話で、今回は人口

減少を主体にした。私、この４月の選挙で地域

を回ってみると、あと10年はもたんだろうなと

いうところがかなりあるわけです。もうお年寄

りばかりで若い子供たちは全然見かけないとい

う環境を見ると、本当に急がないと、なかなか

思うようにはいかんだろう。だから、そういう

置かれてる地域をどう捉えて、これから４年な

ら４年とか、10年後に向けてとかということは

あると思うんです。

その意味で、じゃ、若い人たちを住ませるた

めにはどうするんだとか、また、言葉で企業誘

致とか仕事云々とか言うけど、本当にそういう

ところに企業が来るのかどうかというのも、言

葉では言えるんだけれども現実問題としてそう

いうことが成り立つのかどうかとか、その辺の

ところをしっかり考えて中山間地域へ行かない

と、こうやって言葉でずっとつくられてる部分

はこれで、ああ、すばらしいなと思うんですけ

ど、現実に本当にそういうことで地域が本当に

守られてるのか、成り立っていくのかというこ

とになるとちょっと怪しいなと私は思ってるん

です。もう現実に空き家がかなり出てきてまし

て、そういう問題に対して、じゃ、空き家に人

を住ませるためにはどうしたら、そこを改造で

もしてどっかから連れてきてとか、住まわせる

方法はないかとか、具体的に何か考えていかな

いと、掲げてるだけではなかなか可能というか、

そういう方向性にいかないだろうと。

じゃ、中山間地域で何がといえば、やっぱり

第１次の農林水産業だろうと思うんだけれど、

そういう人たちがその地域で生活できるだけの

所得が、安定した生活ができる所得がちゃんと

確保されるかどうかとか、あるいは子供たちが

おれば、学校に、数が少なくなってくる中では、

やっぱり大人数の学校の中でないと、少人数で

はいろんな部活動なり、あるいはスポーツ少年

団でのいろんな活動なりできないとなると、そ
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ういう地域では暮らせないんじゃないか。ある

いは、医療の施設がちゃんとした、整ってると

か、あるいは買い物できる場所があるのかどう

かとか、そういうものまでトータルで考えて大

丈夫なのかどうかということがなされていかな

いと、中山間地は私は守れないと思う。

だから、やっぱそういうとこまでの考え方の

もとに計画を練っていかないと、10年後、ひょっ

とするとかなり人口減少というか、もうその集

落自体の維持もできないんじゃないかなという、

現実に地域に住んどってそういうことを思うん

です。やっぱりその辺のところを考えて、今後

取り組むのかというのは、私は総合政策課ある

いは県と市町村とか、国との関係でもそういう

いろんな問題を掲げて、どうしていくかという

ことを捉えていかないと、ここに書いてあるこ

とはごもっとも、私も理解できるんですけど、

じゃ、このことで地域が守れるかというと怪し

いなと思うんですが、その辺のところについて

はどうなんですか。

○井手総合政策課長 後ほどお時間いただいて

たの、本県の人口の推計、2060年までの推計を

お話させていただこうと思ってますが、全体の

人口として、我々は数値上でシミュレートをし

ながら見ております。ただ、市町村ごとの推計

をやりますと、委員がおっしゃるとおり、非常

に厳しい数字が各市町村ごとに出てまいります。

今、市町村のほうとも地方創生に係る総合戦略、

人口ビジョン、市町村もつくりますので、あわ

せていろいろな話をさせていただいてますけれ

ども、市町村の中でもそれぞれの集落ごとに市

町村としてはもう見えてきてますので、これも

またすごく厳しい推計というか、予想がされて

るとは感じております。そこをどう守っていく

のか、どの集落がどうなっていって、それをど

う守るのか。それとも、どこかにその人たちの

生活機能を補完するような連携をとっていくの

か。その辺のことを市町村と十分話しながら、

非常に短い時間しかないんですけれども、それ

ぞれの市町村の総合戦略をつくる、そして、県

も総合戦略をつくるという過程の中で、整合性

をとりながら、本県の活力あるというか、地域

の維持にどんなやり方があるのか議論をしてま

いりたいと考えております。

○星原委員 ぜひそういう考えのもとで、やっ

ぱりいざ地域を守るとなると予算も出てきます。

何かをやろうとすれば金が動くわけですから、

じゃ、どういうことをしようとしたときにどう

いった予算を、県の予算でいくのか、国からい

ろいろお願いして引っ張ってくるのか、そうい

うことやらもトータルで考えながら、本当に中

山間地域を守ろうとするんなら、具体的にこう

いうことをやっぱりやっていかないと人も住ま

ないとか、あるいは、そこでの集落の維持組織

ができないとか、いろいろあると思うんで、ぜ

ひその辺を検討いただいて、これまでの４年間

でどれだけのことができて、これからはどうい

う課題を、それに乗っかっていって、どういう

課題で進めていくかというあたりをよく今後、

また、皆さん方のところは計画を立てたり、政

策を立てるところでしょうから、実際の担当部

課あるいは市町村との連携をしっかりとってい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いし

ておきます。

○茂総合政策部長 中山間地域の振興は、やは

り非常に大きな課題だと思ってまして、これは、

先ほどお話がありましたように、県内の市町村

を含めて、県庁全体で取り組む最大の課題かな

と思ってます。その中で、中山間地域の特に大

きな課題は、やはり買い物弱者対策と、それと
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病気の高齢の方が多いですから、通院対策かな

と思ってます。そういう状況の中で、先ほどア

ンケート調査の結果の御報告もありましたけ

ど、85％の方から、やっぱり今のところに住み

続けたいと言われてますので、そのお気持ちは

大事にしながら取り組んでいく必要があると

思ってます。ですから、どうやってその交通手

段を確保していくかとか、そういうこと、具体

的なことについては、これから重点的に検討す

る必要があると思ってます。

それから、空き家対策という話もありました

けど、これについては、本会議でもいろいろあ

りましたけど、特定空き家ということで廃墟に

近いようなものについては、これからいろいろ

対策をとっていく必要がありますし、一方では、

いわゆる手を入れれば使えるというような古民

家というのもあると思いますので、それらにつ

いてはＵＩＪターンを含めて、積極的に空き家

バンクというような形で情報提供しながら、う

まくミスマッチがないように取り持つというの

はやはり行政の仕事かなと思いますので、その

あたり市町村と一緒になって全力で取り組んで

いきたいと思います。

○星原委員 よろしく。

○清山委員長 ほかにございますか。

○来住委員 今のと少し関連するんですけど、

私に中山間地の振興策を考えろと言われたって

全然もうそんな能力もないし、もちろん全然で

きないんですが、今、これ読ませていただいて、

例えば全体として感じるのは、何ていうのか、

具体的なものが、ほとんどないです。わかりや

すく言えば、どこに持っていってもいいような

計画に現実にはなってる。

例えば、子育てのところがある。30ページの

ところにあるんですけど、中山間地のやつです。

ライフステージに応じた子育て支援の充実とい

う項目がありまして、②安心して結婚、妊娠、

出産できると、こう書いてありまして、現実に

は、じゃどうするかとなると、もちろん地域に

よって違いますから、そこ細かく出せる、ここ

に表現できるかといったら確かにできないと思

うんです。

僕が思うのは、もっと具体的に、各市町村と

の関係も当然起こってくると思うんですけど、

そういうものが今後の見通しとして、この地域

ではこうなるんですよ、こうしますよとかとい

うものがないと、これだけでは全然、何ていう

のか、現実にもう今、星原委員も話されました

けど、僕の西岳地域とか庄内地域とかってよく

回るんですけど、県道沿いは残るんでしょうけ

ど、県道から中に入ったところの集落は、まず、

もうなくなるでしょう。例えば、西岳の中心地

から４キロ、５キロ入ったところに荒川内とい

う集落がありますけど、子供はもうほぼいない

です。ですから、もう高齢者ばっかりですから、

あと10年か20年ぐらいしたときには、もうほぼ

なくなるような状況なんですけど。

ところが、いる子供も学校まで、高校生まで

全部親の送り迎えです。それ、非常に危険だと

思うんです。一人で、女の子なんか、なお登校

させるのは非常に危険ですから、結局親が送り

迎えする。だから、時間的にも経済的にも中山

間の人たちというのは物すごい苦労されてるん

です。僕は、市議会議員時代にそういうところ

へ何か援助してあげたらどうかと。せめて油代、

ガソリン代ぐらいは出してあげたらどうかとい

うことを言ったことがあるんですけど、県道沿

いにはバスが通ってますから、そのバスの利用

に対して何キロ以上になると出すとかというの

があるんです。ただ、僕が言いたいのは、そう
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いうことを含めてもう少し、それは、だから県

全体でここで一本、ぽんと出すことできないと

思ってるんですけど、少なくとも各市町村にそ

ういう具体的な計画みたいなものを、ちょっと

わかりませんが、そういうものを、例えば今年

度中にとか、来年度中にはもう少しそこがわか

るような計画を一緒になってつくるとかいうも

のがないと、20ページに、第１節、計画の目標

というところに前期のものに対する総括が出て

るんです。それで、最後のほうに、これからこ

れらの点を総合的に踏まえた上でと出てるんで

すが、これも正直言って非常に抽象的なんです

けど、その辺はどういうふうに理解していけば

いいのかなと思うんです。これをもう少し具体

化するときにどうなるのかというのがちょっと

見えないというのか。

○石崎中山間・地域政策課長 委員がおっしゃ

るとおり、市町村、また、その中の集落によっ

て、非常にそれぞれ違いがあります。したがい

まして、この計画では、県として中山間地域対

策について、どういう方針で臨んでいくのかと

いう基本的な考え方と今後の施策の方向をまと

めています。具体的には、先ほど総合政策課長

からお答えいたしましたけれども、各市町村で

今年度、策定される人口ビジョンと総合戦略、

その中で市町村が市町村内の各集落の状況を踏

まえた上で、どう取り組むのかということを具

体的に検討していって作成されると思いますが、

その中に我々も、中山間・地域政策課としても

積極的に入っていって、この計画の趣旨を踏ま

えながら、あと、我々は今後、講じる施策、ど

ういったものがそれぞれ地域に当てはめていけ

るかということを、これは総合政策部だけでは

なく、各部が考えながら取り組んでいきたいと

考えております。この計画自体につきましては、

そういう性格で個別具体的なものまでは記載し

ていないというところは御理解いただけたらと

思います。

○来住委員 わかりました。いいです。

○清山委員長 よろしいですか。

○坂口委員 ちょっと関連して。疑問があるん

ですけど、人口ビジョン、全国の自治体で書く

わけです。特に、ＵＩＪターンとなると都会か

らの人の引っ張り合い、企業誘致と同じような

ことと思うんです。そうなったときは、お金を

出し合ってみたいなところに尽きてしまえば、

椅子があるよ、これに座布団をつくったから来

てくださいでは、これはもうやっぱり行き着く

ところは財政窮乏県は負けます。当然もう今飯

を食うためにそれも必要かもわかんないけど、

やっぱり国が言ってる地方創生のビジョン、外

形、これをしっかり示させることと、それから、

税制の一部改正をやりましたけど、こういった

ぐあいに地方がお金を出して、座布団をこさえ

て来てください、お客さん、いらっしゃいとい

うんじゃなくって、政策的にそこに行くことが

やっぱりいいんだよという、均衡ある国土の発

展という概念に基づいた、抜本的な政策なり法

令などをつくらせるということを国に働きかけ

ることが一つは大事じゃないかなと思うんです。

恐らく人口ビジョンの中で入り込み人口、こ

れトータルを出したら日本の人間が倍ぐらい、

２億ぐらいいないと足りないようなビジョンに

なると思うんですよ、全国あわせて。そんなこ

とはできないわけで、だから、そんな中で自民

党の本部なんかが調べたいろんな調査、鹿児島

の伊仙町なんていうのは、東京から若い夫婦が

来て、経済的にもそう恵まれた、やっぱり職業

というか、就職環境はないです。そこに来て、

東京じゃもう子供なんて要らないと言ってた人
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がもう短期間のうちに３人ぐらい、あと２人ぐ

らい欲しいといって、そこに何があるのかとい

う。その地域だからできた、そして、財源を伴

わない、そういったものを地道にでも研究して

いって、宮崎は何ができるのかなというような

ことをやっぱり一つ考えていくべきじゃないか

なというのが抜本的に地域を疲弊させないため

に何か必要なもの。

バスがなくなった。じゃ、その地域の巡回バ

スを出します、お金を出しますと言ったって、

これは限界があるし、病院がなくなった、病院

をつくりますと言ったって、動けなくなった人

たちはどの病院にどうやって行くかと。じゃ、

いつもいつもその人が悪くなったときに送り迎

えできるかって。それよりか、都市部のほうが、

ぱっと救急車でも来てくれて運んでくれたり…

…。お金をかけて今、補完していって、何とか

来てくださいと言ったって、全国が競争すりゃ

負けるところはやっぱり負けます。どんなにやっ

ても。抜本的に、これはもうこれで当面の策と

して、生き延びる策として必要と、これは評価

した上で、そういうものが必要だと思うんです。

そこらをやっぱり政策的に、せっかくの総合

政策部で、そういったところを詰めていただい

て、もうこれ、小さい事業というのは各事業部

に任せたらいい思うんです。極端に言ったら、

もうそういったノウハウのための予算と頭脳だ

けを持たれて、戦略的なものを組まれて、そし

て、当面の事業というのは各部に流して、あと

国とか、いろんなところともやっぱり、何です

か、将来に向けた本物の政策を策定させたりと

か、そういうことをやっていかないと、国がし

たことに飛びついてきたって、もう国も策は持

たないと思ったほうがいいぐらい、地域が本当

に何なのということで、本気でやっぱり国に対

して、もうこれしかないぞというようなものを

やっていかないと、恐らく、今度の人口ビジョ

ン、言いづらくなりますけど、うちの町は10年

後こうなります、20年後こうなりますって、そ

れトータルしたら、日本の人口って物すごいふ

えることなる思うんです。同じ人を東京から連

れてこようとしてるんだけで、どのまちに行く

かわからない。行ったところが１人ふえるだけ

のことで、ビジョンはそんなになってくるのか

なと思うんだけれど、やっぱり本気で宮崎なら

ではのものを考えられませんか。

あんまり乖離し過ぎてるけど、例えば、今度

の日本のひなたというキャッチフレーズ考えら

れた。これも考えられた知事とか、総合政策部

が100点満点のすばらしい表現の仕方と思われる

かもわからんけど、ひなたというのは確かにす

ばらしいかもわかんないけど、例えば、なぜ日

本なの。大和の国から日本にどういうことで国

名が変わったの、いつ変わったの、誰が変えた

の。これ遣唐使時代です。たしか桓武天皇か何

か、初めて我が国が大和から日本に変わったっ

て。それは、お日様が一番最初に出とる日のも

との国だからなんだって。その日のもとの国だ

ということを唐の国に言ったわけです。あなた

方より先にうちは神様のお日さまが当たります

よという。そういうものを含めて、だから日本

なんだという説明があればいいけど、ひなた、

ひなた、ひなた、日の当たるところ、ひなた、

それだけで何の優位性もないわけで、宮崎がな

ぜ日本のひなたというかと言ったら、日本まで

研究しなきゃだめです。最初はもうお日様が自

分のところに光を当てにくると考えてた時代で

すから、お日様が初めて日を当てたというのが

私たちの大和の国ですよ、あるいは、倭の国で

すよと。それ日本と変えましたよということ、
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その中の、また、ぽかぽかとした宮崎県、日迎

えの国で、ひなたの国ですよというぐあいに、

やっぱりもうちょっと完全に練られて、小出し

に出さずにやっていかれて、もうちょっと徹底

した、そういう頭脳ブレーンになってほしいな

という気もします、今のようなのを見て。答弁

に窮されてます。委員会の答弁、自分らがつくっ

た計画に対して明快にここだということが言え

ないというのは、僕はちょっと寂しい気がしま

す。もうこれ、何か決意のほどを部長、聞かせ

ていただいて。

○茂総合政策部長 厳しい御指摘でございます

けど、私も決して自信がなくてというのではな

くて、私がつくりましたんで、これを一生懸命

やっていきたいと思いますし、特に、先ほど総

合政策部の役割というお話もございました。こ

の中山間の計画、それからアクションプランに

ついても全庁的にでき上がったものなんですが、

私たちとしては、この方向に沿って各部にいろ

んな事業を構築していただきたいと思ってます。

それとあわせて、我々としてはそういうところ

に、いろんな形で失礼ですけどアドバイスする

とか、意見については差し上げたいし、こうい

う方向での事業の取り組みもあるんじゃないで

すかということは、いろいろやっていきたいと。

それが我々の仕事だと思ってますので、抜かり

のないようにやっていきたいと思います。あり

がとうございます。

○坂口委員 お願いします。

○清山委員長 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に、報告事項に関

する説明を求めます。

○井手総合政策課長 報告事項でございます。

お手元の６月定例県議会提出報告書の９ペー

ジ、別紙３の繰越明許費についてでございます。

総合政策部は、表の１行目のまち・ひと・し

ごと創生実現事業から、次のページの下から５

行目、オープンデータ利活用推進事業までの19

事業、５億6,427万7,000円が繰り越しとなって

いるところでございます。

このうち、９ページの上から６行目の陸上交

通アクセス強化支援事業、これにつきましては、

事業主体におきまして、事業実施の期間が不足

するということによりまして、繰り越しとなっ

たものでございます。

その他の、ほかの18事業につきましては、国

の緊急経済対策の実施に伴いまして、平成27年

２月の追加補正予算に計上したものでございま

す。事業実施の期間が不足するということで繰

り越しとなったものでございます。

報告事項につきましては、以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。よろ

しいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○井手総合政策課長 総合政策課のほうから２

点、その他報告をさせていただきます。

まず、１点目が、県民意識調査の結果につい

てでございます。委員会資料の31ページでござ

います。

この１、調査目的のところでございますけれ

ども、この調査につきましては、県の施策や県

の日ごろの活動について調査をしておりまして、

新たな施策の検討などに活用するものでござい

ます。

設問は全部で48問ございまして、平成27年２

月に調査を行いました。無作為に抽出した県内
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在住の20歳以上の方、3,500人を対象に調査を行

いまして、回答者としては、ここに記載してま

すように1,631人、回答率46.6％でございました。

２のほうに結果の概要を示しておりますけれ

ども、まず、（１）の豊かさのイメージでござい

ますが、衣食住の充実、心身の健康、そして、

収入や資産が多いこと等が上位となっておりま

す。

衣食住の充実と心身の健康につきましては、

現状に満足している方の割合も高いんでござい

ますが、３番目の収入や資産が多いことのほう、

右側のほうを見ていただくとわかりますように、

現状に満足している方の割合が低うございます。

やはり長年の県政課題でありますけれども、産

業振興等による所得の向上を図る必要があろう

かと深く考えたところでございます。

（２）のほうに災害に対する備えをしている

人の割合を示しております。41.9％となってお

りまして、前回調査から6.5％ほど上昇をしてお

ります。

３点目としまして、本県の医療体制の全般に

ついて、満足している人の割合41.3％となって

おります。これにつきましては、前回の調査

は45.8％でございまして、約4.5ポイント減少を

しております。

ただし、この資料のほうには記載しておりま

せんけれども、同時に、満足してない、もしく

は余り満足してないと答えた人も0.2ポイント

減っております。横ばい。そして、どちらとも

言えないという答えの方が4.7ポイントほどふえ

ております。やはり医療体制については、今後

も努力が必要かなと考えているところでござい

ます。

４番目が、地産地消の件でございまして、実

際に利用している人の割合でございますけれど

も、今年度は68.3％となっております。前回調

査よりも３ポイント減少をしております。この

設問は、平成24年度から入れておりますけれど

も、大体60％後半台から70％頭ぐらいで推移を

しております。

最後に、５番目のところで、今年度から初め

てでございますが、子供を持つことについての

考えを聞いております。

予定している、もしくは予定していた子供の

数としましては２人が最多、そして、理想とし

ている、もしくは理想としていた子供の数は３

人が一番多くなっておりまして、子育て環境を

支援することによって子供を多く持っていただ

けるような社会づくりが必要かと考えておりま

す。

この他にもたくさん質問項目ございます。詳

細につきましては、別冊で、県民意識調査の集

計結果というのをつけております。お時間の関

係もありますので、後ほどごらんいただければ

と思います。

今後とも県民ニーズの把握に努めながら、効

果的な施策の構築に努めてまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

続きまして、先ほど申しました、本県の人口

ビジョンについて説明をさせていただきます。

委員会資料の32ページでございます。

みやざき創生人口ビジョン（仮称）について

と書いております。これ、先ほどから申してま

すように、地方創生におきまして、人口ビジョ

ンと総合戦略を作ることとなっておりますので、

その名称として一応仮称を置かせていただいて

おります。

その１の経緯のほうに示しておりますけれど

も、昨年の11月に、まち・ひと・しごと創生法
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が公布、施行されておりまして、国におきまし

ては、12月に、まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン及び創生総合戦略を閣議決定されたとこ

ろでございます。その後、地方が作っていくこ

とになるんですけれども、その下の留意点に書

いておりますように、全ての都道府県、市町村

は、今年度中の策定を求められております。

策定に当たりましては、②にありますように、

明確な目標、そして策定時に、ＰＤＣＡサイク

ルと、ここに書いてますけれども、より効果的

な検証もしくは施策の改善を図るための重要業

績評価指標、いわゆるＫＰＩというものを設定

をしなさいと書かれております。

３番目に書いておりますが、策定に当たって

は、また、その後の検証に当たっては、産官学

金、あと労働と言論、いわゆるメディアでござ

いますが、そういうところを含めた、幅広い住

民等で構成される推進組織で審議、検討をして

くださいというふうに書いております。本県に

おきましては、米印に書いてありますとおり、

この６月に宮崎県地方創生推進懇話会の会議を

開催しまして御意見をまず聞いているところで

ございます。

２番目に、本県の人口ビジョンの主な内容と

いうことで、今、いろいろ検討しているところ

をまとめております。

まず、本県の人口問題に対する基本的な認識

でございます。

①として自然動態ということで、2000年代以

降、少子化による出生数の減と高齢者世代の死

亡数の増によって人口自然減が続いております。

今後も当分、こういった動きは継続するだろう

と見ております。

なお、黒ポツの２つ目ですけれども、合計特

殊出生率については、いつも申しますように、

全国２位と非常に、比較的高うございますけれ

ども、出産に適した年齢の女性そのものの数、

そのものは減っておりまして、出生数は逓減傾

向にあるというふうに認識をしております。

あと、もう一方の社会動態でございますが、

下のほうのグラフの右側を見ていただければ一

目瞭然だと思いますけれども、15歳から24歳の

世代が大幅に転出の超過をしております。その

後は若干戻すような形になりますけれども、若

者世代の転出超過が非常に人口の社会減には大

きな影響を与える。

なお、ここに書いておりますように、転出先

としましては九州、沖縄、中身としては福岡が

一番多うございますが、九州、沖縄、そして、

次が東京、そして関西の順になってます。

33ページのほうに将来の人口の推計を記載し

ております。

平成72年、2060年まで４つの推計をしており

ます。ここに、グラフの中の左肩のほうに入れ

ておりますパターン１、パターン２。パターン

１が、国立社会保障・人口問題研究所の推計、

パターン２が、増田レポートで有名になりまし

た日本創成会議の推計と、ケース１とケース２

は、先ほど説明しました総合計画の推計でござ

います。

このグラフを見ていただければ、一番低位推

計は、パターン２、日本創成会議の推計、そし

て、一番上位が総合計画の状況改善、ケース２

のケースです。その幅、65万5,000人から80

万2,000人、約14万7,000人の差が出るというよ

うな状況でございます。

その下のほう、（３）、（４）というところで、

人口の変化が将来に与える影響、当然、需要と

生産の両面で悪影響がありましたり、税収の減

少等、地域社会の維持の困難化が想定されます。
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そこで、どのような対策を打つかということ

で、やはり、先ほど委員からの御意見にもあり

ましたように、本県の強みというところをちゃ

んと見定めるということで、（４）に書いてます

けれども、本県の産業構造、やはり１次産業の

特化の傾向が見られる。と、発展の方向性に書

いておりますけれども、農林水産業、やはりこ

こを伸ばすということと、食品加工業等を含め

まして、その関連、また、製造業などの競争力

を強化をしていくということ。そして、やはり

世界の需要を見ていく。これは、日本は人口減

少ですけど、世界全体としては人口増大でござ

いますので、やはり世界に向けてどのような産

業を伸ばすべきなのか、どういうふうに世界に

打って出るべきなのかというのを考えていく必

要があろうと考えております。

最後に、今後の基本的視点と目指すべき将来

の方向性でございますけれども、まず、基本的

視点としましては、人口の推計としては、やは

りケース２に近づけていくような努力をすべき

だと、そのために施策を打っていきたいと考え

ております。

将来の方向性としましては、出生率は当然の

ことながら、出生数も上昇させて、できるだけ

社会の若返りを図っていく。そして、なお、本

県の活性化を目指すためには、やはり経済的豊

かさだけではなくて、お金にかえられない価値

があると。この辺の本県のよさを打っていくと

ころを考えて、そういう新しい豊かさを実現し

て、宮崎への人・物・情報・金の呼び込みに使っ

ていくと考えております。

以上のような考えをまとめながら、人口ビジョ

ンを策定してまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、委員

会資料の34ページをお開きください。

移住・ＵＩターンに関する実態調査結果につ

いてであります。

本日は、この資料で調査の概況等を御説明さ

せていただきますが、お手元には冊子をお配り

しております。右肩に資料の３と書いています

けれども、これにつきましては、後ほどごらん

いただきたいと思います。

それでは、１、調査の概要でございますけれ

ども、この調査は、今後の人口減少対策や移住

・ＵＩターン推進施策等の基礎資料とするため、

本県へのＵＩターン者や移住希望者への調査票

の配布とともに、インターネットを利用して実

施したものでございます。

（４）の主な調査項目でございますけれども、

本県を移住先とした、または、移住先として希

望している理由、移住等をする際の不安な点な

どでございます。

（５）の回答状況でございますが、回答総数

は3,043人となっています。

それでは、右側のページ、35ページに調査結

果の概況をまとめております。

こちらにつきましては、最も重要としたとい

う回答を中心にとりまとめたものでございます。

まず、（１）の本県を移住先等とした、もしく

は希望する理由でありますけれども、①にあり

ますとおり、Ｕターン者では、「家族・親戚がい

る」とした方が39.4％と最も多く、以下「宮崎

県に愛着があった」が22.8％、「希望する仕事が

あった」が10.7％となっています。

一方、Ｉターン者でございますけれども、②

にありますとおり、「希望する仕事があった」

が32.5％と最も多く、次いで、「家族・親戚がい

る」が29.4％となっております。

③にございますとおり、本県出身の移住希望
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者では、「家族・親戚がいる」とした方が52.9％

と最も多くなりまして、県外出身の移住希望者

では、④にございますとおり、49.9％が、豊か

な自然や温暖な気候というものを理由として上

げております。

資料中ほどの四角で囲んだところでございま

すが、以上の結果から、本県の豊かな自然・風

土等は県外出身者に大きな訴求力を持っており

ますけれども、移住を実現するためには仕事の

有無が大きな要因となると考えております。

また、県外出身であっても、本県にゆかりが

あることから移住する場合があることがわかり

ました。

次に、（２）の移住等をする際の不安な点等で

ございます。

まず、①にありますけれども、就職・転職先

の確保がＵターン者で28.4％、Ｉターン者で25.8

％と最も多くなっております。

また、Ｕターン者では、娯楽の少なさが13.8

％、Ｉターン者では、公共交通機関の不便さ

が17.2％と多くなってございます。

②にございますが、移住希望者においても、

就職・転職先の確保が、本県出身者、県外出身

者ともに最も多くなりまして、収入の確保につ

いても約18％となっております。

また、③にございますとおり、県外出身の移

住希望者では、人間関係、医療・福祉、住宅の

確保を上げる方も多くございました。

35ページの一番下側でございますけれども、

以上の結果から、就職先の情報を的確に提供す

る等の必要があるとともに、幅広い地域の情報

についても提供する必要があると考えておりま

す。

次に、36ページをお開きください。

（３）情報の入手媒体と相談窓口等の認知度

でございます。

①にありますとおり、ＵＩターン者では、イ

ンターネット上での情報収集、利用が多いよう

ですが、親・親戚からの口コミも有力な情報源

となっております。

Ｉターン者では、②にございますとおり、現

地視察を上げた方が9.8％おられました。

また、移住希望者においては、インターネッ

トのほか、本県出身の方では、親・親戚からの

口コミが19.2％となっておりまして、県外出身

者では、ふるさと回帰支援センターが12.3％、

移住・ＵＩターン関係のイベント・フェアが9.9

％となっております。

また、④にありますとおり、移住希望者では、

本県の移住相談窓口を知らないと回答した方が、

本県出身のいかんを問わず、７割から８割おら

れまして、本県の就職情報をインターネット上

で提供しているふるさと宮崎人材バンクについ

ても、知らないと回答した方がやはり７割から

８割おられました。

その下に、まとめてありますとおり、以上の

結果から、相談窓口等の認知度向上とともに、

必要な情報が届きやすい環境づくりが必要であ

り、本県を訪問し、体感する機会を設けるといっ

たきめ細やかな対応も必要と考えています。

次に、（４）就職先を検討する際に重要な点で

ございます。

①にありますとおり、ＵＩターン者では、仕

事の内容・やりがいが最も多くなり、次いで、

安定性、給与が多い結果となっています。

移住希望者のうち、本県出身者では、②にご

ざいますとおり、給与が37.6％と最も多く、次

いで、仕事の内容・やりがいとなっております。

また、県外出身の移住希望者では、仕事の内

容・やりがいが33.2％と最も多く、次いで、給
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与となりました。

④にございますとおり、また、就職先の休日

・休暇、福利・厚生にも関心を示しております。

以上の結果から、給与等も重要でありますが、

仕事の内容・やりがいを重視し、プライベート

な時間も大切にしている傾向があると考えてお

ります。

次に、37ページの（５）最も必要なサポート

であります。

Ｕターン者では、仕事・暮らしの情報が一覧

できる総合情報サイトを上げる方が40.1％と最

も多く、仕事・暮らしのことが何でも相談でき

る相談窓口と移住・ＵＩターン後のサポート・

フォロー体制がともに15.6％となっています。

Ｉターン者では、仕事・暮らしの情報が一覧

できる総合情報サイトがやはり45.4％と多く、

何でも相談できる総合相談窓口が16.0％、サポ

ート・フォロー体制が14.7％となっております。

また、③にございますとおり、本県出身者で

は、総合情報サイトが33.6％、総合相談窓口

が17.0％、サポート・フォロー体制が13.9％と

なっております。

また、県外出身の方では、やはり総合相談窓

口が22.1％と最も多くなっておりまして、総合

情報サイトが18.9％、次が、サポート・フォロ

ー体制となっております。

以上の結果から、インターネットでの情報収

集をしやすくするとともに、仕事・暮らしにワ

ンストップで対応できる相談窓口の整備、移住

後のフォローアップが重要だと考えております。

最後に、今後の施策への展開でございますけ

れども、まず、移住等における不安な点である

就職・転職先の確保等に対応するため、インタ

ーネット等を積極的に活用するとともに、相談

窓口等の認知度の向上を図り、必要な情報が届

きやすい体制づくりをしていきたいと考えてお

ります。

また、就職先・転職先の確保につきましては、

仕事の内容・やりがいを重要視する傾向を踏ま

え、県内企業の魅力を一層ＰＲする取り組みや、

移住希望者向けの求人の掘り起こしとともに、

受け入れ態勢の整備を図る必要があると考えて

おります。

最後に、豊かな自然・風土などが県外出身者

への本県での大きな魅力となっていることから、

今年度開設いたしました宮崎ひなた暮らしＵＩ

Ｊターンセンターを中心に、積極的に情報発信

するとともに、各種ツアーを企画し、本県を体

感する機会づくりなども行い、移住等の促進を

図っていく必要があると考えております。

説明は以上であります。

○黒木フードビジネス推進課長 資料の38ペー

ジ、39ページをごらんください。見開きの資料

となっています。

平成27年度におけるフードビジネスの推進に

ついてであります。

左側のページ上段にありますように、フード

ビジネスについては、平成25年３月に構想を策

定し、取り組みが３年目を迎えました。

上から２段目ですが、一番左の25年度は、助

走をキーワードに、官民挙げての全県的な体制

づくりなどによる推進基盤の整備に取り組み、

その右に移りまして、26年度は、10のテーマに

基づくプロジェクトの推進や、数値目標の設定

などにより、取り組みの加速に努めてまいりま

した。

右のページに移りますと、27年度、今年度に

おきましては、平成32年度を構想最終年度とす

るフードビジネスの取り組みにおきまして、今

年度は中間目標を設定している年となりますの
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で、その達成に向けてプロジェクトをしっかり

と進めるとともに、これまでの成果の検証と取

り組み内容の見直し、さらには、さまざまな支

援を講じてきました企業等の自立した成長を促

す仕組みづくりなど、その他の人材の育成など

も含めまして、フードビジネスの成長を目指し

て取り組むこととしております。

その下の段に、今年度の重点目標を掲げてお

りますが、昨年度に引き続き、７つの事項に鋭

意取り組んでいきます。

一番左の生産者所得の向上という点からは、

昨年度、民間調査会社を活用しまして把握した

市場の動向に基づきまして、販売戦略を関係企

業・団体とともに策定し、これを実際のビジネ

スに生かしていきたいと考えております。

次に、真ん中の生産力の向上、高付加価値化

という点では、県内の農業生産力を維持してい

く上で、他産業からの農業参入は有効でありま

すことから、市町村や現地の生産者と連携・協

力した参入促進を図っていくとともに、産地の

優位性を生かした一次加工事業の立地促進にも

努めていきたいと考えております。

その右の「食」による観光宮崎の新生という

点では、本県の食の魅力を発信し、観光誘客に

つながる施設の整備について検討してまいりま

す。

また、その下に、10のテーマに基づくプロジェ

クトを入れております。これを各部各課と連携

しながら着実に進めてまいります。

主なものを申し上げますと、拡大プロジェク

トの一番左、①宮崎の食肉がございますが、宮

崎の食肉のブランド力の強化と販路開拓に向け

て、エリアごとの取り組みなどを進めていきた

いと考えております。

その右の②宮崎の加工・業務用農林産物につ

きましては、加工ニーズに対応できる原料供給

産地の育成に向けて、昨年立ち上げました加工

・業務用青果物広域連携推進協議会を中心に、

加工・業務用青果物の生産拡大や生産振興計画

の策定などに取り組んでまいります。

その下の欄に挑戦プロジェクトがございます

が、②フードビジネスを支える加工・製造につ

きまして、昨年稼働しましたフードオープン・

ラボ、この利活用を進めるとともに、アドバイ

ザーの指導による取引拡大支援や新商品開発に

取り組んでまいります。

また、その右の③効率的物流や多様な販売ル

ート、海外輸出拡大につきましては、外部専門

家の活用などによる国内販路の拡大に努めるほ

か、東アジア地域を初め、ミラノ国際博覧会出

展を契機としましたＥＵ市場の販路開拓にも取

り組んでまいります。

それから、イノベーションプロジェクトでは、

①食の安全・安心・健康「日本一」づくりにつ

きまして、本県の残留農薬分析技術を生かした、

みやざきフードリサーチコンソーシアムの体制

強化と成分分析技術のさらなる高度化などに取

り組んでまいります。

以上のプロジェクトを進めてまいりますが、

一番下の段に、これらの取り組みを進めていく

上で必要な推進基盤の整備を掲げております。

昨年度スタートさせましたフードビジネスアカ

デミーは、既に昨年度の状況として、延べ700名

余りが受講するというような状況で人材育成に

活用されております。また、その下にあります

相談ステーション、これも相変わらず毎月100件

程度相談が寄せられておりまして、こうしたシ

ステムの強化を図ってまいります。

それから、40、41、42ページというのは、昨

年度のフードビジネスの取り組み状況に関する
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資料であります。

各項目で着実に取り組みが進んだところであ

りますが、その成果をわかりやすく示すために

昨年度設定しましたのが、43ページにあります

数値目標です。

43ページの数値目標、主な目標をここには記

載しておりまして、真ん中の欄に平成26年度の

実績を上げております。

主な成果としましては、上から２段目の県産

牛の海外輸出量、これは、かぎ括弧内の目標値

がございまして129トン、これを上回る過去最高

の148トンとなりました。

また、その２つ下の段に、焼酎原料用加工米

供給量がございますが、3,200トンの目標を上回

る5,600トンとなりました。

数値目標は、全部で34項目設定いたしまして、

このうち26年度の目標を達成したのは16項目で

した。その16項目のうち５項目は、27年度の目

標値を上方修正したところです。

今後とも数値目標の達成を含めたプロジェク

トの積極的な推進に取り組んでまいりたいと考

えております。

それから、最後に、44ページに、県の支援に

よる企業の取り組み事例を４つほど上げており

ます。

①と②は、県の雇用拡大推進事業を利用しま

して、人材を確保することで新商品の開発や多

店舗展開、販路拡大ができた例であります。

その下の③と④は、相談ステーションにおい

て、新商品開発のお手伝いをし、パッケージな

どの助言などを行ったものです。

いずれの事例も県の支援制度を活用すること

で、新商品の開発をし、販路開拓に結びつけた

ものです。

以上で、フードビジネス推進課の説明を終わ

ります。

○村上生活・協働・男女参画課長 委員会資料

の46ページをお開きください。

宮崎県消費者教育推進計画について御説明を

いたします。

別冊で計画をお配りしておりますけれども、

こちらの委員会資料で御説明をさせていただき

ます。

まず、１の策定の趣旨ですけれども、消費者

を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中、

インターネット関連の被害や高齢者を狙った悪

質商法など、消費者問題は多様化・深刻化して

おります。

県民が安心して消費生活を営むことができる

社会の実現のためには、みずから考え、みずか

ら行動する消費者の育成が重要でありまして、

そのためには、誰もが、どこに住んでいても、

生涯を通じてさまざまな場で消費者教育を受け

ることができる機会が提供されることが必要で

あります。

このため、消費者教育の推進に関する法律に

基づき、消費者教育推進のための計画を策定す

ることとしたところです。

２の計画の概要ですが、右側のページをごら

んください。

計画の概要を図式化したものですが、こちら

で御説明をいたします。

まず、基本目標として、一番上の枠内にあり

ますとおり、自立した消費者づくりを掲げてお

ります。

これは、消費者がさまざまな情報を読み解き、

被害に遭わないような商品選択や被害に遭った

ときにどのように対処すればいいか、みずから

合理的意思決定ができる消費者の育成、また、

環境に配慮した原料や製法を使った商品を選択
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することが持続可能な社会づくりにつながって

るという社会的役割を自覚し、参画することが

できる消費者の育成を目指すものであります。

この基本目標を達成するために、中段左側に

ありますとおり、基本的な方針として、幼児期

から高齢期までの各世代での体系的な消費者教

育の実施から、消費者教育を行う人材の育成ま

での４つを掲げております。そのもとに、右側

になりますが、11の施策の方向を掲げておりま

す。

施策の方向としましては、まず、幼稚園や小

学校などの早い時期から年代に応じた一体的な

教育が重要でありますことから、発達段階に応

じた早い時期からの消費者教育の推進など、ま

た、高齢者や障がいのある方などに対しては、

地域での見守り活動が重要となりますことから、

地域の社会的弱者等に対する消費者教育の推進、

さらに、県民に対する実態調査を行った結果、

家庭における消費者教育が重要と考えている方

や、身近な市町村での消費生活相談を希望する

方が多いことなどから、家庭における消費者教

育の推進、市町村における消費者教育の推進、

など、このほか、消費者教育を一体的に推進し

ていくためには、消費者教育を行う関係機関と

の連携や消費者教育を行う人材を確保する必要

があることから、関係機関との連携の推進、人

材（担い手）育成の推進などを掲げております。

さらに、重点的に取り組むべき事項としまし

て、高齢者の消費者被害が増加し続けている状

況に喫緊に対処する必要があることから、高齢

者への消費者教育の推進を、また、計画を一体

的に推進するためには中心的な役割を担う拠点

が必要であることから、消費生活センターの消

費者教育における拠点化の推進を掲げておりま

す。

こういった取り組みによりまして、一番下の

枠内にあります情報、メディア、商品、サービ

スなどから得られるさまざまな情報を読み解く

力を育み、基本目標の自立した消費者づくりを

目指すものであります。

左側のページに戻っていただきまして、３の

策定までの流れにつきまして、昨年６月の常任

委員会で策定方針等について御説明をさせてい

ただいた後、県民及び学校を対象とした実態調

査を実施し、学識経験者及び消費者、事業者等

からなる消費者教育推進地域協議会における意

見聴取を経まして、本年３月の常任委員会で計

画素案について御説明をさせていただき、パブ

リックコメントを実施いたしました。

そして、先日、消費者教育地域推進協議会か

ら答申を受け、当計画を策定いたしましたので、

本日、御報告をさせていただくものであります。

なお、３月の常任委員会におきまして、委員

から、「高齢者の状況は、隣近所や民生委員など

の方がよくわかっているので、パブリックコメ

ントを実施する際は、こうした方々の意見が聴

取できるよう実施方法を工夫していただきたい」

との御意見をいただきましたことから、従来の

インターネットを通じた意見募集に加え、市町

村を通じて意見募集するなど、できるだけ幅広

く意見を聞くように努めたところであります。

説明は以上です。

○神菊文化文教課長 同じく、委員会資料の48

ページをごらんください。

県立芸術劇場における指定管理者の第三期指

定について御説明いたします。

県立芸術劇場は、平成５年11月に開館をしま

して、平成18年度から指定管理者制度を導入し

ているところであります。

したがいまして、平成23年度までの５年間が
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第一期、今年度、平成27年度までが第二期とな

りますので、今回、第三期の指定管理者指定の

ための手続を現在行っているところであります。

次に、２の第二期指定期間の管理運営実績に

ついてであります。

（１）から（３）までについては、記載のと

おりでございます。

（４）の施設の利用状況でございますが、利

用者数、ホール稼働率、練習室稼働率につきま

しては、高い水準で安定しており、また、貸館

収入も順調に増加するなど、広く活用されてい

る状況と考えております。

また、（５）の収支状況でございますが、平成23

年度は、県の派遣職員が８名おりましたのが、26

年度は２名で、23年度にプロパー職員17名おり

ましたのが、22名にふえておると、そういった

動きがある中で人件費増が抑制されて運営され

ておりますが、そういった中にありまして、事

業費が着実に増加しまして、事業の充実が図ら

れている状況でございます。そういったことで、

順調な経営がなされてるというふうに考えてい

るところでございます。

49ページをごらんください。

（６）の評価でございます。

平成23年度から平成26年度まで、４年間の管

理運営実績につきまして、３つの視点から評価

を行ったものでございます。

まず、①の住民の平等利用の確保、施設効用

の最大限の発揮でございますが、利用案内や利

用許可手続は適正に行われており、また、②の

健全な経営環境につきましても、先ほど御説明

しましたとおり、順調であると考えております。

さらに、③の事業計画の着実な実施のための

管理運営能力につきましては、宮崎国際音楽祭

を初めとする各種公演は、事業計画に沿って適

切に開催されているほか、安全対策についても

考慮されているところであります。

次に、３の第三期の募集方針についてでござ

います。

まず、（１）指定管理業務の内容につきまして

は、現在と同様、劇場の利用、維持管理、宮崎

国際音楽祭、県民文化振興事業に関する業務で

ございます。

（２）の指定期間につきましては、平成28年

度から平成32年度まで５年間でございます。

（３）の指定管理料の基準価格につきまして

は、年額４億7,791万6,000円、５年間の総額

で、24億2,499万2,000円としております。

次に、（４）の選定についてでございます。

選定方法につきましては、まず、一次審査に

おきまして、申請書類に基づく資格審査を行い、

二次審査では、指定管理候補者選定委員会にお

きまして、一次審査合格者によるプレゼンテー

ション、ヒアリングを行いました上で、審査を

行うこととなります。

なお、候補者選定委員会につきましては、学

識経験者、利用者代表、会計実務者の分野から

それぞれお願いしており、委員の方々について

は、資料に記載のとおりでございます。

それでは、50ページをごらんください。

（５）の審査項目等でございます。

審査項目につきましては、指定管理者制度導

入指針に従いまして、指定管理者の事業運営能

力や企画力、経費縮減への対応、劇場の効用を

最大限に発揮する事業計画、宮崎国際音楽祭並

びに県民文化振興事業の企画及び実施能力、事

業計画を確実に実施するための管理運営能力に

ついて審査を行うこととしております。

また、審査を公平・公正なものとするため、

それぞれの選定基準につきまして、具体的な審
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査項目や配点を記載のとおり設定したところで

ございます。

それでは、51ページをごらんください。

（６）のリスク管理、責任分担についてでご

ざいます。

指定期間中は、設備・備品の損傷や事故の発

生、物価変動など、さまざまなリスクが想定さ

れますことから、これらの責任分担について、

記載のとおり、事前に整理したものでございま

す。

次に、６のスケジュールであります。

先月、５月25日に、１回目の選定委員会を開

催し、第二期の評価や第三期の募集方針などの

検討を行ったところであります。

今後の予定でございますが、７月１日から８

月31日まで募集を行い、10月上旬に２回目の選

定委員会を開催し、指定管理候補者を選定した

上で、11月議会におきまして、指定管理者の指

定、指定管理料に関する債務負担行為の議案を

提出させていただき、御審議・御承認いただい

た上で、来年４月１日から第三期指定期間の業

務を開始する予定としております。

説明は以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

その他の報告事項について質疑はありません

か。ございませんか。

○坂口委員 34ページのＵＩＪターンです。本

県へのＵＩターン者452人、この内訳はどうなっ

てますか。

○石崎中山間・地域政策課長 452人の内訳でご

ざいますが。Ｕターンにつきましては、452名の

うちに本県出身の方289名でございます。Ｉター

ンの方が、県外出身者ということで163名でござ

います。

○清山委員長 よろしいですか。

ほかに質疑はございますか。私、その間に質

問させてもらってもいいですか。

今のＵＩＪターン、私も幾つか質問したんで

すけれども、35ページの上のほうに、移住に際

して自然、職、人が大きな訴求力を持っている

と書いてますけれども、この結果を見ると、こ

れ特に県外出身者に対しての訴求力という意味

ですよね。なので、こういうところはきめ細か

く今後の施策に生かしてもらいたいなと思いま

す。全体としての訴求力ではないと思いました。

そして、37ページに、皆さんが仕事、暮らし

の情報を一覧できる総合情報サイトを求めてい

らっしゃってるんですけれども、高知県の情報

サイトなんか見たら、もう物すごいわかりやす

くて、たくさん情報もあって、宮崎の移住情報

サイトと天と地ほどの違いがあったんですけれ

ども、今後、インターネットでの情報収集をし

やすくしたりと書いてますけれども、今のから

少し情報が得やすくなるレベルではなかなか厳

しいかなと思うんですが、その点についてはい

かがでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 現在のサイトに

つきましては、平成25年にリニューアルをした

ものでございますけれども、これにつきまして

は、実際に移住した方の実体験などが見られる

ようにということでコンテンツを構成したとこ

ろでございます。この調査結果を受けまして、

現在のサイトにつきましては、リニューアルに

向けて今、他県のサイトの内容等を調査してお

りまして、そのサイトのコンテンツや構成につ

いて検討を行っております。できるだけ早い時

期にリニューアルをしたいと考えております。

○清山委員長 このみやざき創生人口ビジョン

について、一番裏のほうで、2030年の目標が、29

歳以下が25％以上で、長期的には30％以上と書
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いてるんですけれども、これ現時点で何％なん

ですか。

○井手総合政策課長 お手元に、先ほどのアク

ションプランがあろうかと思いますが、アクショ

ンプランのほうをお開きいただけますでしょう

か。これの13ページ、下の重点指標のところの

２段目ですが、29歳以下の若者の人口、平成22

年度データで28％でございます。

なお、最新の数字といたしましては、平成26

年度の最新の数値で26.8％でございます。

今後、人口が減少するに従いまして若干減り、

ただ、ケース２で申し上げましたように、合計

特殊出生率を上げて、若者の流出を抑制してい

くことによって、若年人口の比率は徐々に増し

ていくと。総数は減りますけど、比率は増して

いくと考えておりまして、最終的には2060年に30

％程度に持っていけるのではないかと考えてま

す。以上です。

○清山委員長 もう、これ最後にするんですけ

れども、特殊出生率は2.07とか、自然増の項は

数字が掲げられてるんですが、社会増対策とし

ては、５ページに書いてある29歳以下の若年層

の流出超過を2030年までに30％抑制するという

ところが社会増の一応数字なのかなと思うんで

すけれども。これ30％抑制するというのは、今

の時点での流出超過の絶対数を30％減らしてい

くというふうに理解してるんですが、これだと

若年層の人口全体が減っていくに従って流出超

過分も、自然に何もしなくても減っていくと考

えられるんですけれども。例えば、今は３ペー

ジの上の数字によると、大体ざっくり流出超過

が3,000強あるように見えるんですけれども、こ

れが、例えば29歳以下の人口、この辺の人口が

単純に考えて３万人いるとしたら、３万分

の3,000で１％の流出超過です。それが、例えば、

これが単純にもう向こう20年で２万人ぐらいに

全体が減ってきたら自然に、流出超過率という

のが同じ１％でも2,000人まで流出超過の数とい

うのは減っていくわけで、結局、流出超過率と

いうのは変わらなくても、全体の母数の人口が

変わっていけば流出超過していく数も変わって

くるんだと思うんです。ですから、余りこれ、

数自体を30％抑制というよりも、超過率とかそ

ういうものを添えていかないと施策に対する効

果というのは図ることができないんじゃないか

なと思うんですけれども、いかがですか。

○井手総合政策課長 そうですね。これは、移

動率をベースにして率を30％減らす、総数その

ものではなくて、今、流出の率を出して、それ

を３割方減らしていくという、そういう計算を

した結果のシミュレーションでございます。

ちょっと表記が妥当ではないとすれば、少し手

を入れたいと思います。

○清山委員長 わかりました。

じゃ、ほか質問。

○星原委員 40ページ、フードビジネス、26年

度の取り組みの状況ということで説明をいただ

いてるんですが、これ、25年に策定されて１年

間やってきて、ここでは報告になってるだけで、

こういうふうに持っていこうとか、多分目標数

値があったと思うんです。仮に重点項目でいけ

ば、生産者所得の向上と、こう書いてあるんで

すけど、それぞれの関係の生産者の人たちの所

得がこれまでとどれだけ向上したかとか、その

辺ちょっと、それぞれどういったことがなされ

た取り組みのおかげで、それまでと違ってどう

いうふうな変化というか、所得がふえてきたり、

あるいは高付加価値がとられてる、どういう効

果が出てきたりとか、それがあって多分この27

年度に向けて、いろんな取り組みになってるん
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じゃないかなと思うんで、その辺のところをも

う少し詳しく説明いただくとありがたいんです

が。

○黒木フードビジネス推進課長 40ページ、重

点項目について、るる取り組みの結果が挙げて

ありますけれども、重点項目そのものについて

は、目標というのは設定しておりません。フー

ドビジネス推進構想を作った際、32年度の目標、

一応5,000億円という中間目標はあるんですけれ

ども、目標そのものができないものですから、

毎年毎年の状況を明らかにすべきだと、わかり

やすく説明すべきじゃないかということで、先

ほど申し上げました、43ページの各プロジェク

トごとの主な数値目標ということで、昨年度、

立てまして、26年度ではこういった目標あるい

は27年度ではこういった目標ということで立て

まして、毎年毎年検証をしていくという取り組

みをしております。

ちなみに、所得につきましては、目標設定は

しておりません。以上です。

○星原委員 できれば、やはりフードビジネス

に取り組んだのは生産から加工、販売までとい

う一連の流れの中で、じゃ、宮崎の豊富な農水

産物をどう付加価値化して、県民、携わる人た

ちも所得を上げることで、県民所得のアップが

狙いだと思うんです。そうすると、やっぱりあ

る程度、そういう所得に向けて多分こういうこ

とに取り組んでるんだろうと思うんです。生産

するとか販売するとかじゃなくて、県民所得アッ

プを狙ってるんじゃないかなと私はそういうふ

うに思ってたんで、また、そういうことによっ

て、やはり農家の人でもそうなんですけど、も

うかる農業につなげていく、そういうものが見

つかってくるんじゃないかなという形の流れ

じゃないかなと思ってるもんですから、やっぱ

そうなってくると、そういうものを追っかけて

いかないと本当に効果が出てるのか、出てない

のか。売り上げとか数字の問題は当然、あくま

でもそういうのあるかもしれませんけど、実際

豊かさを感じるとか、いろんなことの中に所得

がふえてきたか、生活が、暮らしがよくなった

かということを追っかけるはずですから、新た

な取り組みの場合はそういったものまで含んだ

中でやっぱり考えていかないと、県民のあの一

部分だけがこうだとかっていう話で、果たして

どうなのかな、取り組み方法も見つかってくる

のかな、あるいはいろんな課題が見つかってく

るのかなという、そういうことも感じるもんで

すから、こういう事業についてはやっぱりそう

やって少し考え方を、もう少し考えていただく

とありがたいなと思うんですが、その辺はどう

なんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 今、御指摘の

あったとおりで、本来ならこうやって取り組み

をする。それを県民の方が実感して、本当にい

いというふうになってわかっていただけるため

には、所得に具体的な数字をあげられればとも

思うんですけれども、それについては、さまざ

まな要因もあって出される数字もありますし、

そこ辺になると難しい点もあるもんですから、

私どもとしては、今のところさまざまな取り組

み指標を基に実際のフードビジネスに関する取

り組みということで、その取り組み状況を具体

化することができたというところで設定してお

ります。ただ、所得を示すことが、本来なら一

番いいとは思うんですけれども、その後にまた

研究させていただきたいと思います。

○星原委員 フードビジネス推進課としては、

そういう形なのかなと思うんです。結局、実際

農政のほうでやったり、それぞれのいろんな分
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野でやってるわけですから。ただ、皆さん方の

ところでフードビジネス推進課としてまとめて

いるんなら、そういう各関係課にどういうふう

に指導していくとか、どういうふうに考えてやっ

たら課題が見つかってきて、どうしたらいいの

かとか、そこまで追っかけていかないと、それ

ぞれそこの範囲の、自分たちの範囲の中でもの

を判断したり、答えを出したりすることが、果

たしてどうなのかなと思います。もう一点は、

やっぱり若い人たちを、さきの人口減少の中で

中山間地域に持ってくるとすれば、この部分が

成功しないと、農業、林業、漁業、そういう分

野のところに人が住む、雇用の部分とか、ある

いはそこで生活する部分というところにつな

がっていかないんじゃないかなと思うわけです。

ですから、やっぱりそこにつなげていくために

も、そういうことで、こういうことをすればこ

れだけの利益が出て、あるいは税金も納められ

てとか、そういう方向に持っていく仕掛けをす

るのが、ここ、皆さん、あとはもうそれぞれ農

政なり関係者なり、いろんな関係の部課にも、

やっぱこういうことで雇用、若い人たちを地域

に残すためのこういう政策を考えているんで、

ここまで考えていかないとおかしいんじゃない

かということで、今度、一方では皆さん方がそ

うやって推していかないといけないんじゃない

かなと思うんですけど、その辺についてはどう

なんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 確かにそう言

う点はあろうかと思います。分野的についても

農政の方で生産分野に取り組んできた。あるい

は商工等で加工については取り組んできた。そ

ういう中で、私どもは農政あるいは商工と一緒

になって取組を進めております。そういった中

で、これまでも実際、そういう視点でも見てた

んでしょうけど、マーケットインの視点ですと

か、私どもとしても可能な限り農政水産部や商

工と一緒に仕事をする際に、違った視点でこれ

までの取り組みを見直して、できる限りそういっ

た実感ができるような、そういった取り組みに

しようと思いますので、今後とも努力していき

たいと考えております。

○星原委員 よろしくお願いします。

○丸山委員 指定管理のことについてお伺いし

たいんですけれども、第三期に入るということ

なんですが、これまでいろいろ指定管理してい

ただいている、青木館長はもうかわられたと思

うが、青木館長といろいろ話するときに、ここ

については、指定管理はそぐわないんじゃない

かというような意見もよく聞いてまして、指定

管理の時期が来ているから、これまでの流れで

やっていくんだよというのでいいのか。これも

う少し、指定管理すべき、外すべき議論もして、

最終的にやりますよというふうに決めたのか、

その辺の議論をしたのか、どういう議論をされ

て、やっぱり指定管理になったのかというの、

もう少し改めてお伺いしたいと思ってるところ

ですけれども。

○神菊文化文教課長 委員の御指摘よくわかる

ところでございます。やはり県立芸術劇場の指

定管理といいますのは、効率的な運営というも

のが目指すところではなく、評価のあるような

イベントを実施し、さらに、効果的なものもあ

るということが望ましいところでありまして、

そういう意味では、指定管理になじむかどうか

ということにつきまして、昨年度、総務部と十

分協議をさせていただいたと聞いております。

その結果、これまで幾つかの団体といいますか、

企業さんが説明会においでになったということ

もありますし、それから、九州に限らず、関西、
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関東などのいろんな運用されてる中で、新たな

視点に基づきすばらしい業務提案があるかもし

れない。そういうったことも踏まえて、今回も

指定管理をしようということになったというこ

とでございます。

○丸山委員 結果、そういう協議をしたという

ことであります。本当に宮崎の文化の推進をしっ

かり図っていけるのか。指定管理だけが効率よ

くというのは、非常に効率だけを見るわけでは

ないというふうに思ってるもんですから、その

辺はもう少し、やはり今回こういう形で指定管

理を出すというのは決まったようでありますけ

れども、本当に指定管理でいいのかなというの

は、しっかり議論を、もう少しじっくりやって

いただかないと、安易に指定管理でいいという

わけでもないというのは、やっぱり議会のほう

でも、我々も少し感じてるものがあるものです

から、その辺はもう少ししっかりと議論を進め

ていただけたくとありがたいかなと、こう思っ

てるんですけれども。

○神菊文化文教課長 今後、十分議論を深めて

まいりたいというふうに思います。

○坂口委員 関連して、この場合、なかなか難

しいと思うんですけど、問題は、今、委員が指

摘した大きい問題が一つあると思うんです。そ

れともう一つ、各選考委員の人たち、この人た

ちが県の意思決定をするのに、いかなる資格と、

いかなる責任を持ってやられるのかということ

です。こういった県の意思決定をするというこ

とに対しては、地方公務員として、県職として

採用された方がその公務員の縛りの中にあった

責任と、覚悟を持って決めていくというのが本

来の姿だと思うんです。そういったときに、こ

こにそういう人が一人も入っていないです。こ

れが各部通してたくさんあるんです、こういっ

たものが。これは、一つにはここで問題が生じ

たとき、誰が責任とるのかとなったとき、公務

員としての法律に縛られた責任ある人が一人も

いない。ある意味、これは、わずらわしさから

県職が逃げてると捉えられても仕方のない、こ

のメンバーだと思うんですけど、この選考につ

いてはどういった基本的な考え方のもとに、ど

うやって決めておられるのか。

○神菊文化文教課長 選考委員についてでござ

います。選考委員に求められる点として、委員

の御指摘は当然でございますけれども、もう一

つ、多様な見地から意見を聞くといった点も重

要な視点であろうかと思っております。そのた

めに、23年度の際には、私の前任が入っておっ

たんですけれども、あえてそれも外したところ

でございます。

誰が責任をとるのかというお話でございます

が、選定委員会で選定候補者を決めていただき

まして、それを私どもが答申を受けて、県とし

て決定を議会に提案するということになります

ので、責任としては私どもがとるということに

なろうかと思っております。

○坂口委員 エコクリーンの問題でもなかなか

責任の所在が明らかでない。うがった見方かも

わかんないけれども、そういう考え方がないで

もないのかもしれないけども、意思決定はやっ

ぱり県職がやるべきです。ここはオブザーバー

として、相談役として、同席させて、そこで意

見を伺うというんならわかるんです。そういう

手法を一つは検討されるべきと思う。

また、ほかに公共工事の、今回の防災拠点ビ

ル、これなんかもそうなんです。ましてや大学

の工学部の先生なんかが入ってきたりすると、

そういった契約の相手方というのはその大学の

学閥の中でいろんなシェアを握ってる民間の技
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術者集団です。だから、そこらを一回、これ具

体的なものがあって言ってるんじゃないんです。

一般論としてちょっと安易な方向に流れてきて

ないかなというのがあるんです。

それと、関連するのが、さっきのパブリック

コメント。１人が４つの提案というか、要望を

してきた。もともとパブリックコメントに求め

る目的とか、それが持つ意義というのはどこに

ある。なぜパブリックコメントを求める。これ、

どうなんですか。

○井手総合政策課長 パブリックコメントの意

義でございますが、できるだけ幅広く県民の皆

さん方の意見を聞くということにあろうかと思

います。基本的には、こういう計画のものにつ

きましては、審議会、懇話会等を開いて民間の

方の御意見も踏まえながら、また、こういう場

で御説明し、県議会の皆さん方の御意見も踏ま

えながらつくっていくものでございますけれど

も、あわせてパブリックコメントということで、

誰でも意見が言える機会を提供するということ

に意義があるかと考えております。

○坂口委員 そこで１人というのは、我々投票

率の低下というのはあらゆる手だてをしてから

それを上げようとする努力とか工夫がなされま

す。それがなぜそういった大切な、これ県民の

総意を集約するのに非常にやっぱり有意な方法、

有効な方法で合理的な方法なんです。それが１

人かというのは……。ふるさと納税だってそう

でしょう。お土産を送ってでもふやそうとする

努力をされる。ここにどういう努力をなされた

のか。これは全体、パブコメ少ないんです。こ

こら、何かやっぱりこれ分析されて、問題意識

持っておられるかどうか、少ないという。そん

な大切な作業だったとしたら。

○井手総合政策課長 今回のアクションプラン

の１人だけのパブリックコメント、これ非常に

重く受けとめております。作業としましては、

いろいろな場でのＰＲ、これは新聞広告であり

ましたり、もちろんホームページでもやってお

ります。県政番組をつくって、こういう計画を

つくってまして、パブリックコメントも募集し

ますよというような掲示もしておりました。た

だ、現実には上がってきてなかったということ

に関して分析をしましたけれども、一つは、実

は、昨年の７月からずっとつくってきまして、

県民の皆さんと一緒になった意見交換会をやっ

てくる中でＰＲをしてきたところなんですけれ

ども、長期ビジョンのときにも既に一回、パブ

リックコメントをやってまして、その辺で、何

ともうしますか、ちょっとマンネリ感があった

のかなと考えております。その辺も含めて、次

の、また、今度総合戦略でもつくってまいりま

すので、できるだけ声が届くような意義ある…

…。その意義をちゃんと理解していただけるよ

うなＰＲに努めてまいりたいと考えてます。

○坂口委員 それも一つあると思うんです。た

だ、やっぱりパブコメには自分が参画してよかっ

たと思えるようなものが、その人に果たして感

じられたかどうかというのが一つ大きいと思う

んです。もう二度とやる必要ないわと思ったら、

これもう残念な話で。やっぱりをそれやるとき

に県民のそういった、県民の意見をある程度集

約したり、直接やっぱり現場の意見を集約した

りというんであれば、この調査をやるための一

つのパブリックコメント、これ応募者が何百人

ぐらいいないと、正しくはそれは反映できない

よ。１人だけじゃ偏ってるかもわかんないよと

いう、分析に使われるんなら、そういうことの

一つのやっぱり基礎となるべきサンプル数とい

うのが必要だと思うんです。意思決定に係る県
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民の考え方の分析としてするなら、やっぱり最

低200人はやっぱり必要だぞと。でないと、考え

方がむしろ偏るぞって。あるいはそのこと、も

しすごく興味を持ってる人たちのみの考え方に

なってると、底辺を広げることにも、底辺に行

き着くことにもつながらないよと。むしろこれ

はもろ刃の剣だと思うんです。場合によっては。

このプランのこの部分はどうかわかんないけど、

ものによってはもろ刃の剣で、片一方だけ、ざっ

くり切ってから、もう、例えば、先ほどの芸術

劇場での催しをとなったら、世界的に高度なレ

ベルのものを安くさせてくれって、これはマニ

アです。我々は行って、かっかかっか笑うよう

なのがいいなと言ったって、そういう人が応募

してこうなって、こっちが県民の意思だと決め

たときは、これはもう全然県民の世論は反映し

てないことになります。

そういったことがなぜ少なくなってきてるの

かというのを、やっぱり時代をさかのぼって検

証する必要があると思うんですけど、僕は、例

えばこれにもう一つ似たのに公募というのがあ

ります。公募をかけて意志を決定しようって。

直近ではブーゲンビリア空港というのがありま

した。これなんか、県民の考え方を何のため求

めたんかわからんけど、たった数名の方の提案

を、多くのばっさり切って、少ないものに。最

初にブーゲンビリアありきというような選定の

仕方だったでしょう。この空港の名前だって。

これ、応募してきた回答と数を見られたらわか

ります。

ずっと前に県の鳥を決めた。コシジロヤマド

リです。メジロとコシジロヤマドリと、それか

らもう一つは、何だったですか、ヒヨドリか何

か３つサンプルを出して、皆さん、県の鳥とし

てどれがいいですか。写真を見せたりして、見

たことのないようなすごい立派な鳥、これ誘導

的ですもん。宮崎県にはいっぱい鳥います。

だから、一貫性がない。だから、県民は、あ

あ、また、こんなことやり始めた。僕らでもう

がった見方します。これはもうオーソライズす

るためにこういう手法をとって、皆さんの考え

方を尊重したんです、中身は見せませんと言わ

れたら、これはやっぱり県民、何かおかしいな

と肌で感じます。そして、あほらしいなって。

ただ、そこは猛省をしていただいて、やり直し

てでも、200必要なら200に達するまでパブコメ

をとってでもやらないと、一つで、これ県民の

意見を、それに沿ったやり方でしたら、これは

僕らには逃げとしか見えない。ここのところは

ぜひしっかり各部をまたいで、しっかり検証し

ていただきたいと思います。

○茂総合政策部長 パブリックコメントのこと

ですけれども、私も実は１件、４名のパブリッ

クコメントだったという話を聞いて非常に

ショックを受けました。残念に思っています。

実は、これは４年前のアクションプランのとき

は120件という件数をいただいたんですけど、そ

れ以後、全てそれを下回ってます。１桁とか２

桁でも前半とか。それで、非常に私、ゆゆしき

事態だと思ってます。

それについては、２つの見方があるのかなと。

一つは、よくできてるよという意味での少ない

のであれば、まだいいんでしょうけど、そうじゃ

なくて、もう関心がない、どうでもいいと、自

分にとって、そういう風潮もあるんではないか

なと思ってまして、そのあたりは、我々ももっ

と、こういうのやってますよという話はもちろ

んですけど、この中身をもっとわかりやすくお

知らせするやり方、そういうのをもっと工夫し

ていかないと、本当に形骸化してくると思って
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ます。我々のほうもたくさん意見をいただいて、

もうあっぷあっぷするぐらい、待ってくれとい

うぐらい、もうたくさん意見をいただくのが本

来の姿だと思ってますので、これからもこれま

で以上に工夫していきたいと思います。

○坂口委員 選ばれた県職の人たちだって、やっ

ぱり誇りと責任を持って、しっかり、それ自分

らの責任の範囲内でしていただくということを

基本に、それをより一層高めるための、一つは、

外部からの選考委員の、あるいは、選考委員と

いうのは僕はもう絶対否定的な考えなんですけ

ど、選考委員、それ入れちゃいかんと思うんで

すけど、意見を伺うための参考人あるいはオブ

ザーバーとして同席していただくとか、パブコ

メをしてきた人にはしっかり何かこちらからも、

どういうことでしたということを、またお返事

していくとかです、何らかをしていかないと。

そして、自分らの述べた意見を、述べたことに

ついて何らかの形でやっぱり影響、反映したな

というのは、何かそこらの通うものを持ってい

かないと、必ず時間とともに衰退していくと思

うし、やっぱり飽きてくると思うんです。そこ、

ぜひ今回、検討をしていただきたいと。これ、

お願いですけど。

○丸山委員 消費者教育推進計画についてお伺

いしたいんですが、46ページと本冊の計画の６

ページなんかを見てみまして、感じていますの

が、特に、こっちの本計画の資料４を見てみた

ときに、今の相談窓口の状況というのを地図を

つけているんですが、これ見たときに、宮崎市

ももちろんあるんですけれども、私の住んでる

西諸とか児湯郡、入郷、西臼杵、全然そういう

窓口が空白地帯ということが結構出てます。こ

ちらの46ページのほうには、高齢者の重点的に

取り組む事項というので、高齢者の消費者相談

をもうちょっと充実すべきですよと書いてある

んですが、空白地帯のところもあるんだという

のがやっぱり宮崎の特徴ではないのかなと思っ

てますし、この計画の中でも市町村の取り組み

事項ということで相談窓口の充実を、23ページ

にも書いてありますので、こういうものをしっ

かり、何か宮崎県の特徴というのはこういうと

ころなんだよというのを改めて打ち出して、実

のある計画につくっていただきたいというふう

に思ってるんですが、その辺のことは何か、た

だ単に高齢者だけじゃなくて、相談窓口がない

地域をどうやっていくのかというのも計画の中

にうたえないのかなと思って、それはどうなん

でしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 今、委員が

御指摘のとおりで、それをちょっと事業化しま

して、話し合いの場をまずは持ちましょうとい

うのがこの補正のほうの相談窓口充実強化事業

なんですけれども。おっしゃるとおり、まず、

西諸県地域と児湯地域、そして、日向入郷地域

を先行してお話し合いの場を設けさせていただ

いて、共同化をされるのか、あるいはどこかに

拠点を置かれて、巡回式の、まず相談窓口を設

置されるのか、他県の状況等も御紹介しながら、

主体的には市町村のほうにどういう形が実現可

能なのか、あるいはどういう形を望まれるのか、

そういったのを話し合いをしていきたいと考え

ております。

計画のほうには、これは、あくまでも県計画

ですので、県は市町村の窓口強化に努めます、

あるいは御支援をしますというところを書かせ

ていただいて、その支援の内容は何かといいま

すと、そういうふうに市町村が主体的に、どう

いう形で相談窓口を充実、強化していくかとい

うお話し合いなんかを音頭をとってやらせてい
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ただくと。そういうことで進めさせていただこ

うと考えております。

○丸山委員 私が住んでる西諸と、今言う、児

湯、入郷地域は、特に宮崎県内でも高齢化率が

さらに高い地域でもありますので、その辺しっ

かりと体制づくりができるように、早目に早目

に市町村が主体的に動ける体制をしっかりもう

計画の中でうたっていただける。もうちょっと

具体的に、絵に描いた餅じゃなくて、具体的に

動けるような体制になるようにお願いしておき

ます。

○清山委員長 ほか、ございませんか。以上で

すか。いいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、委員よりその他で何

かございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもちまして、

総合政策部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時54分休憩

午後２時59分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ここで、皆様にお伺いしますが、本日の審査

内容を踏まえ、何か御意見があればお願いいた

します。よろしいですか。

○星原委員 坂口委員が言ったように、当初と

肉づけという、その辺はしっかり守ってもらわ

ないといかんのかなと思ってます。（「休憩です

か」と呼ぶ者あり）

○清山委員長 いや、これは一応。（「いいです

か」と呼ぶ者あり）どうぞ、積極的に。（「休憩

したほうが」と呼ぶ者あり）

それでは、ここで暫時休憩といたします。

午後３時０分休憩

午後３時５分再開

○清山委員長 ここで、委員会、再開いたしま

す。

星原委員から骨格予算と肉づけ予算の編成の

あり方について御意見ありましたけれども、ほ

かに何かございますか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、あすは総務部の審査

で、午前10時の開会といたします。

その他、ここで何か、議案以外の点でござい

ますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、何もないようですの

で、以上をもちまして本日の委員会を終わりま

す。お疲れさまでした。

午後３時５分散会



- 57 -

平成27年６月25日（木曜日）

午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保

総 務 部 次 長
柳 田 俊 治

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 菓子野 信 男

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 片 寄 元 道

行 政 経 営 課 長 吉 村 久 人

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 平 原 利 明

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

議会事務局

事 務 局 長 日 隈 俊 郎

総 務 課 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 亀 澤 保 彦

政 策 調 査 課 長 外 山 景 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

なお、議案の説明に当たっては、補正予算と

それ以外で分けて説明を受けることとし、委員

の質疑は、執行部の説明がそれぞれ全て終了し

た後にお願いをいたします。

○成合総務部長 おはようございます。

それでは、本日御審議いただきます議案等に

つきまして、お手元に配付しております総務政

策常任委員会資料により御説明いたします。

それでは、１ページをお開きください。

まず、１の予算編成の基本的考え方について

であります。

今回提出しております６月補正予算案は、政

策的な事業や新規改善事業あるいは特別枠など

を中心とした、いわゆる肉づけ予算として編成

したところであります。

１ページの下の枠囲いをごらんいただきたい

と存じます。上から２段目の公共事業につきま

しては、当初予算に計上しておりませんでした

年間所要見込み額の20％ほどの公共事業を追加

計上しております。

それから、大変厳しい財政状況の中ではあり

ますが、地域活性化・防災対策特別枠として補

平成27年６月25日(木)
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助公共事業、それから県単独事業にそれぞれ20

億円、計40億円の追加措置を行ったところであ

ります。

その下のその他の経費といたしまして、本県

の総合的な災害対策能力のさらなる強化を図る

ことを目的としまして、大規模災害対策基金に27

億円の追加造成を行い、総額30億円とし、今後

５年間にわたりまして、防災・減災対策に取り

組むこととしております。

また、その他の経費の中で、網かけをしてお

ります二重枠内でございますが、新規要求事業

に対する別枠の措置として４億円を措置し、こ

れらを合わせまして総額71億円規模の追加措置

を行うこととしております。

最終的に当初予算と合わせた27年度の予算は、

上の段の四角囲みの３つ目にありますように、27

年度当初の骨格予算とあわせまして、人口減少

対策等々の本県が直面する課題に対応しつつ、

将来を見据えたあすの宮崎の礎づくりを進める

「くらしの豊かさ日本一を目指して～『みやざ

き新時代』創生予算」として編成したところで

あります。

基本的な考え方は以上でございます。

次に、２ページをごらんいただきたいと存じ

ます。

予算の規模でございます。予算規模につきま

しては、一般会計の補正予算額が太枠囲いにあ

りますように、補正予算額561億円余でございま

す。補正後の予算総額は、6,978億5,200万円で

あります。しかしながら、今年度はそこに記載

してありますように、口蹄疫対策転貸債等

約1,200億円の県債の償還という特殊要因がござ

いますので、この1,200億円を差し引きます

と5,778億5,200万円となります。対前年度比

で0.8％の増となっております。

８ページをお開きいただきたいと存じます。

歳出予算としては、全体で前年度比0.8％の増

となったところでございますが、ちょっとその

内訳を御説明いたしますと、８ページの下の表

をごらんください。歳出の内訳を掲載しており

ます。一番上の行の義務的経費でございますが、

人件費が前年度より13億円の減、公債費が56億

円の減、また、普通建設事業費を101億円の減と

する一方で、一番下から２段目になりますが、

一般行政経費を前年度より204億円、10.1％増額

することとしておりまして、一般行政経費が大

幅な増額となってございます。

３ページにお戻りいただきたいと思います。

３ページは、歳入予算の特徴を記載しておりま

す。

なお、３ページ以降につきましては、口蹄疫

対策転貸債等の償還金、先ほど申し上げまし

た1,200億円という特殊事情がございますので、

その1,200億円を除いた数値で記載しております

ので、御了解いただきたいと存じます。

次の４ページをお開きください。４ページの

下から２つ目の表でございますが、自主財源の

状況についてであります。

まず、上のほうの自主財源の県税及び地方消

費税清算金につきましては、当初予算から変動

はございません。それぞれ前年度より大幅な増

となっているところでございます。

表の下から３段目の繰入金の行でございます

が、今回の補正予算で地域医療介護総合確保基

金からの繰り入れのほか、財政調整のための基

金繰入金等々によりまして、約193億5,700万円

の増額補正を行っております。

しかしながら、一方で、補正後の総額でござ

いますが、昨年度までで廃止しました地域経済

活性化・雇用創出臨時基金からの繰り入れの減
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等によりまして、右から２列目にありますよう

に、134億円余の大幅な減となっております。

なお、財政調整のための財政関係２基金から

の繰り入れにつきましては、当初予算と合わせ

て、27年度の補正後総額にありますように、約236

億9,200万円となっております。

この結果、５ページの上から２つ目の表をご

らんいただきますと、基金残高の推移の表の一

番右側にございますが、27年度の基金残高は、

年度末で227億円程度となる見込みを立てており

ます。

続きまして、６ページをお開きください。

次に、②の依存財源の状況についてでありま

す。下の表をごらんいただきますと、下から２

行目でございますが、国庫支出金とその下の県

債については、公共事業費等の増額によりまし

て、いずれも増額補正としているところであり

ます。

次に、その右の７ページでございます。７ペ

ージの一番上の表をごらんいただきたいと思い

ます。

地方交付税それから地方交付税の代替財源で

あります臨時財政対策債の状況であります。い

ずれも、先ほど申し上げましたように、税収増

等によりまして全国総額が減少しておりますこ

とから、本県も地方交付税が40億3,700万円の減、

臨時財政対策債が43億2,600万円の減となってお

ります。なお、２つを合計した実質的な地方交

付税額は、やはりトータルで83億6,300万円、前

年度比3.8％の減となったところであります。

次に、その下の表でございますが、いわゆる

借金の県債の状況であります。補正後の総額は、

そこの27年度のところに記載しておりますよう

に約640億円でございます。臨時財政対策債の減

少等によりまして、前年度よりも34億円の減と

なっております。

また、括弧書きで記載しております、臨時財

政対策債を除いた発行額は341億円でございまし

て、前年度より10億円の減となったところであ

ります。

また、その下の県債残高でありますが、口蹄

疫対策転貸債等1,200億円を償還することもあり

まして、27年度末で約8,933億円と、１兆円以下

になる見込みであります。さらに、括弧書きの

臨時財政対策債を除いた実質的な県債残高であ

りますが、211億円減少しまして、約5,148億円

程度となる見込みであります。

次に、８ページをお開きください。８ページ

以降は、歳出予算の特徴を記載しております。

まず、性質別の状況を記載しておりますが、内

容につきましては９ページのほうに記載してお

りますので、ごらんいただきたいと思います。

まず、９ページの一番上の①の義務的経費で

あります。これは御案内のとおり、社会保障関

係費である扶助費が増加するという一方、人件

費それから公債費の減によりまして、前年度よ

り58億円余の減となっております。

人件費については、職員の減等によりまし

て、13億円余の減となっております。このうち

退職手当については、退職者数の減少によりま

して、やはりこちらも９億円余の減となってお

ります。

次に、３つ目の扶助費でございますが、社会

保障関係費の増加等によりまして、対前年比、

やはり11億5,900万円の増額となっております。

また、公債費につきましては、先ほど申し上

げましたように、県債残高の減少等によりまし

て、56億円余の減となってるところであります。

次に、②の投資的経費でございますが、補正

後の総額は1,028億4,300万円となっております。
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これは国の交付金を活用した昨年度まで施設整

備等をやっておりましたが、それが減少になり

まして、100億円余の減となったところでござい

ます。

次に10ページから11ページ、12ページのほう

には、歳出予算の款別の主な事業と、それから、

主な増減要因を記載しておりますので、後ほど

ごらんいただきたいと存じます。

次に、13ページをごらんください。13ページ

には特別会計と公営企業会計について、それぞ

れ記載しております。説明は省略させていただ

きます。

次に、14ページをごらんください。14ページ

からは財政改革の着実な取り組みとして記載さ

せていただいております。

財政改革につきましては、平成16年からこれ

まで３期11年にわたり財政改革に取り組んでき

たところであります。県債残高にしても、人件

費につきましても、一定の成果を上げてきたと

考えておりますが、しかしながら、今後とも歳

入の大きな伸びが期待できない中、先ほど申し

上げました社会保障関係費あるいは施設の老朽

化あるいは防災・減災対策等に、今後多大な財

政負担が見込まれるところであります。

このため財政改革を継続しない場合、14ペー

ジの一番下の表にありますように、収支見込み

額を記載しておりますが、毎年度200億円を超え

る収支不足が発生する見込みであります。この

ため後ほど詳細は説明いたしますが、新たに第

４期の財政改革推進計画を策定することとし、

今回の予算編成におきましても、この計画を踏

まえた取り組みを行ったところであります。

14ページの上の枠内の①総括的事項の２つ目

の四角でございますが、先ほど申し上げました

ように、県債発行額につきましては総額640億円、

前年度比34億円、5.0％の減と抑制したところで

あります。

次の四角の県債残高見込み額も、先ほど説明

したとおり減少したところでございます。

次に、16ページをごらんいただきたいと存じ

ます。16ページには参考といたしまして、今後

さらに増大が見込まれます社会保障関係費の推

移をグラフで掲載しております。引き続き、社

会保障関係費は、超高齢化に従いまして伸びる

ということを予測しているところでございます。

以上、27年度の予算案の概要については以上

であります。

次に、その右側の17ページをごらんいただき

たいと思います。17ページ以降は、総務部の27

年度６月補正予算案についてでございます。

今回お願いしておりますのは、総務部の一般

会計と特別会計を合わせた補正額、太線で囲ん

でおります６月補正額の欄の一番下にあります

ように、50億5,911万5,000円の補正をお願いし

ているところであります。

この結果、補正後の予算総額は、右から４列

目にありますが、4,687億8,646万9,000円であり

ます。前年度当初予算と比較しまして、87.1％

の大幅な増となっておりますが、これは先ほど

説明しておりますように、口蹄疫対策転貸債償

還金の予算措置をしたことに伴うものでありま

す。

次に、18ページをお開きください。

27年度予算の総務部の主な新規重点事業を掲

載しております。事業名の下にアンダーライン、

下線を引いたものが６月補正でお願いしている

事業になります。

なお、資料の21ページ以降に掲載しておりま

す事業につきましては、後ほど関係課から説明

をさせていただきます。
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予算議案については以上であります。

次に、資料の27ページをお開きください。

まず、議案第５号「宮崎県税条例の一部を改

正する条例」についてであります。これは、地

方税法等の一部改正に伴いまして、外形標準課

税に係る法人事業税の税率改正等を行うもので

あります。

次に、28ページですが、議案第６号「県税の

課税免除等の特例に関する条例の一部を改正す

る条例」についてであります。

これは、そこに記載しておりますが、過疎地

域自立促進特別措置法等の法律におきまして、

地方税の課税免除または不均一課税に伴う措置

が適用される場合について定めた省令が改正さ

れたことによりまして、適用期限の延長等を行

うものであります。

次に、その右の29ページをごらんください。

議案第８号「宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例」についてであります。

これは、住民基本台帳法の一部改正による指定

情報処理機関制度の廃止のほか、鳥獣の保護及

び狩猟の適正化に関する法律施行規則の名称変

更に伴いまして、関係条項の改正を行うもので

あります。

次に、30ページをお開きください。

議案第18号になります。「みやざき行財政改革

プランの変更について」であります。これは、

みやざき行財政改革プランによる改革の推進期

間が、26年度をもって終期を迎えましたことか

ら、引き続き、行財政改革に取り組む指針とな

るプラン（第二期）について素案を策定してお

りまして、宮崎県行政に係る基本的な計画の議

決等に関する条例第３条の規定により県議会の

議決に付するものであります。

36ページをお開きいただきたいと思います。36

ページの報告事項の第１号でありますが、専決

処分の承認をお願いするものであります。

まず、報告第１号は、宮崎県税条例の一部を

改正する条例の専決報告であります。これは、

地方税法等の一部改正によりまして、外形標準

課税に係る法人事業税の税率の改正が行われた

こと等に伴いまして、ことし27年３月31日付で

所要の改正を行ったものであります。

議案といたしましては、以上であります。

次に、報告事項でございますが、資料の37ペ

ージをごらんいただきたいと思います。横書き

になっておりますが、平成26年度宮崎県繰越明

許費繰越計算書であります。これは、平成26年

度の議会において御承認をいただきました繰越

事業について、繰越額が確定したこと等に伴い

まして御報告をするものであります。

最後に、その他の報告について資料の38ペー

ジになります。38ページ以降でございますが、

本日御報告いたしますのは、ここに記載の宮崎

県公共施設等総合管理計画についてなど３件に

ついてであります。

それぞれの詳細については、危機管理局長及

び担当課長から説明させますので、御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

私からは以上であります。

○菓子野総務課長 それでは、議案第１号「平

成27年度一般会計補正予算」につきまして、各

課ごとに説明をさせていただきます。

まず、総務課の補正予算についてでございま

す。歳出予算説明資料をごらんいただきたいと

存じます。この43ページでございます。

総務課の補正予算額は1,860万円の増額でござ

います。この結果、補正後の予算額は14億8,753

万3,000円となります。

それでは、内容について御説明いたします。
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45ページをお願いいたします。

今回補正いたしますのは、（事項）県有施設災

害復旧費であります。台風や地震等による被害

に備えまして、庁舎等の災害復旧費として1,860

万円の増額を行うものでございます。補正後の

総額は9,270万円となります。

総務課の説明は以上でございます。

○阪本財政課長 続きまして、財政課の補正予

算につきまして御説明いたします。

同じく、歳出予算説明資料の47ページをごら

んください。

財政課一般会計補正予算額が13億4,892万円で

ございます。補正後の結果が、右から３段目

で、1,957億9,544万2,000円となるものでござい

ます。

内容について御説明いたします。

49ページをごらんください。

49ページの（事項）県有施設維持整備基金積

立金、ここで13億4,892万円を積み立てるもので

ございます。これは、今後、防災の拠点庁舎で

すとか県立学校の老朽化対策、また、その他の

県有施設の老朽化対策に今後も多額の経費を必

要といたしますので、今回６月補正ではござい

ますが、この県有施設維持整備基金に積み立て

るものでございます。

説明については以上でございます。

○平原市町村課長 市町村課の６月補正予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の51ページをお願いをいた

します。

市町村課の補正予算は９億386万5,000円の増

額でありまして、この結果、補正後の予算額は23

億4,159万1,000円となります。

内容について御説明をいたします。

53ページをお願いをいたします。

まず、（事項）自治調整費の368万円の増額で

ございます。これは、説明欄の改善事業「みや

ざき円陣（Ｅｎｇｉｎｅ）27プロジェクト」の

追加によるものでございますが、詳細について

は後ほど御説明いたします。

次に、その下の（事項）市町村公共施設整備

促進費９億18万5,000円でありますが、これは、

市町村が取り組む防災・減災対策や行財政経営

健全化などを目的とする施設整備等を対象に無

利子で貸し付けを行うものでございます。

次に資料が変わります。総務政策常任委員会

資料の21ページをお願いいたします。

改善事業の「みやざき円陣（Ｅｎｇｉｎｅ）27

プロジェクト」でございます。これは、１の事

業の目的・背景に記載のとおり、県、市町村、

住民自治団体組織が円陣を組みまして、さまざ

まな取り組みへの推進源（エンジン）となりま

して、地方創生などの重要課題に対応するため、

地方創生の市町村版総合戦略の策定や事業展開

をサポートするとともに、県と市町村及び市町

村間の連携を推進するものでございます。

２の事業の概要でありますが、まず（１）の

予算額は368万円、（２）の財源は、全額一般財

源となっております。また、（３）の事業期間

は、29年度までの３年間を予定をいたしており

ます。

次に、（４）の事業内容でありますが、①の「地

方創生市町村サポート事業」として、地方創生

に関する講演会や県職員と市町村職員による意

見交換会を実施するとともに、②の県・市町村

連携推進会議、③の円卓トーク、④の役場でく

るまｔｈｅ談義を開催し、県と市町村とのさら

なる連携の強化を図るものでございます。

また、⑤の「住民自治団体組織強化事業」と

いたしまして、宮崎県自治会連合会の研修事業
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への助成などを行います。

３の事業効果といたしましては、地方創生な

どの重要課題に県と市町村が連携して取り組む

ことによりまして、市町村の基盤強化を図りま

すとともに、住民自治組織の強化によりまして、

地方自治の一層の推進が図られるものと考えて

おります。

市町村課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○中原総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の55ページをお開きくださ

い。

６月補正予算は658万円の増額をお願いしてお

ります。この結果、補正後の予算額は９億5,243

万9,000円となります。

それでは、補正予算の主なものについて御説

明いたします。

57ページをお開きください。

中ほどの（事項）健康管理費でございます。495

万1,000円の増額をお願いしております。これは、

職員の健康管理事業等に要する経費でありまし

て、３の「職員のこころの健康づくり総合支援

事業」につきましては、労働安全衛生法の改正

によりまして、ストレスチェックの実施が義務

化されたことに伴いまして、ストレスチェック

システムを導入いたしまして、あわせて相談体

制の充実を図るなどメンタルヘルス対策を行う

ものでございます。

次に、その下の（事項）物品管理及び調達事

務費でありますが、117万7,000円の増額をお願

いしております。これは、物品の適正な管理と

調達を行うための指導、検査等に要する経費で

あります。

総務事務センターは以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○郡司危機管理局長 危機管理課に関する６月

補正予算につきまして御説明をさせていただき

ます。

お手元の歳出予算説明資料の59ページをお開

きいただきたいと思います。

危機管理課の補正額は27億5,296万8,000円で

ありまして、補正後の額は32億4,505万2,000円

となります。

それでは、補正予算の主な事業につきまして

御説明をいたします。

61ページをお開きいただきたいと思います。

まず、（事項）防災対策費27億5,193万9,000円

でございます。説明欄の１の新規事業「大規模

災害対策強化推進事業（宮崎県大規模災害対策

基金拡充）」でございますが、この事業と及び５

の改善事業「減災力強化推進事業」につきまし

ては、後ほど、委員会資料で御説明をさせてい

ただきます。

次に、説明欄の２、「宮崎県ＢＣＰ推進事業」

でございます。これは、災害への対応や県民生

活の安定確保等に向け、ＢＣＰ─宮崎県業務継

続計画─でございますが、この中で規定する事

前の備えを推進するとともに、非常時における

職員の対応力の強化や意識の向上等を図るもの

でございます。

次に、総務政策常任委員会資料で御説明をさ

せていただきます。

資料の22ページをお開きいただきたいと思い

ます。

新規事業「大規模災害対策強化推進事業（宮

崎県大規模災害対策基金拡充）」でございます。

まず、１の事業の目的・背景でございますが、

将来発生が予想されます南海トラフ巨大地震を

初めとする大規模な自然災害に備え、被害を最
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小限に抑えるため、宮崎県総合計画アクション

プランの危機管理強化プログラムに基づきまし

て、これまで実施してきました防災・減災対策

をさらに強化するとともに、南海トラフ地震に

おける具体的な応急対策活動に関する計画が定

められたことを踏まえまして、県における応急

対策を迅速かつ円滑に実施することを目的とい

たしまして、全庁的な取り組みを推進するため

に基金を拡充するものでございます。

なお、南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画につきましては、後ほど、

その他報告で御説明をさせていただきたいと思

います。

続きまして、２の事業の概要でございますが、

（１）予算額として27億円をお願いしておりま

す。（２）財源は、全額一般財源でございます。

追加造成後の基金総額は、平成26年度の基金

残高３億円余と合わせまして、約30億円を予定

しております。

続きまして、（４）事業の内容でございますが、

４つの柱により県内対策に係るソフト事業の拡

充を行うものでございます。

まず、災害時に被害を最小化するためには、

自助、共助の取り組みが何より重要でございま

すことから、①危機に対して的確に行動できる

人づくりといたしまして、防災知識の普及啓発

や防災士養成等の事業に取り組んでまいります。

次に、南海トラフ巨大地震を初めとする自然

災害から県民の命を守るために、②避難の確保

といたしまして、避難タワー等の設置支援や建

築物耐震化促進に取り組んでまいります。

また、③災害対応能力の強化といたしまして、

さまざまな災害に対して迅速かつ的確に対応で

きるように、総合防災訓練等を通じまして、国、

市町村、防災関係機関等との連携強化等を図っ

てまいります。

さらに南海トラフ巨大地震に備え、応急対策

活動を迅速かつ円滑に進めるために、④広域連

携体制の充実強化を図ってまいります。

最後に、３、事業の効果でございますが、危

機に対して的確に行動できる人づくりや避難の

確保をより一層推進するとともに、本県の災害

対応能力の強化及び受援体制の確立に資するも

のと考えているところでございます。

なお、23ページのほうに、大規模災害対策強

化推進事業に係る背景といたしまして、主な事

象、国の取り組みと宮崎県の取り組みを記載し

ておりますので、後ほどごらんいただけたらと

思っております。

続きまして、資料の24ページでございます。

改善事業「減災力強化推進事業」でございま

す。

１の事業の目的・背景でございますが、南海

トラフ巨大地震から県民の命を守るためには、

津波避難タワー等の整備を加速する必要がある

ことから、沿岸の市や町に対しまして支援を行

うものでございます。

また、市町村の高台等の避難場所や避難路の

整備、避難訓練に対する支援につきましても引

き続き実施いたしまして、大規模災害からの安

全確保を推進することとしております。

次に、２の事業の概要でございます。

（１）予算額といたしましては、本年度予算

額は2,536万4,000円、財源は全額特定財源、（３）

事業期間につきましては、平成29年までの３年

間としております。

（４）事業の内容でございます。①「津波避

難施設整備促進事業」が今回新たに追加いたし

ました事業でございます。津波避難タワー等を

新設する沿岸の市や町に対して支援を行うもの
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でございます。

交付額につきましては、公共事業等債充当後

の一般財源相当額全額としているところでござ

います。

次の②「避難場所・避難経路整備促進事業」

につきましては、これまでの事業を継続するも

ので、市町村が大規模災害に備え実施する避難

場所や避難路、高台等への階段の設置、表示板

などの設置、こうったものに対して支援を行う

ものでございます。

次の③「地域避難訓練活性化事業」につきま

しても、同様にこれまでの事業を継続するもの

でございまして、市町村が実施します学校、民

間企業等との共同訓練あるいは要支援者対象の

訓練、夜間訓練などに対して補助を行うもので

ございます。

最後に、３の事業の効果でございますが、避

難タワー等の整備によりまして、避難場所が確

保できるなど、避難対策の向上が図られるもの

でございます。

なお、避難タワー等の整備計画につきまして

は、別冊２ということで参考資料を配付させて

いただいております。右肩上に別冊２と書いて

おりますのが避難タワー等の整備計画でござい

ます。

１ページをお開きいただきたいと思います。

沿岸の市や町が計画しております津波避難施

設でございますが、延岡市から日南市まで４市

１町で合計20基が計画されております。

なお、表中の赤字で示しております施設につ

きましては、平成26年度中に整備済み、または

平成27年度整備予定の施設でございまして、３

市１町で７施設となっております。

２ページ以降に、市、町ごとの避難タワー等

の位置図を添付しておりますので、後ほどごら

んいただけたらと思っております。

危機管理課は以上でございます。

○都原消防保安課長 それでは、消防保安課に

関する６月補正予算につきまして御説明いたし

ます。

まず、歳出予算説明資料の63ページをお開き

ください。

消防保安課の補正額は2,818万2,000円であり

まして、補正後の額は18億7,771万5,000円とな

ります。

それでは、補正予算の主な事業につきまして

御説明いたします。

65ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）消防防災施設設備整

備促進事業費、これが2,340万円であります。説

明欄の１、「消防常備・広域化推進支援事業」で

ありますが、これは、大規模災害の発生に対応

できる体制の構築につながる消防防災力強化の

ため、消防の広域化及び広域化を伴う消防常備

化に取り組む市町村等に対し支援を行うもので

あります。

次に、説明欄２の「地域消防防災活動支援事

業」でありますが、これは、消防本部等の消防

防災活動の充実強化に必要な資機材及び女性団

員による啓発活動等に必要な資機材の整備に対

する支援、また、緊急消防援助隊の本県隊及び

他県の部隊の訓練参加等による実働訓練への支

援を行うものであります。

次の（事項）消防指導費478万2,000円であり

ます。

改善事業「消防団員養成・加入促進事業」に

つきましては、総務政策常任委員会資料で御説

明いたします。

それでは、常任委員会資料の25ページをお開

きください。
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まず、１の事業の目的・背景ですが、消防団

は火災発生時の消火活動を初め、災害発生時の

避難誘導等への対応のほか、地域住民に対する

防災啓発など幅広い活動に従事しておりまして、

地域防災力のかなめとして重要な役割を果たし

ておりますが、近年は団員が減少傾向にありま

す。このため消防団活動の活性化により、団員

の加入促進を図るものであります。

次に、２の事業の概要ですが、（１）予算額

は478万2,000円、（２）財源は、全額一般財源で

ございます。（３）事業期間は、平成27年度から29

年度までの３年間、そして、（４）事業内容であ

りますが、①から④の４つの事項になっており

ます。

まず、①の消防団若手リーダー養成では、今

後活躍が期待される若手団員を対象として、研

修や先進的な消防団の団員との意見交換を行う

ことで将来のリーダーを養成するものでありま

す。

②の次世代消防団員養成では、将来の消防団

員を養成するため、少年消防クラブの活動支援

を行うとともに、消防団員が中学校や高校等に

出向き、消防団活動について紹介するものであ

ります。

③の元気な女性消防団育成では、女性消防団

員活性化大会を開催することで、女性団員の士

気高揚を図るとともに、女性団員の加入促進を

図るものであります。

④の消防団の町ぐるみＰＲ活動では、広報紙

やテレビＣＭにより消防団活動の紹介や団員の

募集を図るとともに、地元の事業所等の協力を

得て、広報紙やリーフレットを配布することで、

地域ぐるみで加入促進を図るものであります。

最後に、３の事業の効果でございますが、消

防団を盛り上げる存在であります若手団員と女

性消防団員を養成することで、消防団活動の活

性化を図ることができ、また、消防団活動を紹

介することにより、団員の加入促進を図ること

できると考えております。

消防保安課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

まず、説明ございました補正予算について質

疑はありますか。

○来住委員 危機管理課にお尋ねをいたします。

この国民保護推進事業費102万9,000円の補正

が組まれておりまして、それで補正後は291

万2,000円、昨年の26年度は910万円で当初予算

が組まれておりましたけれども、最終予算は336

万7,000円となっているんですが。

ちょっとお尋ねしたいのは、武力攻撃自体に

おける県民の保護ということになるんだと思う

んですけれども、これは、いつどのような攻撃

が来るということなどを想定して、どの地域に

来るとか、そういうものを想定して何をされる

のかなと思って、まずそこを教えていただきた

いと思うんですが。

○郡司危機管理局長 国民保護訓練・啓発事業

についてのお尋ねでございますが、まず国民保

護、これは弾道ミサイルなどの武力攻撃あるい

はテロですね、こういったものを想定して、国

民の生命、財産を守るということで訓練等も実

施しておりますが、その想定につきましては、

その都度都度、国のほうから、こういった想定

で訓練を実施したらというような御助言等ござ

いまして、国と一体となって訓練等を実施して

るというのが現状でございます。

それと、予算額が昨年度と比べて、ことし大

分減っておりますが、これは、昨年度は都城市

のほうで炭疽菌によるテロあるいはＪＲ駅に対



- 67 -

平成27年６月25日(木)

する爆発物のテロ、こういったものを想定した

避難訓練を実施しておりまして、その経費が昨

年ございましたけれども、今年度はそういった

訓練を実施する予定はございませんので、その

分が落ちてるという状況でございます。

○来住委員 具体的に、どんなテロを想定して、

どんな訓練をことしのこの予算ではするんです

か。

○郡司危機管理局長 本年度は訓練の予定はご

ざいません。昨年度実施したということで、大

体、各県とも２年から３年に１回という形で国

と合同で訓練をさせていただいておりますが、

本年度の予算につきましては、国民保護に関す

る啓発ということで、新聞等を使って、国民保

護とはこういうものですというような啓発活動

をさせていただく経費でございます。

○来住委員 啓発が中心なんですか。それとも、

今国と言われましたから、例えば自衛隊だとか

警察だとか、そういうところで机上の何か訓練

するとか、これはいわゆる啓発だけなんですか。

○郡司危機管理局長 本年度の予算は啓発事業

だけでございます。

○来住委員 もう一つ聞きます。テロといった

場合は、去年は都城駅にテロ、爆薬が仕掛けら

れるんじゃないかという、その爆薬を仕掛ける

のは、誰を想定するんですか。例えば、1970年

代のあのころの非常に過激的な運動がありまし

た。三菱の何か本社の道路が爆破されるとかい

うのがありましたよね。そういう国内のそうい

うテロ分子、そういうものが仕掛けるとか、そ

ういうことを想定するんですか、それとも外国

人ですか。

○郡司危機管理局長 テロの想定につきまして

は、昨年度の事例でいいますと、外国、いわゆ

る国名は特定しておりませんが、例えば外国の

テログループが日本国で政府要人を狙ったテロ

を起こしたという想定での訓練を実施しており

ます。この想定につきましては、その都度その

都度の状況によって、国のほうからこういう想

定が適当ではないかという助言等をいただいて

いるというのが実態でございます。

○来住委員 最後にもう一回。この事業は、い

つごろからされてるんですか。何年ぐらい前か

らやってますかね。

○郡司危機管理局長 申しわけございません。

ちょっとお時間いただけますでしょうか。国民

保護法制が制定されてからですので、平成20年

ごろからの実施だと思っておりますが、ちょっ

と詳細は、後ほど御回答させていただきます。

○清山委員長 その間、いいですか、何か。後

で答えがございましたら、答弁してください。

ほかに質問ございますか。

○郡司危機管理局長 先ほどの御質問でござい

ますが、国民保護の経緯でございますけれども、

平成18年３月に宮崎県国民保護計画を作成いた

しまして、その後、平成19年５月に第１回の訓

練を実施しております。平成19年５月から実施

をしているということでございます。

○清山委員長 来住委員、よろしいですか。（「い

いです」と呼ぶ者あり）

ほか質疑ございますか。

○坂口委員 補正予算の考え方ですけれども、

きのう、総合政策部に具体的に幾つか質疑した

んですけれども、今回、皆おおむね80％を骨格

で組んで、政策的経費、投資的経費と説明があっ

たんですけれども。やっぱり組めるだけのもの

最大限のを当初で計上して、そして知事がかわ

ることによって、これわからないわなという、

全くその知事のマニフェストに係るような、選

挙公約に係るようなところに対しての政策的な
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ものについてのみを補正すべきである。そこら

までを、かわっても、そこで減額すりゃいいわ

という考え方も一つあるんですけれども、それ

はちょっと議会軽視になるから、そこ辺のとこ

ろはやっぱりしっかり補正として説明をしてい

ただいて、この議会で補正していただくという、

まず基本的にやっぱそうじゃないといかんと思

うんですね。

具体的にいえば、例えば昨日の説明では、知

事会の経費、知事会に要する経費というのまで

増額されてたんです。この中でたった一つの知

事会に出るか出ないかという程度の数字として

は小さい補正だったんですけれども、知事がか

わることによって、出てもいい、出なくてもい

いというようなものの知事会なんていうのだっ

たら、頭からそういうのはやらないようにすべ

きだと思うんです。補正もやらない。そして、

その知事会のスケジュール自体を消すべきだと

思うんですね。

あえて、今回、河野さんを特別特定して考え

れば、子育ての何か知事グループがありますよ

ね、イクメン知事だとか何とか。それは次の知

事が子供を育て上げた人になれば、だから、そ

れに係るもの全てを消すのがいいんですよ。次

の知事がかわれば、そのイクメンパパには入れ

んわけだから。だけど、きのうはそういうもん

じゃなかった。だから、何か格好つけないと、

また知事が当選されて、こんだけの補正をやっ

てくれたよな、景気刺激を考えてくれてるよなっ

ていうような意図でやるんだったら、これは県

民に対しても甚だしい、これは失礼な行為であっ

て、ここにも公共事業のうちの20億程度、補助

公共についてと県単の20億程度について、40億

ぐらい公共事業は増額補正をやるんだ。補助公

共については、もう昨年の夏過ぎから国との調

整が続きますよね。その中で積み上げたものを、

仮に知事がかわったら、それやらないこともあ

り得るのか。そのとき内示されたものに対して、

早速お返しするのか。そのことが来年度の公共

事業の予算の確保にどう影響するのかという深

刻な悩みを内部に抱える。県単補助なんかになっ

たら、市町村が受け皿を考えとかないかん。市

町村は首長選挙のないところが多かった。統一

選が多い。そこ市町村なんかは、やっぱり塩漬

けにしたまま持っとかないかんし、この財政難

の折に、当初の予算にそれが必要なものにも組

み込めないという市町村に対しての迷惑、こう

いうものを考えたときに、今のこの補正のあり

方というのは、僕は一考を要すると思うんです

ね。これはぜひ庁議なんかの場で、知事も含め

て、そこのところをしっかり知事にもわかって

ほしいということですね、この予算の大切さと

いうもの。そういった凛とした姿勢が必要だと

いうことですね、議会に対しても、県民に対し

ても。そこのところを一つまずお願いしたいと

思います。

○成合総務部長 予算の根幹に係るところです

ので、私のほうから答弁させていただきます。

確かに坂口委員の御指摘のとおり、骨格・肉

づけ予算にするかというのは、これは実は平成19

年からこういう形になってまして、他県も統一

地方選からずれた知事選をやってるところは、

大体12月、１月選挙の場合、こういう形で骨格

予算にするか、あるいは暫定予算にするかとい

うような取り扱いでございます。

今回の措置としては、知事選が昨年の12月21

日ということで、そのころ、もう予算の編成作

業に入っておりまして、知事の任期が翌１月20

日までということで、２月議会も若干前倒しと

いうことで、振り返ると３回、こういう予算編
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成をしてきたところでございます。

理由としては、知事との十分な協議が物理的

にとれないというようなことでお願いしてきた

わけですが、委員のおっしゃるとおり、予算と

いうのは、できる限り、年間通年予算として組

むことのほうがより原則であり、ベターである

と私も認識してるところでございます。

一部、知事の判断が必要な、例えば、きょう

御説明しましたような特別枠をどうするかとか、

あるいは災害基金をどうするかとか、そういっ

たものについては、やはり知事が新しい知事に

なってから、十分協議した上でということでご

ざいますが、今御指摘がありました積み残しの

予算については、改善すべきところは十分改善

しまして、３年後にどういう状況というか知事

選になるかわかりませんけれども、その辺は十

分趣旨を踏まえて、可能な限り本格予算として

組めるような検討、研究をやっていきたいとい

うふうに考えております。よろしくお願いしま

す。

○坂口委員 ぜひそこをお願いしたいと思うん

ですね。やっぱり図面を書くときは、鳥瞰図を

まず書いて、全体にやっぱり目配りをした上で

書いていって詳細に入っていくという、これ基

本だと思うんです。予算もですね。まして、公

共投資というか税の歳出というものは、直接的

な事業を完成させる、事業をまず終了させると

いう直接効果と同時に、経済への波及効果とい

うのが物すごい大きいわけですよね、税が歳出

されれば、それが循環していく。だから、そこ

を考えたときは、やっぱり組める限り通年予算

を組んでおいて、一刻も早く事業で歳出を実行

していくということが、やっぱり税の歳出のあ

り方の基本だと思うんですね。ぜひお願いしま

す。

そして、また今部長の説明では、知事の特別

枠、それから防災関連枠、４億と27億の話だと

思うんですけれども、見た感じは本当素人受け

すると思うんです。知事が若い方の意見を直接

聞いて、いいものはもう直接即断で決めていく。

そして、若い人にやる気を持たせるんだ。しか

しながら、これはおかしな話で、やる気のない

人を去らせるべきですよ。そして、県行政とい

うのは、しっかりした責任と権限が伴う組織行

政、組織での機能です。やっぱり主幹、係長決

裁があって、補佐決裁があって、課長決裁があっ

て、次長決裁があって、部長決裁があって、副

知事、知事が決裁していって、それぞれが責任

を持って全体を見渡せると、これはやはり一番

大切で不動のものだと思うんですね。それを若

い人が言ったからってしたら、部長、次長の立

場と、物が間違ったときの責任のとり方、誰が

とるんですか。こんなでたらめな組織の仕事と

いうのはないですよ。これは素人受けをするこ

とを狙った予算の組み方だったら、この４億は

すごくメディアも含めて評価されてるけれども、

議会でもそれを評価する声もなくもない。だけ

ど、これは基本に返ったときは、僕は間違いだ

と思う。やっぱりしっかり組織としてやって、

いいものなら、やっぱり次長も部長もやっぱり

それを採択してから知事に上げていくような事

業でなければ、本当にいいものとも思わないし、

組織が一体として機能してるということも言え

ない。そんないい玉を上げてきたものをカット

するんだったら、上司が悪いし、そんないいか

げんな玉が通るんだったら、それは知事が悪い。

だから、組織として考えたときに、この４億円

というのは僕は評価できない。今回はどうのこ

うのって、採決のときにこれに左右されて、今

の考えに行くことはないけれども。ここのとこ
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ろを一つ考え方を検討していただくということ

を、今お持ちかどうかというのを部長に。

○成合総務部長 １ページで説明しました今回

の新規事業要求枠を超えた別枠の知事特別枠で

ございますが、これは実際、知事のほうから指

示を受けまして、理由としては、いろいろ背景

がございます。平成16年度から財改やってまい

りまして、新規の予算改善事業枠が、部局に何

々部は何億円までとか、非常に限りがありまし

て、従前は、私たちが若いころは、夏にアイデ

ア事業とかサマーレビューといってやってたん

ですけれども、アイデアでもいいからどんどん

上げろという時代がありまして、そのころは非

常に若い職員も自由に事業を組み立てたりして

た時代もありますが、なかなかこういう財政状

況になりまして厳しいと。知事のほうから私の

ほうに、そういう何か今までのルールと変わっ

たような予算編成、額的にはそんな大きなもの

ではなくてもいいんだけれども、そういうもの

を検討してくださいということで話がありまし

て、今回の今年度予算で昨年度やってみたわけ

ですが、議員のおっしゃってる趣旨も十分わか

るというふうに私も認識しております。当然、

何でもかんでもということではなくて、一応ヒ

アリングは直接担当主幹なり、担当者のほうが

やったわけですけれども、その前段として、各

部局長、課長あるいは財政課のほうにも、こう

いう事業を説明しますというような説明はヒア

リングの前にやっておりまして、これを今後ど

うするかというのは、また知事のほうと協議し

まして、来年度以降どうするか、議員の御趣旨

も、組織的な責任問題も含めて、また十分検討

させていただきたいと思いますので、よろしく

お願いします。

○坂口委員 やっぱり公的な仕事を公的なお金

でやっていくわけですから、組織としてしっか

り全てをやっぱり理解してということは大前提

だと思うんですね。そして、今言われたような、

そこのところから出てくる、ちょっと窮屈な点

ですね、いいアイデアはカットされる。しかし

ながら、組織としてやっていってることだから、

やっぱりカットされるのはいたし方ないことだ

と思うんです。

そういった、どうしてもそこのところの限界

があるとすれば、例えば国から地方に回す交付

税だって、そういう知恵は入れてあるじゃない

ですか。まず特別交付税というもので、国が判

断したときに、これだけ必要だというものをさ

じかげんで配られる交付税のあり方。それから、

もともと本来の目的である不足分を交付してあ

げるという普通交付税のあり方。しかし、その

普通交付税にしたって、調整額というのが一番

最終的に上乗せされて、そこのところをやっぱ

り全体の交付税、本当の１円たりとも狂っちゃ

いかんはずの交付税だけれども、統合何とか調

整ですか、それを上積みしたもので、やっぱり

最終的には、そのこともちゃんと交付してあり

ますよという国としての地方に対しての説明の

部分が、説明のための知恵みたいなものとも言

えなくもないと思うんですけれども。それがやっ

ぱり仕組みとして上がってきたものに対して、

最終的に、全てを組織として上がってきたもの

に対して、最終的に総務省が判断して交付して

いくという。ルールを外れてないですよね、仕

組み。

しかし、今回のは、もう全然違うところ。頭

越しに若い職員のアイデアを、財政方で切られ

るようなアイデアを知事が復活させる。復活予

算の仕組みというものに対しても、やっぱり組

織として決定していって、組織が責任を持つと
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いう、その知恵はあるはずですよ。そこをぜひ

お願いをしておきたいと思う。

それから、30億の危機管理局のあれですけれ

ども、これ僕が知ったのは宮日新聞だったんで

すよね。かなり詳しいことが相当早い時期に。

これは誰がどうやって宮日に漏らしたんですか、

議会に説明も報告もないのに。

○成合総務部長 大変おわび申し上げます。議

会への説明の前に防災対策基金ですか、新聞が

記事にしまして、私どもとしても情報管理の徹

底については、従前から各部局指導してきたと

ころでございますけれど。私もその新聞社のほ

うに申し入れもしたところでございまして、そ

れ以後も総務部として各部局に、予算議案、特

に議会説明前の情報管理の徹底については、周

知徹底を図ったところでございます。まことに

申しわけございません。

○坂口委員 情報が流れるルート、いろいろあ

ると思うんですけれども、今回のやっぱり27プ

ラス３ですね、これ数字こそ例示してなかった

けれども、やっぱり結果的に30という数字が出

ていったという、事業目的も出ていった。これ

はやっぱり内部から漏れたとしか考えられない

んですよ。だって、外部知らないです。そこで

可能性としてあるのは、市町村の可能性がない

でもないけれども、そこにどれまで市町村に説

明されたかわからんけれど。でも、市町村を見

てみると、必要なところがまだ全然これ入って

ないところもあるし、だから、市町村に対して、

どういう情報をいつごろから説明を始められた

のか、そこも考えんと、やっぱり情報漏えいと

いうのがどこだったかわからんですけれど。市

町村に対しての説明というのは、いつごろから

始められてるんですか、この全容が見えるよう

な説明。

○郡司危機管理局長 基金に関する説明という

ことでは、予算の御承認をいただいた後という

ことで考えておりますので、市町村に対しては

説明をいたしておりません。

○坂口委員 そういうことになると思うんです

よね。そうすると、やっぱり県の内部から漏れ

たとしか……。

この情報については、僕は高速道の情報につ

いて、県から県民に説明が何もないとき、県民

が総力挙げて、決起大会だ何だやって汗を流し

て、みんな夢を持って取り組んできたこと、県

は一言も情報を県民にも議会にも示さず、国か

らその情報がぽんと出たということで、僕は知

事に情報管理のあり方はどうなってるんだとい

う質問をした。必要な情報は必要なときにしっ

かり流し、管理をしっかりやっていくというこ

とを本会議で知事は約束してるんですよ、議会

でですね。だから、そういったものが一体何だっ

たのかな。そして、今回のなんて、本当、直前

まで我々は市町村がやる事業、特に津波タワー、

避難タワーなんかについては、少しでも県費を

持ち出してお手伝いできないのかというのは、

何人もの議員がいろんな場で県に要望もしたと

思うんですね。そのときはやっぱりかなりしっ

かり、しっかりというか、かなりそれに、何と

いうんですか、あくまでも市町村事業というの

は、それは基本の説明であったということで、

僕らの選挙直前まで、これは大変な事業だけれ

ども、ぜひ市町村頑張っていただきたいという

こと、そして県に対しても要望もあるんだけれ

ども、それは県に対して議会からもそういった

お願いを上げてるけれども、厳しいだろうとい

うこと、僕は街頭演説でやってきてるんですよ。

そして、それを新聞でぽんでしょう。そんな議

会を軽視した、県民を軽視したことはないと思
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う。だから、やっぱり本会議で知事が約束した

ことを、まして、今回の県職しか、しかも限ら

れた人しか知らない情報ですから、それが特定

のマスコミに流れるなんて、これはいろんな問

題を含んでますよ。マスコミとの信頼関係も欠

く、議会との信頼関係も欠くということで、こ

こは今後二度とこういうことがないように、管

理をしっかりしていただき、絶対漏らすことの

ないように。

だって、さっきの若い人のやる気の問題と一

緒で、採用されたときに約束するわけでしょう。

公務員としての責任をしっかり果たすという。

漏らしちゃいかんことも公務員の責任ですよ。

僕は、これでとめておきますけれども、ぜひそ

れでお願いをしておきます。

そして、事業の内訳ですけれども、例えば防

災タワーの県費のかさ上げ補助、かさ上げとい

うか市町村補助ですね、県単補助。これはまず

国が30分の20、３分の２をまず国が補助して、

そして残り３分の１に対しての中の30分の１を

県が補助してる。30分の９が市町村の負担にな

るということで、着手金が要らずに市町村でき

ますよという、大変、市町村にとっては事業に

取り組みやすい、緊急性のある事業にお金がな

くてもまずは手がつけられる。あと27年間、何

ぼかの起債でできると聞いてたんですけれど。

全てのこの避難タワーに対しては、その数字と

か補助率とか負担率というのは、これは変わら

ないことになるんですか、それともさじかげん

がつくことになるんですか。

○郡司危機管理局長 補助の考え方につきまし

ては、坂口委員がおっしゃったとおりでござい

まして、事業費に対して30分の１の補助。これ

は委員がおっしゃったとおり、市町村の当初の

負担がなくなる制度でございまして、これは市

町村がどのような起債をお使いになろうと、同

じ仕組みでやろうと思っております。市町村に

よっては合併特例債を使ったり、より有利な起

債を使ったりという形もあるかもしれませんが、

基本的には全市町村同じやり方で通したいと

思っております。

○坂口委員 県としては、やっぱり30分の１の

定率総事業費。国としては定率とは言ってない

んですよね。３分の２以下のところもあり得る

わけです。そうなると３分の２以下になると、

市町村負担というのは、例えば国が３分の１に

なってしまった。市町村負担がまず大きくは３

分の２という負担が出てくると思うんです。そ

こで県が幾ら負担するかですけれども、総事業

費の30分の１になった場合、市町村負担分の10

分の１となった場合ですよね、30分の９と30分

の１ですから、10分の１になった場合は、これ

は違ってくるんですよね。

今、局長が言われる、市町村負担をなくして

事業が着手できるとなったら、30分の１ルール

では、それは国の補助率が下がったときは、そ

の分は現金が市町村は要ることになりますよね。

だから、そこはしっかり整理しといて、やっぱ

りここで議会とも約束していただかないといか

ん。曖昧なことじゃ困ると思うんですけれども、

そこはどんなふうに考えてるんですか。

○郡司危機管理局長 補助の考え方につきまし

ては、やはり建設事業費に対してという形で考

えております。それで、国のほうは南海トラフ

特措法で３分の２に交付金をかさ上げしますと

おっしゃっておりますが、場合によっては、３

分の２を下回るケースもあるかもしれません。

ただ、これは県土整備部さんが窓口になってる

交付金でございますけれども、交付金はメニュ

ー主義でいろんなメニューがあって交付金とし
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て支給されるもんですから、その中で市町村が

優先順位をつけて実施をできるという制度でご

ざいますので、そういった運用面でのやり方も

一つの方法かなと思っておりますが。ただ、基

本的には、やはり県といたしましては国に対し

て３分の２の交付、こういった財源を十分確保

してくださいという要望を今後とも強くやって

いきたいと考えてるところでございます。

○坂口委員 だから、そこのところ、まだ微妙

なところがあると思うんですね。今の県の説明

のように、市町村が手出しなしで着工できます

よ、着手できますという説明をやっとくと、30

分の１ルールではそれが通用しないケースが、

何でうちは金が要るのと、県は要らないと言っ

たよねということで。そこはしっかりしといて、

まず、やっぱりここで県がしっかり各市町村と

いうか県民に約束すべきことは、着手金がなく

ても避難タワーできるんだということをやる。30

分の１というものを撤回すべきだと思うんです

ね、この率を。率を示したら、それは金が要る

ところは出てきますよ。今度の国の考え方次第、

あるいは国の全体枠の中での全国からの要望に

ついては、３分の２のところもあり得る、３分

の１のところもあり得るかもしれないし、全て

が100分の50幾つだったり60だったりすることも

可能性としてはあり得るわけですよ。だから、

そこのところは手出しが要らずにできるという

ことを、この場でしっかり約束していただきた

い。

○郡司危機管理局長 制度設計といたしまして

は、南海特措法ができまして、交付金につきま

してもかさ上げ措置をされました。それと、起

債をやる場合につきましても公共事業等債、こ

れにつきましても90％まで充当できますし、50

％の交付税措置があるということで、県といた

しましては、こういった有利な制度をフルに活

用していただいて、それでもなおかつという市

町村の一般財源持ち出し部分について支援をす

るという制度設計をしたわけでございます。

この国の交付金につきましては、坂口委員が

おっしゃるとおり、状況によっては変動する可

能性もあるかもしれません。ことしの整備をす

る市町村につきましては、今のところは３分の

２程度で大体大丈夫ですということで、県土整

備部でいろいろ照会をされたみたいなんですが、

やれるということでございますが、今後やはり

そういった不安もありますので、これにつきま

しては、基本的に国のほうに交付金の財源確保、

これをやっぱり要望していくというスタンスで

対応させていただきたいと考えてるところでご

ざいます。

○坂口委員 これは水かけになってしまうけれ

ども、国に対してはお願いをしていくというこ

とです。国が聞く、聞かないは、また国の判断。

そこで聞かなかったときに、不足分が出てくる。

手持ちのお金、手出しのお金がなくてもできる

んですよという、この県の説明を市町村が真に

受けていたときに、やりましょうと町民なり市

民と約束をして、金が要るんだった、これはう

ちはできないんですわということになったとき

の、それもまた市町村とそこの住民たちとの信

頼関係の崩壊ですね。行政の責任の履行に影響

するから、この際、市町村の手出しは要らなく

て、この緊急性のある事業だから、特別この27

億も今回やるんだという我々への説明です。そ

ういった緊急性もあるし必要なところには、も

う何ら心配なく市町村がやるべき、起債だって27

年ってはるか長いスパンで組めって、それも２

分の１は交付されるって、至れり尽くせりだか

らやれますよ、命を守りなさいよって、最優先
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ですよという説明をやっていくわけでしょう。

それをやっぱりしっかり約束をして、手出しは

……。それは30億の基金の中から全て県が見て

あげるよ、だから安心してやってくれ。これが

その全体でどれぐらいの事業費になるかわかん

ないけれども、30分の１が30分の1.0何ぼぐらい

になったって、それはやっぱり市町村がなくす

住民との信頼、県と市町村との信頼の喪失、こ

れを比べたら、当然どちらを選ぶかというのは、

どちらがお利口さんかといったら、僕らはおの

ずと答えは決まると思うんです。市町村の負担

をなくす。そして、安心してやらせるというこ

とを、しっかりと県は約束して、担保していた

だきたいと思うんですね。これもこの場で返事

できないでしょうけれども。これはぜひ検討し

ていただかないと、僕は後で混乱が生じると。

これも要望にしといて、ぜひお願いをしておき

たいと思います。

それから、いいですか。ほかないですかね。

あれば、また後で。

○清山委員長 関連などございますか。

○丸山委員 関連でお伺いしたいんですが、こ

の別紙２のほうに書いてある数、この数が20基

あって、ほかにも、今後市町村のほうでつくり

たいという計画があった場合には、どう対応し

ようと考えていますか。

例えば、できない市町村もあったりして、ま

た、延岡でこの２つでいいのかなと、よくわか

らないもんですから、もっと本来は出てくる可

能性があるんじゃないかなと。日向はかなり密

にもう既に出てきてるのに、延岡で地図を見て

も、これだけでいいのかなというのがあったり、

あと全体で収容人数１万3,000ということですの

で、本当３万幾らの方々が亡くなる可能性もあ

りますよねと、シミュレーションを出してもらっ

たもんですから。これがもう既定になってしま

うのか、その辺のことをちょっとお伺いしたい

なと思うんですけれど。

○郡司危機管理局長 避難タワーにつきまして

は、現段階での計画が20基ということでござい

まして、これにつきましては、まだ予定をされ

てないといいましょうか、この表に上がってな

い市、町につきましては、いろいろ聞き取りさ

せていただいておりますが、串間市さんのほう

でも、４地区において整備を検討されてる。そ

れから、高鍋町につきましても、２地区で整備

を検討されてるという状況でございます。それ

から、川南、都農、門川につきましては、周辺

の高台等を活用した、いわゆる避難路の整備で

対応できるという判断を現在のところはされて

おりますのが現状でございますので、今後、串

間市、高鍋町のほうから避難タワーの整備は上

がってくるということは想定しておりますし、

その場合の支援につきましても、この30億の基

金を活用させていただきたいと考えてるところ

でございます。

それと、２つ目の御質問でございます。延岡

市が２基で足りるかということでございますが、

延岡市のほうは、27年３月末で404カ所の避難場

所を指定しております。これは高台であるとか

あるいは避難ビル等でございます。こういった

高台、避難ビル等からおおむね延岡のケースだ

と、半径500メートルの円を引きまして、そこで

その円に入らない地域、半径500メートルであれ

ば、その避難ビル、避難施設に高台等に逃げ切

れるということになりますので、そういったも

のを抽出した結果として、２基の避難タワーが

必要ということで計画がされてるものでござい

ます。

ただ、今後、実際はさまざまな避難訓練等を



- 75 -

平成27年６月25日(木)

通じまして、避難困難地域が新たに浮かび上がっ

てくる可能性もあると思いますので、その際は

また延岡市さんのほうで緊急事業計画等の見直

しをされて、避難タワー等の整備が予定されて

くるということになろうかと考えております。

○丸山委員 年次的にやっていこうということ

だと思うんですが、基本的には県としてはいつ

起こるかわからないというので早目につくった

ほうがいいという気持ちがあると思うんですけ

れども、その辺の市町村との調整といいますか、

基金が27億、30億あるわけですから、早くつくっ

たほうがいいという話をしているのか、それと

も、あくまで、これは国の補助金、交付金３分

の２あるから、順番待ちなんですよというスタ

ンスなのか、どういうスタンスの事業として見

ればよろしいでしょうか。

○郡司危機管理局長 県の立場といたしまして

は、災害がいつ起こるかわかりませんので、整

備を促進をしてくださいと、早くつくっていた

だきたいということで、これも詳細は市町村さ

んにまだ御説明はしておりません。これも予算

の承認後に詳細を御説明させていただくつもり

でおりますが、そういった整備促進につきまし

ては御説明させていただきたいと考えていると

ころでございます。

○丸山委員 確認なんですが、避難タワーの高

さはＬ１、Ｌ２、もちろんＬ２の高さでやって

るのか、どの高さで避難タワーというのを位置

づけたらよろしいのかを教えていただきたい。

○郡司危機管理局長 県のほうで南海トラフ巨

大地震につきましては、津波の高さあるいは浸

水地域等を想定いたしまして、基本的にはこれ

をベースに、いわゆるＬ２をベースに避難タワ

ーの高さというのは、地域地域で設定をされて

おります。

○清山委員長 ほか、ございますか。よろしい

ですか。

○坂口委員 そしたら、口蹄疫の復興ファンド

の27年度が最終年で、これを返済していくとい

うことなんですよね。きのうの総合政策部の説

明の中で、未来みやざき創造プランの策定が議

案としての説明があったんですけれども、その

考え方の基本、スタート台というのが、宮崎県

は口蹄疫のあの大災害からようやくその復興の

道筋がついたという判断をもとにつくった。だ

から、特に産業に関するプランとか景気経済に

関するプランとか、そういったものを前提でつ

くったんだという説明だったんですかね。復興

への道筋がついたという判断というのは、数字

が少しでも動けば、上向けば、その表現のあり

方というのは間違いじゃない。

しかしながら、今回の口蹄疫の被害を受けた

場所というのは、西都児湯地区から家畜が一切

消えた。思いもよらず、全ての産業、全ての県

民が大きな影響を受けた。特に産業面、経済面

では、本当立ち直れるかというぐらい全体で受

けたということですね。その回復を図ってきて、

直接的な被害がなかったところからじんわり回

復の兆しが見えて、復興への軌道に乗り始める

というのは、それは当然。まだ、今そこまでと

思うんです。

このすっぽり穴があいた西都児湯というのは、

例えば、一つの指標として、年間商品販売額と

いうのがありますよね。これなんかも調査期間

の関係でですけれども、平成19年と平成23年を

比べてみたときに、県全体としては約87％ぐら

いまで口蹄疫前のところに近づいてきている。

しかしながら、西都児湯に限ってみれば、これ

が76％ぐらいまでしかきてない。10ポイントぐ

らいの差があるということですね。
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家畜の飼養頭数にしても、やっぱ同じような

ことで89％と七十数％ぐらいですか。特に今、

黒毛和牛の子牛が値段が高くてどうのっていう

ことが話題になってるんですけれども、子牛が

どれぐらいまできてるか、県全体として見ると、

口蹄疫の発生する前、この数字ちょっとわかん

ないんですけれども、県の発表では85％ぐらい

まで復興してるというような説明がたしかあっ

たような気がするんですけれども。西都児湯に

至っては、19年度とこれも23年度の比較なんで

すけれども、19年度に西都市にある児湯地区連、

あそこに出荷された黒毛和牛の数というのは、

１万3,037頭出荷された。それが口蹄疫が22年に

発生して、その子牛が出始めたのが23年かな。

このときはもう7,049しか出てない。口蹄疫前に

比べたときには、54.07％なんです。半分ぐらい

しか子牛が出てきてない。これで本当に復興の

兆しが見えたなんていって、そこをスタート台

にして、これからの特に地方創生計画なんて組

んでいったときは、とんでもない誤算が起こる

んです。あなた方の住んでる、あなた方の地域

の特性、優位性を生かして戦略を立てろという

ことでしょう。西都児湯というのは、全国に誇

れるぐらい有数の農業地帯ですよ。しかも、畜

産地帯ですよ。ここの畜産が子牛レベルは半分、

全体的に見てどうかわからん。そこをやっぱり

優位性を持ってるなんて、とってもその辺は市

町村は書けないですよ。書いたって、そんなも

のかなわないです、よそに。九州全体あるいは

全国で見たら、こんなとこに、宮崎平均もここ

に来てる。西都児湯はまだここですよ。そこで

どんな絵を描こうたって追いつかん。挽回なん

て、とてもできないですよ。これをこのみやざ

き未来創造プランなんて、こんなことをベース

に計画を組んだものでやっていかれたんじゃ、

これはたまったもんじゃないですよ。それも、

その農家の責任あるいは地域の責任だったら、

頑張らなきゃしようがないって、自己完結でや

らなきゃしようがないということもあり得るん

でしょうけれども、御存じのように30万頭を殺

処分してる。法律では、殺処分できない健康な

牛、それを食用に供するとき以外、試験研究以

外は、これは殺処分できないわけですね。そん

なものも含めて、事もあろうに、山田っていう

国会議員だったですか、俺は宮崎県にワクチン

を打つために来たんだなんて豪語してから、ワ

クチンを打った。だけど強制的には打てないか

ら、農家の自主的なワクチン接種を受け入れさ

せてやったわけですね。

牛７万頭の中の健康な牛の、あのときは66％

ワクチンを打ってるんです。健康な牛。だから、

全体７万頭の中の66％は健康だった。それにワ

クチンを打ってる。日本はワクチン接種国じゃ

ないから、殺処分が待ってる。豚に至っても23

万頭の中の35％の豚にはワクチンを打ってる。

健康な豚だったんです。これもやってしまっ

た。30万頭の中の42％というのは健康だったけ

れども、ワクチンをやって、全てをやってしまっ

た。

これ何でかといったら、よそに迷惑をかけた

ら、たまったもんじゃないと。だから、あんた

ら自分だけで何とか自主的に殺して、よそに出

さんでくれって、犠牲になってくれ、あとは任

せろと言ったのが、現金をくれずに1,000億の

ファンドを組んでくれんかといって、運用益で

頑張れということで、５年間で当初見通しは20

億だったです。それを県の努力で30億にされた

んでしょうけれども、それをやった。穴があい

たままに、この口蹄疫ファンドを返してしまっ

て、今度はポストファンド、今後何をやるんで
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すか。何をやってここの責任を持ってくれるん

ですか。どうやってこの穴埋めて、よそと同じ

スタートラインに乗っけてくれるんですか。こ

れから、今後やっぱ地方の熾烈な地域の生き残

りが始まるんですね。あんたたちはもう犠牲に

なってくれっていうなら、これはしようがない

けれども、そんな説明、一回も受けてない。だ

からといって、西都児湯があなた方の特異性、

優位性を生かせといったって、ここは何もない

ですね。農業を基盤にして、それから知恵と汗

を出してやっていくしかないわけですよ。これ

をどう考えられる、返した後。

○阪本財政課長 ただいま坂口委員から御質問

ありました口蹄疫ファンド、一応、これが平成23

年の３月に1,000億の規模で発行いたしまして、

一応５年間の満期一括償還ということですので、

今年度、28年３月に償還することになります。

仕組みについて簡単に御説明しますと、こ

の1,000億を財団が運用することによりまして、

年利0.6％の運用益。従いまして、毎年度６億の

運用益が生じます。これをこれまでの５年間、

合計30億利子が生じましたので、この30億で今

年度を含む５年間で口蹄疫からの復興事業とい

うことに取り組んできております。

今回、このファンドが今年度で終了いたしま

す。その後についてということで、昨年の11月

の議会でもやはり坂口委員から御質問をいただ

きまして、対処について検討するということで

お答えさせていただいております。年間６億の

事業というのが、非常に大きな財源でございま

す。しかも、これは利子ですので、一旦、県が

一般財源で払っておりますが、これにつきまし

ては、地方交付税の省令でその８割、ですから、

６億のうち４億8,000万については、これは特別

交付税で措置するということが明記されており

ます。したがいまして、県の手出しとしまして

は２割で済むと。毎年１億2,000万の手出しで６

億の事業が行えてきておりました。

今後、６年目を迎えます、来年度、これをど

うするかということで、何とかせんといかんと

我々も考えております。昨年の11月以降、私も

合計４回ほど総務省に出向きまして、何とかこ

れについての延長を考えてもらえないかと要望

しておりますし、総務部長も直接行きました。

最終的には、先月６月に知事が総務省に行きま

して、この口蹄疫ファンドの延長と特別交付税

措置の延長両方、ファンドだけ延長しても意味

がありません。特別交付税措置がないと何の意

味もありませんので、要望しております。今現

在、総務省において、このファンドの延長につ

いて今御検討いただいておるところなんですが。

このファンド、過去、最初が阪神淡路大震災

の際にこのファンドの方式というのが創設され

まして、その後、中越沖地震ですとか能登半島

沖地震、主に震災による復興のためにこのファ

ンドという方法が用いられておりまして、こう

いった震災以外の被害というのは、宮崎県、こ

の口蹄疫が初めてでございます。

過去、このファンドの延長が行われた例は１

件だけ。能登半島沖のファンドのみが、一度延

長をされております。ただし、残念ながら、ファ

ンドの延長は認められましたが、特別交付税措

置の延長は認められておりません。ですから、

非常にハードルの高い要望になっております。

今のところ総務省からも、これはまだ担当レベ

ルのお話ではありますが、いわゆる特別交付税

という地方共有の財産であります。これを一つ

の県、宮崎県だけにずっと長い間、特別扱いす

ることはなかなか難しいと。やはり委員がおっ

しゃったように、22年にこのワクチン接種とい
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う、いってみれば、国の施策の中で宮崎県の児

湯地区が犠牲になったわけですので、これにつ

いてはやはり何とかせんといかんということで、

５年前には措置していただいたんですが、やは

りそれは５年が限度ではないかということで、

この延長について、今御検討はいただいており

ますけれども、なかなか我々としても非常に今

苦労してる段階でございます。

とはいえ、坂口委員がおっしゃったとおり、

特に西都児湯につきましては、飼養頭数がまだ

口蹄疫前の73％にしかまだ戻っていないと。飼

養農家数についてはいろんな事情がありますか

ら、50％という数字、なかなか回復は難しいの

かなと思いますが、やはり飼養頭数については、

農政水産部のほうとしても、何とか口蹄疫前の

状況に戻したいということもございますので、

何とか財政、我々としましては、まずファンド

の延長かつ特別交付税措置の延長というのを強

く要望していきますとともに、仮にそれが難し

い場合であっても、やはり何らかの形で、西都

児湯地域におけるその畜産の復興については、

いろんな施策を打っていかないといけないなと

考えるところでございます。

このファンドの延長、特交措置につきまして、

やはり県議会の皆様のお力添えもいただきなが

ら、今後も総務省に対して要望を進めてまいり

たいと考えております。

○坂口委員 幾つか具体的に聞きたいんですけ

れども、なぜあのときにファンド1,000億を受け

入れて、超低金利時代に、しかも５年というも

のを県は納得したのか。誰が判断したのか。そ

れでいいですよという受け入れをやって、そし

て、ワクチンの接種とかそういうことを受け入

れたと思うんですね。補償されずに受け入れた。

今、ほかのファンドは全て震災だって言われま

した。言い方、ちょっと適当じゃないかもわか

らんけれども、地震というのは、この地域は運

が悪かったな、かわいそうだなって、残念だなっ

て。今回のは、なぜ国はそんな危ないものを宮

崎に入れたんかという、水際作戦の失敗、どう

やって入ってきたかもわからないもので。ただ

怖いだけですね。そして、悪いけれども、おま

えら犠牲になってくれ、運が悪かったんでも何

でもない。だけど、犠牲になれ、ほかを助けろ。

あんただけが痛い目に遭ってくれという、そう

いう荒療治だったわけです。そこのところが、

まず今までと全然違う。超低金利時代だったと

いうこと。阪神淡路大震災、このとき原資は8,800

億円で、期間は10年ですよ。金利は3.0から4.5

の間、揺れ動いた10年なんです。このとき何ぼ

出したか。3,540億円の運営益を出してるんです

よ。

それから、もう一つは何沖って言われたです

か。中越、これ２つあったですね、大震災。3,000

億の原資、10年間、金利２％、出てきた運用益600

億ですよ。それから、中越地震というものがあっ

たですね。平成16年の後３年後、平成19年か。

このとき1,600億円、金利1.5％、運用益119

億5,000万出してるんです。これ言ったように、

運が悪かったねということで、誰のせいでも罪

でもないけれども、あなた方運が悪かったね。

しかも、ハード事業をもとに戻しましょう。国

の直轄で何兆円という、トータルすれば数十兆

円の事業を入れながら、ハードをもとに戻すと

いう。これは目的がここまで来たら、当然終わ

ります。だけど、宮崎のは全ての産業が、特に

経済的な影響を受けた。お店まで受けたけれど

も、補償の方法は何もない。

例えば、宮崎県全体の県民１人当たりの所得

を見ると、県民全体では、21年、25年比較で102
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％口蹄疫前から回復してますね。西都児湯を見

ると100％、99.何％かですよ、回復は。前です

から、そのときから低かったんだといったって、

それは同じ条件です。県全体が高くて、西都児

湯が低かったんなら、そことそこを比べてるわ

けだから、102％まで所得は上がってきた、県全

体。西都児湯はまだ100％行ってないわけですよ。

こういった現実があると。

それから、1,000億の超金利を受け入れたのは、

農家でも宮崎県民でもなかった。県の行政判断、

知事判断だった。運用益は20億しか当時は想定

できなかったんです。それは努力で30億にふや

したけれども、全然違う。そして、能登沖、こ

れで初めて延長が認められたけれども、残念な

がら、特交措置はなかったという。能登沖、最

初500億の基金だったです。当時、1.5％かな、

これの運用金利、34億出してます。そして、思っ

ただけ進捗しなかったからということで、次に

認可が出たのが250億円。しかし、特交措置やら

ないよ。0.4％の運用を想定して、まだ今運用中

です。これ５年間で約４億円ぐらい出るでしょ

うという見込みの中での運用です。しかし、言

いましたように、これは能登沖は、これも冷た

い言い方になるけれども、最初の試算の間違い

ですよ、こんだけあったら復興できるという。

整備できるという。

宮崎県の場合は、申し上げたように、全然罪

のない人たち、何の問題もなかった人たちがこ

んな痛い目に５年遭ってきてるんです。めども

立たないんですよ。ほかの農水の事業で畜産を

もとに戻す。畜産をもとに戻すことが今回の復

興じゃないです。産業全てをもとに戻すことが、

そして、宮崎のもとの元気さに少なくとも持っ

てくることが復興。これを総務省ががたがたい

うんだったら、知事は総務省の出身じゃないで

すか。自分のメンツを考えて、宮崎を向いて仕

事したらどうですか。今の答弁は、総務省が厳

しいこと言ってますと、宮崎を向いて総務省の

立場で物言ってるじゃないですか。広島県の出

身だから、そんなこと言えるんかな。そこは肝

に銘じて、やっぱり腹据えてからかかってほし

いです。政治生命かけて。

そんだけ、知事から見れば我が子ですよ。赤

子ですよ。西都児湯のあるいは宮崎県全体の。

もとに戻ってないんですよ。地方創生、鹿児島

に勝ちますか。熊本とやって勝ちますか。両方

とも第１次産業を基幹産業として、こういう得

意分野とする県で、そこと地方創生を競ってい

くんですよ、熾烈な争いになるんですよ、地域

間競争。今度は本当の意味での地方の競争の時

代。そんなのんきなことを言ってたら、勝てな

いと思うんですよ。

だから、口蹄疫ファンド、ほかの事業でといっ

て、補助事業をいかなるものをどの省庁から持っ

てこようと、それは通常事業でスタート台を上

げてはくれないです。そんなもの、ポスト口蹄

疫ファンド、全体に使えるような、そんな補助

事業、何がありますか。それじゃ、口蹄疫やっ

たら、金額の多寡とかどこまで目的達成したと

いうのは別として、口蹄疫ファンド運用益のこ

の使い勝手の利点、欠点、そこらはどこにあっ

たですか、これをまず５年間を総括して。

○阪本財政課長 そもそもなぜファンドかとい

うことなんですけれども、特にもともとの創設

が、この震災の際のスタートでした。つまり個

人の資産が被害を受けたと。主に住宅なんです

けれども、そういった個人の資産をもとに戻す

のに、直接公費を使うのはいかがかという検討

がございまして、その結果、このファンドとい

う形を使いまして財団を創設し、財団に対して
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県が補助をし、無償貸し付けですけれども、そ

して、財団が直接住民の個人資産を再生するた

めの補助をすると、これが発想でございました。

私どもも坂口委員がおっしゃったように、当

時、５年前につきましては、やはりこれは国費

でやるべきだと、しっかり国費で県に対し補助

をし、そして県が行うべきだということを再三

お願いをしておりましたが、最終的な決着点と

しては、やはり過去の例に習ってファンドとい

う形になりました。

このファンドについては、使い勝手の差とい

いましょうか、長所、短所につきましては、や

はり冒頭申し上げたとおり、行政では直接行う

ことにもちょっとためらいがあるといいましょ

うか、要するに個人に対して直接支援をしたり

とか、あともう一つは、非常に先進的なといい

ましょうか、畜産に関してまだ一般的でない技

術、そういったものに対して先行的に補助をす

るやり方ですとか、あと従来やっていなかった

商店街に対する補助ですとか、そういったこと

に関してファンド、財団を通してやるというこ

とで、ある程度、前広に事業は行えるという利

点がございました。以上でございます。

○坂口委員 そういうことが利点でしょうけれ

ども、大きくは、だから、まず県民サイドから

すれば、制度事業でどこも該当しないものをやっ

ぱり今回は充てていただいた。金額の多寡は別

として、精神的にすごく救われたというのが大

きい。

それから、今言われたように、公費の支出は

いかがなものか。公費の支出は家伝法の中にしっ

かりあるんです。ところが、この法律が中途半

端だった。「国等は」って。だから、300億ぐら

い必要な金も、国等となれば、県も出さないか

んじゃないかということになって、県はためらっ

たわけです。だから、公費で見ていけないとい

う法律はどこもないんですよ。公費で見ないと

いうのは、これはどっこも腹が痛まない。県も

１億2,000万痛む、結果的になるけれども、特別

交付税措置ができるという総務省というか、財

政方の大きな利点がある。特別交付税で措置す

るということはどうかというと、地財計画の中

でかけた地方へ渡す交付税総額の中の６％とい

うものは、特交として使いますよ。６％をさじ

かげんで国が配るんですよ。この６％を宮崎の

口蹄疫の利子補給分に総務省は配るんですよと

いうことで、総務省の金でも財務省の金でもな

い。みんなで日本全国の特別な理由があるとこ

ろが、みんなで少しずつ分かち合おうというの

を、宮崎県は大変だったから、その中の年間何

ぼですか、30億ということは５億ですか、６億

ですか、６億の中の１億2,000万を引いた分、４

億8,000万を特交でさじかげんしてあげますねと

いうことで。何ら公費を持ち出すことの心配も

ない。しかしながら、それは仕組みの上での誰

も痛まない、しかも、ありがたがられるという

んで、知恵として出てきたもの。その知恵を出

さざるを得なかったところというのは、前の家

伝法の中の殺処分したときのそういった経済的

な影響を受けたところに対しての財政負担は国

等がやると、「等」という一つの漢字が入ってた

ばっかりに、こんなことになっちゃった。その

等が怖くて県が逃げちゃった。県民はこんなこ

と知らないですよ。マスコミも知らないんです。

ところが、法律にそういった、やっぱり僕はミ

スと思うんですけれども、国の責任でこの家伝

法なんていうのはやらないと、特定疾患に対し

ての責任というのは、国は財政をしっかり見る

という。これはやっぱり、それを当時決めた国

会も問題があったと思うんですけれども、それ
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を言ったって始まらない。それを避けたって。

しかしながら、避けた時期が悪かった。金利が

４％も５％もいってるときなら、まだしも1,000

億で何らかのやっぱり形はできたかもわからん

けれども、超低金利、無利息時代ですよ。本当、

これをそれだけの今の30億出したということは、

もう奇跡的な運用ですけれども、そういう選択

をそのときに、合意をした県の責任というのは、

これは責任というよりも罪と言っていいぐらい

大きいものがありますよ。この責任をとらずし

てから何か地方創生ですか、何が復興への道筋

ですか。この問題をどうされますか。ポストファ

ンド。

○清山委員長 どなたか、答弁ございますか。

○成合総務部長 委員の御指摘のとおり、特に

西都児湯地区については、農家戸数の再開率と

か飼養頭数が七十数％ということで、まだ復興

途上にあると認識してるところでございます。

先ほど財政課長が申しましたように、そうい

う実態を私もことしの４月早々に、担当してま

す総務省の財政局の財政課のほうに行きまして、

御説明はしたところでございます。知事も先月、

事務次官まで会っていただいて、そういう実態

もお話ししたところでございますので、県とし

ては、ぜひ延長について、さらに強く国のほう

に要望はしていきたいと考えております。

○坂口委員 それは一つの復興のための横並び

にする、ある意味、犠牲になった西都児湯をも

とに戻すという手段の一つとして、それが一番

どこも痛まないと思う。これがだめだった場合

のことをやっぱり考えて、責任を持っていただ

きたいということです。

どれだけあのときひどいことをやってるかと

いうと、例えば薦田さんという種牛を持ってい

る人との裁判になってる。もう終わったのかど

うか知らんけれども、裁判がある。あの人の牛

が５頭だか６頭だか残ったわけです。これにも

ワクチンを、こんな残したかった牛にワクチン

を打って殺処分してる。

考えてみてください。家伝法というのは何で

すか。ここにたった６頭だけの牛がいる。はる

か遠くまで、口蹄疫牛は一匹もいなかったんで

す。蔓延を防止するために、やむなく殺処分す

る、生き物を殺すという法律です。どこに殺せ

る根拠がありますか。根拠というのは、これを

殺処分しなければ、収束宣言はやらないぞ。そ

れでも、あんた、受け入れないのかといって打っ

たワクチンですよ。こんなことまでやってから、

西都児湯の家畜を全てだめにしたんです。この

責任を国と県がとらずして誰にとらせるんです

か。

だから、お願いしていく、努力していくでは

だめですよ。もとに戻すということ。そこまで

国・県が責任を持つ。家伝法と言ったけれども、

多分特措法だったですよ。財源について、一番、

その最後あたりにあったですよ。国等って、こ

んなつまらん法律があったばっかりに。

対応の仕方も問題点いっぱいあったんですよ。

全協のときに指摘したこと、あるいは直接言っ

たことも県はやってない、国はやってないけれ

ども、それはこの委員会と関係がないからいい

けれど。とにかくそういう状況で、罪のない人

を今痛い目に遭わせてるんだ。これは政治の責

任、行政の責任として、この痛みをまず、よそ

と同じにしてあげようじゃない。宮崎県全体も

もとの元気を取り戻そうじゃないかという、しっ

かりと行政が責任を持つよということを約束し

てもらわないと。本当にきれいごとばっかりいっ

て、地方創生だ、地方の時代だ、やれ何だ、得

意なものを生かそうだ、西都児湯は畜産地帯だ
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から、加工業だ、６次産業だ、こんなことを言っ

たって、中身が全然ないじゃないですか。もう

二度と、今度は受け入れなくなるですよ。また

口蹄疫なんか、あるいはそれに類するような現

象が行っても、もう二度と騙されないぞという

ことになるんです。そういうことも考えて、しっ

かり、あらゆるチャンネルを使って。これは何

も宮崎を助けてくれじゃない。国全体がしっか

りとした、将来に対しての備えの一つとして、

問題があったときはしっかり受け入れてくれて

やれば、またあとはしっかり責任持つよという、

そういうことを示していこうじゃないかという

ことやないと、なかなか困ってるんですわ、補

助金くださいとお願いする、そんなばかな交渉

では、これはだめですよ。責任をとろうじゃな

いかということ、その交渉をやらないと。

知事も総務省がこう言ってるんですわではだ

めです、やっぱり。宮崎の知事になって、宮崎

に墓まで買ったというんだから、総務省に対し

て、何を言ってるんだって、宮崎県はこうだぞ

と言わないと、厳しいことを言ってますよねっ

て、前例はこうですよね。くどくなるけれども、

前例と全然違うじゃないですか。運が悪かった

わけでも何でもない。水際で防げなかった、たっ

た一つが、どっかにどういうルートかで入って

きた。これを見抜けなくて防げなかった。韓国

のＭＥＲＳと一緒ですよ。それで、これだけの

人がいまだ泣いてて、これから先も泣き続けさ

せるのか。何とかしてから、もう５年間、本当

にありがとうって、ごめんねということで、こ

こでけじめつけて、これから頑張ろうとさせる

のか、そこですよ。だから、考え方を全然変え

なきゃ、してあげてるという視点じゃだめです

よ。さしてもらってるじゃない。その決意をも

う一回総務部長に聞かせて、これはもうそれで

終わります、この問題は。

○成合総務部長 先ほどから申し上げたとおり

でございまして、まずは、西都児湯地区の畜産

の状況を踏まえて、十分に説明はしてきたとこ

ろでございますけれども、非常に国のほうの話

も私も聞いてきたわけですけれども、今後とも

引き続き、総務省に今の御意見等も踏まえて、

強く要望をしていきたいと考えております。

○坂口委員 今のはこれで終わるといって約束

したと思いますので、これ以上言いませんけれ

ども、ほかなければもう一つ。

○清山委員長 今の関連でもいいですか。引き

続き、そのまま。

○坂口委員 補正に関係ないから、これは後で。

○清山委員長 また後でその他でもございます。

よろしいですか。

ほかにこの補正予算に関して、質疑ございま

せんか。

○星原委員 25ページ、消防団員の養成と加入

促進事業ということなんですが、県内で今消防

団員が不足しているというのは、どういう市町

村でどれぐらいの数の人たちが不足して、ある

いは不足しがちなんで、今から養成していこう

としているのか。不足している分がどれぐらい

で、それに対する対応なのか、どれぐらいの団

員数が今不足にしているんですか。

○都原消防保安課長 まず、全体的なことを申

し上げますと、※平成27年４月１日現在で１

万4,862人の消防団員がおります。昨年は同じ時

期で１万5,007人ということで、この１年間で179

名減少したと。

今、委員がお尋ねの県内の状況でございます

けれども、消防団員の数につきましては、各自

治体で条例によって定数が決まってまいります。

※84ページに発言訂正あり
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この条例定数というのは、消防の装備の基準と

いうのが国が定めたものがございまして、それ

に基づいて算出されたものと、あとは各自治体

の判断で決めていくんですが、全体で必要な条

例定数の合計が約１万6,000人ぐらいになってお

ります。それに対する現有人員が１万4,860人と

いうことで、パーセンテージとしては、国より

も高いパーセンテージにはなっておりますが、

今後の人口の減少と少子高齢化を考えてみます

と、これは宮崎県だけではございませんで、消

防団員の確保、このためにはどうしても必要な

対策ということで上げさせていただいておりま

す。

○星原委員 なぜそういうことを聞いたかとい

うと、こういう形でやってて、ここに事業内容

があるんですけれども、その若い人たちが入っ

てこない理由というか、今入ってる人たちがど

ういうことをしてもらえれば、若い人たちも入っ

てくるんですよねとか、あるいは、企業に対し

て、その応援要請とか、現実に足りないんであ

れば、今まだ何とか満足の範囲だったら、若い

人たちに消防団の養成の勉強とかいろんなこと

もいいんでしょうけれども、本当に現実で足り

なくて困ってる状況であれば、ことしどれぐら

いそれぞれの各市町村自治体であるとしたら、

その市町村でできない部分を県としてこういう

事業をつくるんであれば、困っている部分がど

この形でどういうふうな対応を県としてやれば、

団員数を確保できるのか。そういうことに入っ

ていかないと、足りなければ足りない、あるい

は、ある一定の数は来てるんで、

これから人口減少の中で数が少なくなっていく

んであれば、そういう研修とかいろんな中学校

とか高校とかという話も出たんですけれども、

そういうところに行っていろんな話をするとか、

やり方がいろいろあると思うんですよ。だけど、

現実に足りなくて困ってるという状況であれば、

今現実問題として、ここ１、２年、３年ぐらい

の間に、これぐらいの不足だ、ここを補充しな

いと、いろんな問題が起きたときに、災害等も

ありますし、火事だけじゃなくて、いろんな、

そういうときにその不足分を早急に手当てしな

くちゃいけないというなら、やっぱり企業に要

請とか、あるいは若い人たちが本当に入らない

理由というのが多分あると思うんですよね。生

活苦なのか、あるいは消防団としての団員とし

ての組織の中に入ること自体に嫌な感じなのか、

いろんなことがあるんじゃないかなと思うんで

すよ。ですから、やっぱそういう実態をちゃん

と把握した事業に持っていかないと、こういう

事業をやってますだけで解決できるのかなとい

うふうに思うもんですから、その辺のところを

捉えてやるべきじゃないかなと思うんですが、

市町村とかの打ち合わせなんかも密にされてる

のかどうか、その辺はどうなんですかね。

○都原消防保安課長 今御指摘のように、県内26

自治体ございますが、そのうち７自治体の団は

少しではありますが、ふえております。そのほ

か19自治体については、数の差はありますけれ

ども、相対的に減ってるということです。

今、御指摘がございましたように、私どもも

各市町村の消防団長とも直接お会いしますし、

そこの首長の皆さんからもいろいろ意見交換を

する場を持っておりますので、その地域地域に

応じた対策については、こちらからまた助言と

か支援をしていきたいと考えております。

先ほど申し上げました、ふえたところで一つ

事例を挙げますと、綾の消防団はふえているん

ですけれども、やはり地域の先輩方が声をかけ

ていく。つまるところ、消防団は地域の団結力
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の象徴みたいなものだというのを示しているよ

うな事例でございました。

したがいまして、今後とも、今御指摘のあっ

た点も踏まえて、各自治体と協議していきたい

と考えております。

○星原委員 ぜひいい対応策を考えて、団員を

補充をしてもらうようにお願いしておきます。

○清山委員長 残りの質疑は午後からでもよろ

しいですか。

では、ここで暫時休憩といたしまして、午後

１時より委員会を再開いたします。

午前11時56分休憩

午後０時59分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

引き続き、補正予算についての質疑はござい

ませんか。

○都原消防保安課長 午前中の星原委員の御質

問に対して、一部間違いがございましたので、

訂正いたします。

消防団員の数についてでございますが、平成27

年度は１万4,829名で、同じ26年度が１万5,008

名でございました。訂正させていただきたいと

思います。

○清山委員長 質疑はございませんか。

○丸山委員 引き続き、消防団確保を含めてな

んですけれども。お伺いしたいのが、各市町村

に恐らく交付税で、消防費幾らって概算で来て

るはずなのに、それをちゃんと消防だけに使わ

ずに、交付税ですので回してもいいということ

になっていると思うんですが、満額使っている

市町村の数とか、逆に足りないから、もっと上

乗せしている市町村があったりすると、消防団

の確保にもつながっていく事業を市町村でも

やってほしいなと思ってるんですが、その辺の

県も頑張ってるけれども、市町村も頑張ってる

よねというのがあれば、お伺いしたいなと思っ

てるところなんですけれど。

○都原消防保安課長 今御質問のありましたよ

うに、交付税措置されてる分がございますが、

平成25年12月に消防団を中核とする法律が制定

されまして、その中で退職金を一律５万円上げ

るということと、その他出動に伴う手当、こう

いったものを上げるというようなことが決まり

ました。その交付税の使い方については、各自

治体でそれぞれ努力をしていただいております。

具体的にいいますと、直近では、西都市消防

団が４月に出動費を上げてくれましたし、この

動きは各自治体で徐々に来ております。具体的

にその金額がどのように使われているかという

ものについては、ちょっと手元に資料がござい

ませんのでお答えできませんが、各消防団とも

委員が御指摘の趣旨については努力をしていた

だいていると思っております。

○丸山委員 県もこれだけ今回も新たに基金を

活用して、県費を使って4,700万やっていただけ

るわけでありますので、市町村もどんなふうに

頑張っているのかというのがわかると、本当、

ほかの市町村で差があるのかないのか。先ほど

の西都市のほうは出動手当を上げるとかという

具体的な新聞報道でも少し載ったんですが、ほ

かの市町村がどれだけされているのかなという

のがわからないのと、あと広域消防で組んだと

きにも、本来は広域消防には何名職員がいなく

ちゃいけないのに、枠が少ないとかという話も

聞いたこともあるもんですから、実態を本当に

ここまで措置してしておりますよねと国から言

われているはずなのに、実際それを違うものに

使ってるのではないかというのは、あべこべじゃ

ないのかなと思ってるもんですから、その辺の
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情報も少し収集していただくとありがたいのか

なと思ってますので、よろしくお願いしときま

す。

○清山委員長 ほかに質疑はございますか。

○丸山委員 歳出予算説明資料の49ページ、県

有施設財産の維持に関する基金の積み立てであ

ります。13億なんですけれども、実際これを積

み立てることによって、この基金自体は総額幾

らになる予定なのか。また、恐らく防災拠点庁

舎を含めての計画があって、今後どこら辺まで

この基金というのを積み立てていく予定なのか。

全体計画がどうなってるか、わかってる範囲で

教えていただきたい。

○阪本財政課長 この県有施設維持整備基金に

つきまして、今回、この積み立て後で※約290億

になる見込みでございます。実際、御指摘のと

おり、今後の防災拠点庁舎ですとかさまざまな

経費に必要でございます。ただ、幾らを目標に

するのかというのは、今のところ、ちょっとま

だ目標を立てておりません。

といいますのも、今後の国体関連の施設の整

備もございまして、それを一体どの規模で整備

をするのかということが、まだ今後の検討課題

となっておりますので、その姿が見えたあたり

で、やはりその目標額といったものを考える必

要があるかと考えております。

○丸山委員 防災拠点庁舎が100億を超すからだ

と思うんですが、基本的にはほかの県としても、

どこの県もこういう県有施設はいっぱいあって、

維持補修が必要だと、大規模改修としてあると

思ってるんですが。大体、宮崎県は290億程度に

なるということだったんですが、間違い……。290

億あると答えられたと思うんですが、ほかの県

と並べたときに、この規模でいいのかなという

のが、何か国のほうから、こんぐらいあったら

多いですよとかいう指針とか何かあるんでしょ

うか。

○阪本財政課長 済みません、失礼しました。

私、290と申し上げました。申しわけございませ

ん、190億の間違いでございます。

それから、こういう施設整備のための基金に

ついては、特に目標額といったものは、私が知

る限りではないかと思います。団体によって、

施設整備の必要性というものがやっぱり違って

まいります。本県のように庁舎の整備、かなり

遅れて今回着手いたします、そういった事情に

よって、目標額といいましょうか、違ってくる

のではないかと思います。

○丸山委員 いずれにしましても、防災拠点庁

舎ははっきりわかっている、国体も手を挙げら

れたと、かなりいろんな費用が必要だろうと思っ

てますし、また、防災拠点ができても、この１

号館含め、回りの議会等もなかなか厳しいにし

ても、ほかのところも含めて、今後協議をして

いかないといけないと思ったもんですから、そ

の辺のことも防災拠点庁舎終わりじゃなく、終

わった後も、長期的なスパンも考えていただき

たいと思っておりますので、そういう箱物をつ

くった後、総合政策部でも芸術劇場改修を20年

ぐらいかけてずっとやっていくのを20億円基金

に積んでやっている。ほかに農政関係とか消防、

警察とかいろんな県有施設があるもんですから、

あとは道路とか、それも含めて全県有施設のマ

ネジメントを今後どうやっていくのかというの

を考えていかないといけない時代に入っていく

んだろうなと思っておりますので、この県有施

設維持基金というのが、どこ辺までというのを

考えればいいというふうに思っているんでしょ

うか。

※このページ右段に発言訂正あり
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○阪本財政課長 まさに今丸山委員がおっ

しゃったとおり、公共施設、今後インフラを含

めた公共施設の老朽化対策というのが非常に大

きな問題となっております。もちろん財政的に

も非常に大きな課題となっております。

このため、昨年、総務省からこういった公有

のインフラを含めた公共施設についての維持管

理計画をつくりなさいという助言がございまし

て、今、総務課を中心に、この公共施設等総合

管理計画の策定を今作業を進めているところで

ございます。これは全て建物だけではなくて、

道路、橋梁等の公共施設を全て含めた上で、現

状はどうあるのか、そして、どれぐらい手を加

えないといけないのかということについて、今

後計画を来年度をめどにつくる予定にしており

ます。

○丸山委員 かなりのものをこれまで県有施設

としてつくっております。全てを洗いざらいに

していただきまして、わかれば、早目に議会の

ほうへ報告していただいて、こういうのをやる

べきだと。ここは逆をいうと、統廃合すべきだ

というの、多分出てくるんだろうなと思ってお

ります。その辺はできるだけ早く説明をしてい

ただいて、財政的裏づけもしっかりできるんだ

というのを明らかにしていただくことを要望し

ておきたいと思います。

○清山委員長 ほかに質問はございませんか。

○丸山委員 予算説明資料の21ページで、地方

創生の市町村サポート事業というのが書かれて

おりまして、私も非常に気になって、地方創生

というのをどうやって進めていくのか。市町村

がしっかり本気になっていってほしいなという

思いがあって、サポートしていただく、非常に

うれしいことだと思ってるんですが、総合政策

課のほうにも地方創生推進担当というのもでき

ていて、そちらとのリンクとか、どちらがどう

いうふうに市町村に指導していくのかというの

は、もうちょっと聞いていきたいかなと思って。

○平原市町村課長 おっしゃいましたように、

今年度から総合政策課のほうに地方創生推進担

当というのができまして、一つは県の総合戦略

をつくるということがございます。当然、各市

町村も同じように戦略をつくっていかなくては

いけないし、県の戦略と市町村戦略の整合を図っ

ていくということもございますので、総合政策

課で基本的には窓口になりまして、市町村の支

援もしていくということでございますけれども、

市町村課のほうで地方創生の交付金の窓口に

なっておりましたり、それ以外の起債とかの財

政関係の助言等もしておりますので、そういう

観点も踏まえまして、市町村課のほうでは、そ

ういう広い意味でのサポートをしていこうと。

特に、ここに書いてございますけれども、県

職員と市町村職員による意見交換ということで、

直接要望のあるところには、当然総合政策課と

かも必要であれば一緒に行きますし、ほかの創

生の事業が必要であれば、他の課も一緒に行き

まして、直接お話を聞いて支援をしていきたい

と考えております。

○丸山委員 まだ実際、今やってるかどうかわ

からないんです。これからだと思いますけれど

も、県も国の今の地方創生を進めることに関し

て財政的な裏づけとか、非常にこの交付金の裏

づけが曖昧だというふうに思ってるもんですか

ら、その辺の市町村から不安な意見とかという

のは聞いていらっしゃるのか。また、県として、

国に対してこの交付金のあり方というのは、何

らかのアクションとか起こしているのかを含め

て、ちょっとお伺いできればなと思ってるとこ

ろです。
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○平原市町村課長 昨年度末の補正予算で交付

金がつきまして、消費喚起型と先行型というこ

とで、戦略の策定経費も含めて予算措置がされ

ておりまして、市町村としては非常にありがた

い交付金だろうと思いますが。

ただ、今国のほうで新型交付金と言われてま

すが、来年度以降どうするかというのがありま

して、市町村に聞きますと、使い勝手のいい交

付金にしていただきたいというのが基本的な意

見だろうと思っております。

○阪本財政課長 今、市町村課長が申し上げま

したとおり、やはりこの交付金、せんだっての

経済財政諮問会議において、一応骨太の方針の

原案が示されました。ただ、その中でも、この

新型交付金についての詳細がまだ全く示されて

おりません。ですので、やはり県としまして、

市町村も同じだと思いますけれども、市町村課

長が申し上げたように、まず早く、その制度の

詳細を示してほしいということ、それから、申

し上げました先行型、これが全国で4,200億ほど

の規模でしたけれども、これをはるかに上回る

規模での措置をしていただきたいということ、

それから、やはり同じく使い勝手のいい、自由

に使える地方創生のためのということ、それか

ら、本県のような財政力の乏しい団体について

は特に配慮をいただきたいと、こういったこと

を県独自での要望も行っておりますし、また知

事会等を通じて要望を行っているところでござ

います。

○丸山委員 いずれにしましても、この地方創

生、どこの県もやりたい、やりたいと。特に地

方、人口が減少する県は思っていますので、そ

ういう県と一緒にタッグを組みながら、要望な

りしっかりやっていただいて。我々も、みんな

地方創生やりたいということで、しっかりやら

ないかんというので、今回４月の統一地方選挙

なんかも訴えてきたのに、絵に描いた餅になる

んじゃないかというような懸念も非常にあった

り、実際現場に行ってみると、何かやろうと思っ

ても、ない。やろうとしていても、何か看板の

つけかえぐらいしか動いてなくて、実際、何な

のかなという、ちょっと疑心暗鬼な面もあるも

んですから、執行部としても、地方創生のほう

の担当部にはしっかりと心強い気持ちを伝えて

いただきたいなということを要望しておきたい

と思います。

○坂口委員 昨年、その先行型が1,400ぐらい

で300ぐらい上積みするか、しないかという話。

それから、消費喚起型が2,500ぐらいだったと思

うんですけれども、戦略をことしじゅうに立て

なさいということだったですよね。そうなりま

すと、あと交付税措置というのは、28年度予算

から地方創生に係る交付金ということで、こと

しじゅうにその姿が見えないと、戦略の立てよ

うがないと思うんですよ。枠ぐらいは示さない

と。

そういったときにタイミング的なことを

ちょっとお尋ねしたいんですけれども、やっぱ

り国がそういった概要というか、ある程度の姿

を示す最終的なタイミングと、今後は特に市町

村、戦略を完全に仕上げて、そして国になり、

それを上げていく、そのタイミング等を見たと

きに、いつぐらいまでに、この姿というのは、

そういった予算あるいは詳細にわたる今度は法

律、関連法とか制度、そういったものをいつぐ

らいまでに見れれば、地方がみずから自主性を

持って、本当に自分の計画を組んでいくという

作業に影響が出ないタイミングというのはどん

なんなんですかね。

○阪本財政課長 現在、総合政策部のほうでこ
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の計画の策定をやってるところでございます。

確かに議員がおっしゃるとおり、まずは28年度

の当初予算に、これはまずは我々としては反映

させなければならない。ということになります

と、やはりこの当初予算の編成に着手する前に

は、ぜひこの新型の交付金の詳細をお示しいた

だきたい。となると、どんな遅くとも、やっぱ

り８月とかぐらいにはお示しいただかないと、

なかなか当初予算の編成に間に合わないという

ことになろうかと思います。

○清山委員長 ほかに何か質疑はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に、補正予算以外

の議案に関する説明を求めます。

○吉村行政経営課長 それでは、議案第18号「み

やざき行財政改革プランの変更について」、この

議案と関連いたします、その他報告事項、みや

ざき行財政改革プランに基づく行財政改革の取

り組みについてをあわせて御説明させていただ

きます。

常任委員会資料の30ページをお願いいたしま

す。

まず、議案第18号「みやざき行財政改革プラ

ンの変更について」であります。

プランの冊子につきましては、議案としてお

配りしておるところですけれども、本日はこの

委員会資料により、主な内容について御説明い

たします。

まず、１の基本的な考え方でございますが、26

年度まで実施してきました行財政改革の結果を

踏まえまして、引き続き27年度以降についても

取り組みを継続することとしまして、限られた

資産を最大限に活用するための環境を整えなが

ら、県民本位の行財政改革を推進することとし

ております。

県総合計画の基本目標の実現を下支えすると

いう基本理念、４年間という推進期間、全庁的

に取り組むという推進体制につきましては、前

回のプランと同じでございます。

次に、２のプランの体系につきましては、四

角で囲っております改革の視点１から視点の４

まで４つから構成しておりますけれども、この

うちの視点の２、県政運営を支える人材づくり

と県有財産等の資産の有効活用、これにつきま

して今回新たに柱立てを行いまして、重点的に

取り組むこととしております。

次に、31ページをお願いいたします。

３として、改革の視点ごとの主な改革プラグ

ラムについてまとめております。丸数字で項目

を示しておりますが、それぞれ括弧書きでプラ

ンの冊子の該当ページを記載しておりますので、

後ほど御参照ください。

まず、視点の１、効率的で質の高い行政基盤

の構築についてです。①にあります組織体制の

見直しにつきましては、県総合計画の推進や社

会経済情勢の変化の対応などのため、簡素で効

率的な組織体制となるよう見直しを行ってまい

ります。

次に、②の適正な定員管理につきましては、

無駄のない人員体制とするとともに、新たな行

政需要への対応を進めることとしまして、スク

ラップ・アンド・ビルドを基本に、当面は現在

の水準を上回らない程度で適正な定員管理に努

めてまいります。

続いて、③の公社等改革の推進につきまして

は、これまでの取り組みを継続して、引き続き

公社等改革に取り組むため、新宮崎県公社等改

革指針を本年４月に改訂いたしまして、県の出

資や派遣職員の基準から改めて選定しました45
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法人を対象としまして、新たな数値目標を定め

て、県の関与のあり方の見直しなどのほか、新

たなものとしまして、県との随意契約の締結状

況等を公開することとしております。

さらに④の危機事象への対応や⑤来年度から

導入されます新たな行政不服審査制度の適正な

運用の準備に努めますとともに、⑥にあります

ように、職員の相互派遣、合同研修等を通じま

して、市町村との連携に取り組むこととしてお

ります。

32ページをお願いいたします。

今回新たに設けました視点の２、県政運営を

支える人材づくりと県有財産等の資産の有効活

用についてです。県が有する人材、財産、情報

等といいました経営資源を改めて見詰め直して、

さらに磨き上げながら、最大限に活用できる取

り組みを推進してまいります。

まず、人材づくりといたしまして、①では、

研修の充実や人を育てる人事管理等によりまし

て、職員の育成と能力の活用について、②では、

職員が仕事とともに子育てなど家庭生活とを両

立できる職場環境の整備、いわゆるワークライ

フバランスの推進について、③では、意欲を持っ

て仕事に取り組んでいる女性職員の働きやすい

職場環境づくりや資質向上のための取り組みに

ついて、④では、女性職員が安心して育児休業

が取得できる環境整備について、それぞれ取り

組むこととしております。

また、⑤の県有財産等の資産の有効活用とし

まして、老朽化が進む公共施設等について、総

合的、計画的な対策や未利用財産の売却、貸し

付け等のほか、県の保有する各種データを民間

企業等が再利用しやすいように公開するオープ

ン化などに取り組むこととしております。

次に、視点の３、県民ニーズに即した行政サ

ービスの提供につきましては、県政情報の効果

的な発信のため、①にありますソーシャルメディ

アを通じた広報の促進とともに、２にあります

ように、企業やＮＰＯ等のアイデア、ノウハウ

を活用するため、新たに県民提案型アウトソー

シングに取り組むこととしております。

その他、③にあります県税のコンビニ納付の

税目拡大や電子納税の導入、④のＩＣＴ情報通

信技術を活用した業務改革、右側、次の33ペー

ジにあります、⑤のマイナンバー制度への対応

に努めていくこととしております。

次に、視点の４、持続可能な財政基盤の確立

につきましては、後ほど財政課長から説明いた

します。

34ページの中ほどより下に、策定の経過とし

て、これまでのプラン策定に係る経過をまとめ

ております。

最後に、35ページをごらんください。

プランの中で各改革プログラムに掲げました

数値目標を一覧にしております。現行プランよ

りも１つ多い27項目としておりまして、10番、11

番の女性職員の登用関係などが新たな項目と

なっております。

議案第18号「みやざき行財政改革プランの変

更について」は以上でございます。

39ページをお願いいたします。

議案第18号の関連となりますが、その他報告

事項としまして、26年度まで実施しましたみや

ざき行財政改革プランに基づく行財政改革の取

り組みについて、その内容を要約しております

ので、説明させていただきます。

平成27年度策定の宮崎行財政改革プランに基

づき、４年間改革を推進してまいりまして、26

年度が最終年度でありました。このプランでは

３つの視点から取り組みまして、それぞれの視
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点ごとに取り組み内容をまとめております。

初めに、１の効果的・効率的な行政基盤の確

立の（１）効率的で質の高い行政基盤の整備で

は、ページ中ほどにあります③の定員管理につ

きまして、スクラップ・アンド・ビルドを基本

としながら見直しに努めました結果、27年４月

１日での知事部局等の職員数は、17年の4,231人

から423人少ない3,808人となり、１割程度の削

減という目標を達成することができました。

次に、40ページから41ページの上ほどにかけ

まして、（２）公正で透明性の高い県政運営にあ

りますコンプライアンスの推進ですとか、（３）

適正で成果重視の県政運営にあります事務の適

正化、（４）市町村との連携にあります職員派遣

などに取り組んだところです。

特に、41ページ、上から５行目にあります（３）

の⑨公社等の改革には、改革の指針に基づきま

して、数値目標を掲げて取り組んだところです

が、対象公社等の数、県職員の派遣数について

は、目標達成には至りませんでした。

続きまして、２、県民目線による行政サービ

スの提供ですけれども、（１）県民への情報発信、

県民ニーズの的確な把握と県政への反映の各種

取り組みのほか、42ページ、（２）県民等との連

携・協働につきまして、ここは上から２行目の

①にあります多様な主体との協働を進めました

ところ、県事業における協働事業数に係る目標

というものを達成することができました。

また、（３）県民サービス・利便性の向上につ

きましては、③にありますような市町村への権

限移譲などに取り組んだところであります。

次に、43ページをお願いいたします。

３の持続可能な財政基盤の確立、第三期財政

改革推進計画に基づく取り組みですが、まず、

上から４行目、①の中期財政見通しにおける４

カ年度の収支不足額1,113億円につきましては、

事務事業の徹底した見直しなどの結果、841億円

まで圧縮が図られました。

これらの取り組みにより、②の26年度末の県

債残高１兆268億円、うち臨時財政対策債等を除

く実質的な県債残高は5,359億円と、大幅に減少

する見込みとなりました。

一方、③の26年度末の財政調整のための基金

残高は463億円となりましたが、27年度の予算編

成における取り崩しによりまして、27年度末残

高は227億円程度となる見込みであり、依然とし

て厳しい状況が続きますことから、引き続き財

政改革の取り組みを積極的に進めていく必要が

あります。

最後に、44ページをごらんください。

行財政改革プランの数値目標と、それに対し

ます４年間の実績を記載しております。これら

の結果も踏まえまして、先ほど御説明いたしま

した新たなプランによりまして、今後も引き続

き、目標達成に向けて全庁的な取り組みを進め

てまいりたいと考えております。

なお、これまでの取り組み結果の詳しい内容

につきましては、資料の別冊１として、取り組

み状況の冊子をお配りしておりますので、後ほ

どごらんください。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○阪本財政課長 それでは、私のほうから財政

改革推進計画について御説明いたします。

資料の33ページにお戻りください。

４の持続可能な財政基盤の確立についてでご

ざいます。ただいまの行政経営課長の説明もご

ざいましたとおり、新たに27年度から第四期の

財政改革推進計画に取り組みたいと考えており

ます。冒頭、部長からの説明にもございました
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が、平成16年度以降、11年間３期にわたり、財

政改革に取り組んできたところでございます。

しかし、やはり今後も増高する社会保障関係

経費、それから先ほども話題になりました各種

施設に関するさまざまな経費がございます。し

たがいまして、また今年度を初めとする４年間、

この計画に取り組みたいと考えておりまして、34

ページをごらんください。

上の表でございます。この中期財政見通しと

いうことで、この財政改革に取り組まなければ

どうなるかという見通しでございます。網かけ

にしてあります一番下、収支不足額の欄、今年

度27年度の欄の△237億円、この額が財政関係２

基金をことし補正後に充当している額でござい

ます。この27年度の６月補正後の肉づけ後の予

算 を 基 本 的 に そ の ま ま 引 き 延 ば し ま す

と、28、29、30と３カ年、毎年200億から300億

の収支不足が生じる見込みでございまして、こ

の４カ年合計しますと、ちょっと数字書いてご

ざいませんが、４カ年で1,028億円の合計収支不

足が生じる見込みということでございます。

したがいまして、お戻りいただきまして、33

ページの（３）具体的な取り組みでございます

が、効果的・効率的な歳出を実現ということで、

歳出の削減、イのところにございます、一方、

歳入確保といったことで、基本的にこのアとイ、

これまでの第三期の財政改革推進計画と内容に

ついては大きくは変わっておりません。

変わった点を申し上げますと、イの例えばふ

るさと納税の確保、これは新たな取り組みでご

ざいます。それから、ウのところ、その他とし

まして、新たな公会計制度の検討ということで、

これは、平成29年度を目途に新たな公会計制度

に取り組みなさいということになっておりまし

て、現在、作業に着手しているところでござい

ます。

戻りまして、アのところで効果的・効率的な

歳出の実現ということで、義務的経費・投資的

経費について引き続き見直しを行います。また、

さらに一般行政経費についても徹底した毎年の

見直しを行いまして、ここに右に書いてある数

字、これは県費ベースでございますけれども、

合計で４年間で694億円の歳出削減に取り組みた

いと。その結果、何とか財政関係調整の２基金

について一定額を保てるのではないかというこ

とを見込んでいるところでございます。

説明は以上でございます。

○髙林税務課長 議案第５号及び議案第６号並

びに報告第１号につきまして、いずれもお手元

の総務政策常任委員会資料により御説明いたし

ます。

委員会資料27ページをお開きいただきたいと

思います。

議案第５号「宮崎県税条例の一部を改正する

条例」でございます。

１の改正理由ですが、地方税法等の一部改正

に伴い、県民税配当割の特別徴収義務者の指定

及び外形標準課税の対象となる資本金１億円超

の普通法人の法人事業税の税率の改正を行うも

のでございます。

２の改正の内容でございますが、まず、（１）

の県民税配当割の特別徴収義務者の指定の改正

についてでございます。これは、上場株式など

の配当につきまして、特別徴収義務者として既

に指定されている証券会社などの支払い取扱者

を経由せず、直接支払いがなされる場合に、そ

の支払い者を特別徴収義務者とするよう地方税

法が改正されたことから、本条例につきまして

も同様の改正を行うものでございます。

次に、（２）の法人事業税の税率改正について
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でございます。これは、外形標準課税対象法人

に係る法人事業税につきましては、外形標準に

基づく付加価値割と資本割、それと所得に基づ

く所得割の３種で構成されております。

今回の地方税法の改正では、この外形標準課

税に基づく部分の付加価値割と資本割の割合を

８分の３から２分の１に引き上げ、その分、所

得に基づく部分の割合を引き下げるために、所

得割に係る標準税率の引き下げが行われました

ことから、本条例についても同様の改正を行う

ものでございます。

具体的な税率及び推移については、表のとお

りでございます。

28年度分の改正につきましては、表の中の二

重で囲んでいる部分になっておりますが、これ

がこの議案第５号によるものでございます。

なお、27年度分の改正につきましては、この

後、報告第１号のほうで御説明させていただき

ます。

３の施行期日でございますが、県民税配当割

の特別徴収義務者の指定の改正については、平

成28年１月１日から施行し、外形標準課税対象

法人の法人事業税の税率改正等につきましては、

平成28年４月１日から施行することとしており

ます。

次に、委員会資料28ページをお開きいただき

たいと思います。

議案第６号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」について御説明

させていただきます。

まず、１の改正の理由でございますが、総務

省令の一部改正により過疎法に基づき、県税の

課税免除または不均一課税を行いました場合の

地方交付税の減収補塡措置が延長されたことな

どに伴いまして、改正を行うものでございます。

２の改正の内容についてでございますが、ま

ず、（１）の適用期限の延長ですが、過疎法、離

島振興法及び半島振興法に基づく県税の課税免

除または不均一課税の適用期限を２年間延長す

るものでございます。

次に、（２）の半島振興法の一部改正に伴う規

定の整備でございますが、不均一課税の対象業

種の拡大や市町村がそれぞれ地域の特性を踏ま

えた半島振興法に係る産業振興促進計画を作成

するなどの半島振興法の改正を受けまして、総

務省令についても改正が行われましたことから、

関係規定の整備を行うものでございます。

その他、所要の改正といたしましては、中心

市街地活性化法の不均一課税につきましては、

県内で適用されておりました日向市の区域につ

きまして、今後適用の可能性がなくなりました

ことから、今回、関係条項を削除するものでご

ざいます。

また、あわせてその他文言の整理を行うもの

でございます。

３の施行期日でございますが、この条例は、

削除する規定を除きまして、公布の日から施行

し、平成27年４月１日から遡及して適用するこ

ととしております。

続きまして、委員会資料36ページをお開きい

ただきたいと思います。

報告第１号「専決処分の承認を求めることに

ついて」でございます。内容は、宮崎県税条例

の一部を改正する条例の専決報告でございます。

今回の専決による改正は、１の改正理由にあ

りますように、地方税法の一部を改正する法律

が、平成27年３月31日に公布され、２の改正の

内容にございます事項については、いずれも課

税の根拠となる規定でございますので、時間的

制約から専決を余儀なくされたものでございま
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す。

２の改正内容についてでございます。（１）と

（２）は法人県民税と法人事業税関係になりま

す。

まず、（１）でございますが、資本金等の額に

無償増減資の調整を行った後の金額が、資本金

の額と資本準備金の合算額を下回る場合、資本

金の額と資本準備金の合算額とするものでござ

います。

次に、（２）ですが、これは、さきに議案第５

号におきまして一部御説明申し上げました外形

標準課税対象法人の事業税につきまして、外形

標準課税部分の割合を拡大することに伴い、所

得割の部分の税率引き下げを行う改正のため、

平成27年度分の税率改正でございます。

次に、（３）（４）（５）は不動産取得税関係

になります。

まず、（３）につきましては、保育事業等の事

業用に供する不動産につきまして、価格の２分

の１を控除する課税標準の特例措置が新設され

ましたことから、これに該当する不動産を取得

した場合には、不動産の取得に係る申告の当該

事実を証明する証明書を添付することを義務づ

けることとしたものでございます。

次に、（４）ですが、住宅及び土地の取得に係

る税率につきまして、本則税率の４％を３％と

する特例措置の適用期限を、平成30年３月31日

までの３年間延長したものでございます。

次に、（５）でございますが、これは、土地建

物取引業者が、住宅の取得後２年以内に一定の

改修工事を行い、個人に譲渡した場合、個人が

取得した中古住宅における特例措置と同様に減

額措置が新設されました。これに伴い、こうし

た場合における不動産取得税の徴収猶予等の措

置について、税条例で規定する必要が生じたこ

とにより、所要の改正を行ったものでございま

す。

次に、（６）ですが、これは狩猟税において課

税免除や税率の２分の１とする特例措置が創設

または拡充されたことに伴い、狩猟税申告書に

特例措置に該当することを証明する書類を添付

することを義務づけたものでございます。

次に、（７）でございます。これは（１）の部

分になりますが、第31条の改正に伴う地方税法

施行令の略称規定31条に置くため、規定を整備

したものでございます。

（３）の施行期日でございますが、狩猟税の

一部特例措置につきましては、鳥獣保護法の改

正法である鳥獣保護管理法の施行日でございま

す、平成27年５月29日から施行することといた

しました。それ以外の改正規定につきましては、

平成27年４月１日に施行しております。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○平原市町村課長 同じく常任委員会資料の29

ページをお願いいたします。

議案第８号「宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例」について御説明いたし

ます。

まず、１の改正の理由でありますが、住民基

本台帳法の一部改正等に伴いまして、関係条項

の改正を行うものでございます。

次に、２の改正の内容についてですが、まず

（１）につきましては、県が保有しております

本人確認情報を国の機関等へ提供する事務など

につきましては、住民基本台帳法に基づきまし

て、これまで総務大臣が指定する指定情報処理

機関に行わせることができることとされており

ましたが、法律が改正されまして、これらの事

務を地方公共団体情報システム機構という法人
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が直接行うこととされました。このため条例第

７条の指定情報処理機関に関する規定を削除を

いたしますとともに、法律の条ずれ等に伴いま

して、条例の第１条から第６条までの規定の整

理を行うものでございます。

次に、（２）の鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

関する法律施行規則の名称変更によるものです

が、これは、住民基本台帳法におきましては、

旅券の発行事務など本人確認情報を利用できる

事務が法律で定められておりますが、それ以外

にも、条例で定める事務につきましても、本人

確認情報を利用できるということになっており

ます。このため本県ではその事務の一つという

ことで、この鳥獣保護法施行規則の規定に基づ

く事務を規定をいたしておりますが、今回、こ

の根拠法令の名称が記載されておりますとおり

改正されましたので、関係規定の改正を行うも

のでございます。

最後に、３の施行期日は、（１）の住民基本台

帳の改正によるものが、平成27年10月５日から、

（２）の鳥獣保護法施行規則の名称変更による

ものが公布の日からといたしております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○来住委員 多分説明を聞いてもわからないと

思うんですけれども、教えていただきたいのは、

議案第５号に関することなんですけれども、ま

ず、そもそもがわからないんですよね。付加価

値額だとか資本金等の額だとか、その前の付加

価値割、資本割とかというのがわからないんで

すけれども、しかし、皆さんに迷惑をかけます

から。

多分これは法人事業税の所得割の税率は下げ

るけれども、いわゆる外形標準課税は上げると

いう内容になるんじゃないかと思ってるんです

が、現実に27年度は今からですから、26年度の

具体的にこの付加価値割それから資本割、それ

から所得割、このジャンルごとの区分ごとのい

わゆる法人の数だとか、それから、現に26年度

のこれによって課税された額というのが、わかっ

たら教えていただきたいと思うんですが。

○髙林税務課長 この外形標準課税制度につい

て、まず、用語の説明だけを先にさせていただ

きます。

まず、この所得割という部分につきましては、

これは文字どおり、所得に係るものでございま

す。

次に、付加価値割というのがございますけれ

ども、これは、報酬であるとか給与、それとか

純支払利子、それとか支払賃借料とか、そういっ

たものを対象にして課税するものでございます。

それと、資本割は資本金等の額に対してかけ

るものでございます。

そこで、外形標準と言われる分につきまして

は、この付加価値割と資本割という部分になり

ます。委員がお話にございましたとおり、今回

の改正では、資本割の部分を引き下げまして、

外形の対象となります付加価値割と資本割に対

する分をふやすというものでございます。

あと、委員のほうから次に御質問のありまし

た、この所得割、付加価値割、資本割のそれぞ

れの税収のことがございました。これにつきま

しては、26年のこれは実際の税収というか、調

定額のほうでちょっと御説明いたしますと、そ

もそもここの法人数というのは、外形はこの３

つで一くくりになりますんで、それぞれでなく

て税収だけ申し上げますと、所得割の部分が31

億円になります。それと、付加価値が18億円、
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資本割が７億円、合計で約58億円ぐらいが外形

標準対象法人の調定額と、これが26年度の調定

額となる見込みでございます。

説明は以上でございます。

○来住委員 法人数はわからないんですか。

○髙林税務課長 法人数につきましては、県内

の法人が、これは平成26年３月31日現在でちょっ

と申し上げさせてもらいますと、県内の法人、

県内に本店のある法人でございます、これが76

社、それと、県外のほうに本店がございまして

宮崎に支店がある会社がございますので、これ

が929社、合計で1,005社が外形対象法人となっ

ているところでございます。

○来住委員 確認ですけれども、この制度は、

資本金が１億円超えるものだけ。だから、１億

円を超えない中小企業とかそういう法人には適

用されないと。

○髙林税務課長 今回の改正は、資本金１億円

を超えるこの外形標準課税対象法人だけですの

で、１億円以下の分については、改正等はござ

いませんでした。

○満行委員 関連で外形標準課税が強化をされ

る。一方で、法人税の減税というのが、消費税

を前にして議論が進む。法人税減税の穴埋めの

財源も見当たらないまま進んでるわけなんです

が。多くの中小企業の団体から、外形標準課税

が進むと、これがこのとおりになれば、地場の

企業は大変負担がふえるけれども、大企業は軽

減されるばっかりだという指摘が出てるんです

けれども、税務課長としてはどういう認識なの

か、お尋ねします。

○髙林税務課長 委員のほうからお話もありま

したように、今現在１億円超の大きい企業でご

ざいますので、これについてはあれですけれど

も、今のところ中小企業等の法人税につきまし

ても、800万円以下の分については、これまで19

％の法人税の税率が15％に軽減されております。

これが延長されております。

それと、また800万を超えるような法人税の税

率については、法人税率の引き下げによりまし

て、25.5％から23.9％と、こういった所得のほ

うには下がっております。現在のままでしたら、

中小企業等、対象には今のところ影響がないと

は思いますけれども、今後、資本金１億円を超

えるという部分が変動しますと、中小企業等へ

影響することは考えられます。

○満行委員 １億という線で引かれてますけれ

ども、その１億以上の企業でも県内かなりたく

さんありますよね。その企業には増税なのか、

減税なのか、どう見ればいいんですか。

○髙林税務課長 今のところ、先ほど来住委員

のほうからございましたように、今、県内の法

人のほうが26年で76社ございました。この中で、

確かに黒字法人につきましては所得のほうが下

がりますんで、影響はどちらかというと、企業

としてはいい影響がございます。逆に、それま

で赤字のほうでございましたら、今度は外形の

ほうで税率が上がるわけですので、影響額は出

てくるわけなんですが、実はこれ27年４月１日

からの改正でございますので、これが本年度終

わって、来年からしか影響が出ないもんですか

ら、今のところ、影響のほう、私たちも見込め

てないというのが正直なところでございます。

今度の決算時期とかを見ながら、そういったこ

とを検討していくことになるかと思います。

以上でございます。

○坂口委員 外形だから大企業の影響はそうい

うことなんでしょうけれども、本社を県内に置

く１億以上の企業というのは、本県の場合、全

体の事業所のたしか２％ぐらいだったと思うん
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です。だから、数としてはちっちゃいんですけ

れども、問題は、赤字だって税がふえますよと

いうことで、一つは厳しいところが出てくるの

と、逆に恩恵を受けるところ、これは個々の問

題で千差万別と思うですけれども、外形標準に

対する課税が上がることで、問題は付加価値の

部分だと思うんです。給与総額に対しての税率

が上がってくるということになると、給与を上

げようとする努力を抑止する抑止力がここに働

きますよね。そこのところでやっぱり、県あた

りがどんなぐあいに今後、もうこれ決まったこ

とだからしようがないけれども、そこをどう補

完というか、そういったところに対しての事業

主の理解というもの、給与を上げていく、県に

所得を上げろというのは、これは県税ですから、

そこに対してどういうぐあいな課題意識を持っ

ておられるのかが一つと。

このことによって得する県、税収面から見て、

歳入がふえる県というのもたくさんあろうと思

うんですけれども、本県の場合は、むしろ減る

ことにつながらないかなと思ったり。例えば、

さっき言ったように、大方が小資本の中で、そ

して外形に対してのものが倍ぐらいされる。そ

して、もうけに対するものが半分ぐらいに大ま

かになっていくわけですよね。そうなったとき

の本県の税収の減につながる可能性のほうが大

きいんじゃないかという気がする。逆かもわか

らんけれども、そこらの見通しというのはどん

なぐあいになってるんですか。

○髙林税務課長 まず、今おっしゃられた本県

に対しての影響額なんですが、これについては、

今度の決算とか見ないと、まだ私たちもつかめ

ていないところでございます。

あと、さきに委員からお話のありました、例

えば付加価値割のところの報酬部分につきまし

て、今、給与等を上げなさいという分がござい

ますので、その辺はどうなるのかということな

んですが。ここにつきましては、付加価値割の

中で計算方法の一つなんですが、例えば、給与

報酬額についてだけ、控除するものがございま

して、説明させていただきますと、この報酬と

か給与の額のうち、例えばこの付加価値割全体

の……。逆に報酬割額の比率が、全体の付加価

値の７割を超えるような場合、かなり給料をふ

やしたというような場合については、その７割

を超える部分については、課税標準から控除す

るとかいう一定の配慮はしていただいていると

こではございます。

○坂口委員 ７割もふやせればですね、それは

税率が0.0数％上がっても、そう生活に対しての

影響というのは、実際からしたら絵に描いた餅

だと思うんですね。ただ、利点というのは、安

定性は出てくると思うんですよ。景気の変動に

よって歳入される額、行政にとってはですね。

そこが一つは利点かなという気はしますけれど。

今後を見なきゃわからんけれども、圧倒的に98

％ぐらいが１億以下の資本金の企業だというこ

とを考えたときに、本県の問題は5,000万、3,000

万、1,000万という、今度はボーダーラインを下

げてくる可能性というのは、これは国として当

然考えますよね。試し玉を投げてみて、反応を

見て、１億からちょっと下げよう。ここらに企

業群がどっさり張りついてるわけですから、税

収をふやそうという作業、そのときに我々もま

た今度は意見書とかいろんな知恵を出していか

んといかんと思うんですけれども、そうなった

ときに対してのシミュレーションというんで

しょうか、県なりの試算なりとかいうんで、こ

れはやっぱり阻止しないと、本県は非常に都市

部に比べて大きなダメージを受けるよ。地方創
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生の流れに全く逆行するというようなことにな

りかねないんじゃないかと思うけれども、その

分析というのはされてます。

○髙林税務課長 今現在、まだそういった分析

はしておりませんので、またそういうものも勉

強していきたいと思います。

○坂口委員 ここはすごく重要なところだと思

うんですよね。やっぱりこの資本金の１億を下

げられるぐらいの、それぞれが大変なもとにやっ

てるわけだから、しっかり守っていく努力もやっ

ていかなくてはいけないのかなと思うんですけ

れども、ぜひまた情報を議会のほうにも示して

いただきたい。

○清山委員長 ほか、ございますか。

○坂口委員 住基台帳に関してですけれども、

これ事務の受託先が地方公共団体情報システム

機構というところに変わったということなんで

すけれども、これ有料ではないかと思うんです

けれども、事務処理料というのはですね、委託

料、これどれぐらい。

○平原市町村課長 ちょっと確認をさせていた

だきます。

○坂口委員 議案18号、行革プランの変更に関

してです。ここで、さっきの県有資産の維持整

備基金にもかかってくるんじゃないかなと思う

んですけれども、⑤県有財産等の資産の有効活

用というのがあるんですけれども、これは一つ

には、ファシリティマネジメントの意味を含ん

でるのかな、もう一つには、アセットマネジメ

ントの意味を含んでるのかな。これ似てそうで

全く違うんですよね。

ファシリティとなると、今後のいろんな不動

産に対しての県民ニーズ、いろんなものを考え

て、いかにそこに最高の質のものを県民に提供

できるか。それが、しかも最低限の費用で提供

できるかということで、これ年次的にならして、

経費を平準化していこうというアセットマネジ

メントとは大きく違ってくる。この時期にこの

投資が必要だというのが出てくると思うんです。

そうなると、先ほどの丸山委員の質疑にあった

ように、この維持管理基金ですか、県有施設の

維持管理整備のための基金、これはやっぱりあ

る程度目標の数値を置いて、そういった財政ニ

ーズ、資金ニーズに応えた計画が、このファシ

リティマネジメントには特に必要になってくる

と思うんですね。その上で、今度はアセットマ

ネジメント、老朽化施設がたくさんありますか

ら、これは結果的に、やっぱりいかに歳出を平

準化しながら、その後も長くもたせて安全に使

えるかということだと。これは、今度は経常的

な、毎年平均的な経常的な経費として出てくる

と思うんですね。これは今後、国のこの土木予

算のあり方を見ると、新規に投資する予算とい

うのは、ぎりぎり狭められて、維持管理のため

のものになってくる。そうなると、また今の交

付税の算定のあり方もだけれども、既存の現有

施設、資産に対して大まか交付されてくるとい

うこと、宮崎県は非常に交付が減ってくる可能

性が高い。そうなったときは、先ほどのこの基

金に対しての依存度というか、ここをしっかり

やっぱり今からやっとかないと、安全な施設を

提供することすら難しくなる。管理責任が問わ

れるようなことにもなりかねないという時代が

来てそうな気がするんです。これは大いに結構

なことだけれども、そこらをまたセットにされ

て、この見直しプランをやられてるのかどうか

ということ、これはどこにお尋ねすればいいで

すかね。

○平原市町村課長 先ほどの御質問の関係でご

ざいますが、指定情報処理機関にまず委託的に



- 98 -

平成27年６月25日(木)

交付しております予算としまして、3,600万ほど

でございます。それから、サーバを向こうに設

置していただいてますので、その分の委託費と

して700万円余をお願いをしております。

それから、先ほど説明しました国の機関等か

ら照会がございまして、それに答えますと、手

数料を直接機構のほうで徴収することができる

ようになっておりまして、それが１件当たり10

円で、大体本県分として年間500万件ぐらい利用

がございますので、その分が5,000万ぐらいには

なるのではないかと思っております。

以上でございます。

○坂口委員 やっぱり機構には手数料とその委

託料だけ、基本料金だけで、もう云十億ぐらい

全国ではあつかう勘定になって、これ膨大な金

だなって、そんな経費が本当にかかるのかなと

いう、ちょっと、本当にかかるかなと。県でやっ

たほうが、うんと得じゃないかというような気

もするんですよね。ここらはやっぱり遠慮せず

に物を言っていって、その根拠を示させないと、

言われるまんまに取られるんじゃ、これはちょっ

とおかしな、あの世界の出来事みたいな気がし

ますよね。余りにも膨大な金を取ったりする。

これも要望にとめておきます。

○菓子野総務課長 先ほど総合管理計画、公共

施設等について御質問がありました。その他の

報告事項で、本日報告をさせていただきたいと

思っておりましたところなんですけれども、委

員御指摘のとおり、今、ファシリティマネジメ

ント、アセットマネジメント、そういった観点

から、全ての公共施設につきまして、そのあり

方、そして長寿命化の手法、そういったことを

検討するように国からも指導がございます。昨

年から、私ども全庁的な組織、検討委員会をつ

くりまして、今この宮崎県公共施設等総合管理

計画の策定に取り組んでいるところでございま

す。

来年の前半をめどに、この計画をつくり上げ

まして、あとまた個別計画もそれに基づいてつ

くっていくと。やはりポイントは、委員がおっ

しゃられたように、最適な公共施設の提供、そ

して、今ある公共施設の長寿命化、ライフサイ

クルコストの低減、こういったことを目指して、

今、計画を検討しているというところでござい

ます。

○坂口委員 ですので、具体的に一つは、やっ

ぱ丸山委員が指摘したように、今度、国体とい

うように日時が限られてるもの、ここにいかに

県が持ってるあらゆる不動産、更地も含めてで

すけれども、これを県民に提供し使用させると

いうことが、民間と違って、運営とか経営にな

るのかなと思うんですけれども、それに最も最

適な状態で最大の効果を期待しながら最小のコ

ストでやりなさいということでしょう。こうな

ると、やっぱりプロジェクトなりをまず立ち上

げてやっていくことが、これは専門的な知識、

それから技術に対するものだから、財政、お金

に対しての専門的な知識と、こういった構造物

に対しての専門的なもの、それから、今後の県

のいかにこの県民ニーズがその使用とか利用に

対して生かせるのか、そういったものをしっか

りやって、チームを組んでやっていかないと、

初めてですよ、ファシリティマネジメントの考

え方が浮上してきたのは。アセットマネジメン

トは、橋梁とかについて県土整備部がおやりに

なられて、これはさっきも丸山委員が尋ねたよ

うに、具体的に数値を設定しなければ、290億が

漠然とじゃなくて、これを何年で何ぼ必要なん

だ、そこもやっぱり行財政改革の中にフィード

バックしながらやっていく必要があるのかなと
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思います。お願いをしておきます。

○清山委員長 それでは、ほかに質疑はござま

せんか。

○丸山委員 31ページの一番上のほうに、行政

ニーズに対して簡素で効率的な体制づくりとい

うことで、これは県のほうでは、係制度から班

制度に変えたと思ってるんですが、班制度に変

えたのは、恐らく事務仕事量をうまくシェア、

うまくバランスをとっていくために班制度を

やってきたと思ってるんですけれども。なかな

かその班制度をつくったけれども、実際、人事

管理というのは、基本的に変わらず係で動いて

いるという部分が多いのではないのかなと思っ

ているんですが、この辺がそのまま続いていく

のか。もしくは、県民が土木事務所とか行った

ときに、所長、次長、課長まで、あとはリーダ

ーということで、それで係員みたいな形になっ

ている。リーダーという言葉が非常にわかりづ

らい。言いにくい。本課に行くと、部長、次長、

課長、課長補佐までいるわけです。主幹とか副

主幹とか、よくわけのわからん言い方、曖昧に

逆になっている。責任のあり方がなってないも

んですから、もう係長は係長という形でしっか

り責任を持たすことも、今回の意識改革も含め

て、そういう指定ができないのかなと思ってる

んです。それはどうなんでしょう。それはでき

ないのかというのをお伺いしたいなと思ってる

んですけれども。

○吉村行政経営課長 担当制の関係でございま

す。担当制の導入につきましては、平成16年に

本庁の一部に導入しました後、17年に本庁全体、

それと19年度から研究機関とかを除きまして、

出先機関全体に拡大してきたところでございま

す。

委員からの御指摘もありましたように、担当

制のメリットとしましては、所属長の判断で、

業務の忙しいとか職員の状況とか、そういった

ものを見ながら柔軟に組織運営ができるという

ことで、年度途中であっても、行政需要が変わっ

た場合に、その緊急性に柔軟に対応できるとい

うことでメリットを考えているところでござい

ますが、御指摘のありましたように、うまく使

われているのかというところについての御意見

もあるかと思います。

実際に担当制を活用しまして、配置の変更を

したりしてるい例は、26年度も１件ございまし

たし、25年度も５件ほどというようなことで、

その担当制があることによっての実際にメリッ

トを生かした配置を臨時的に対応できたという

面もございます。

あと、呼び名の部分ですけれども、課長補佐、

主幹、その職名につきましては、出先機関も主

幹でありましたり、副主幹といった方が担当リ

ーダーということで、その担当制の中のリーダ

ーを務めているということで、呼び名としまし

ては、リーダーということで職員録とかにも表

記、そこの班の責任者という意味では、リーダ

ーという名前を表記させていただいております

が、横文字で呼んで適応な場合と、職名で呼ん

で主幹とか副主幹とか呼んだりする場合での呼

び名とでは違うかもしれませんけれども、本庁

においてもリーダーという表現と、あと職名と

しての主幹、副主幹というのは一緒の形で運用

はさせていただいているところでございます。

できれば、この呼び名の変更というよりは、

実際の業務の運営上の風当たりのよい職場環境

ですとか、そういったあたりで仕事のやりやす

さ等については対応してまいりたいと思ってお

ります。以上です。

○丸山委員 実際、担当制といっても、ほとん
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どもう活用されてる事例がないというようなこ

とであれば、何かしっかり流れによってつくっ

ただけじゃなくて、実際本当に効率よい行政が

されているのかというのを、しっかりもう一回

見直していただきたいのと、やはり責任を持つ

というのは、やってほしい。やっぱり係長、長

がつくことによって、すごく責任も持って仕事

もやれるんじゃないかという雰囲気もあったり、

外から県以外の人から見たときに、リーダーと

か副主幹とか何かすごくわかりづらいというの

があるように聞くものですから、何かわかりや

すい形をつくっていただいたほうが、今後の県

民から見たときに何係というほうがわかりやす

い。担当とか何か非常にわかりづらい。リーダ

ーなのか、副主幹なのか、主幹なのかというの

を言われたときに、一般県民から非常にわかり

づらかったりするものですから。

あともう一つ、やっぱり私、名をもって体を

あらわすという感じで、しっかり責任があって

ほしい、責任をやるような職場環境を含めて、

私は取り組んでいただければなということを要

望しておきたいと思ってます。

○清山委員長 ほか、質疑ございませんか。

○新見委員 この委員会資料の32ページの上の

ほうですね、２番ですけれども、今回新しい柱

になったわけですけれども、この中の５番です

ね。先ほど坂口委員も少し言及されましたけれ

ども、県有財産のこれからの有効活用等の中で、

例えば、前、一般質問でも取り上げたことがあ

るんですけれども、警察宿舎とか公営住宅とか、

要するにかなり老朽化して新たな人たちも入ら

ない、でも、まだわずかに入っているというよ

うなところ、県営等、県の住宅等がたくさんご

ざいますが、そこ辺もしっかりこの中で見直し

ていただけるものなのかどうか、ちょっと確認

させていただきたいと思います。

○菓子野総務課長 そういった点も一つの見直

しの視点ということで考えておりまして、今、

職員宿舎は知事部局が設置し、そして病院局が

設置し、警察、そして教育委員会それぞれ設置

しております。ですから、延岡市でしたら、延

岡市にそれぞれそういった宿舎があるというよ

うな状態がございます。

その中で入居率が低くなっているところもあ

ると。民間が代替しているところもある。そう

いった現象も出てきているわけです。そういっ

た場合には、やはり部局ごとにつくるという発

想ではなくて、もう一つにまとめてつくる。そ

して、例えば国も市町村もそういった悩みがあ

るかもしれません。そういったところとも連携

をして、一つのものにしていくという発想も出

てくるのではないかと思います。

いずれにいたしましても、職員宿舎のあり方

については、この計画の中で特に個別計画の中

で見直しを図っていくということになっていく

と思います。

○新見委員 県民の目線もかなり厳しいものが

あって、結構我々も、こっちの県営住宅は満杯

なのに、こっちはがらがらあいてるかというの

をよく聞きますので、しっかり取り組んでいた

だきたいと思います。

それと、同じく県有財産等についてですが、

売却等も考えられるにしろ、貸し付けです。一

時期、公共スペースの貸し付けとか、そういっ

た取り組みもありましたが、その公共スペース

の貸し付けについても、この中できちっと取り

上げていかれるんでしょうか。

○菓子野総務課長 貸し付けにつきましては、

国も非常に問題意識を持ってるということがご

ざいます。現に西臼杵支庁では、国の検察の調
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査室みたいなところがあるんですけれども、そ

れを西臼杵支庁に借り入れていると。西臼杵支

庁の庁舎内でそういった検察の仕事をするとい

うようなことがもう始まっております。ですか

ら、お互いにそういった融通し合うというんで

すか、そういった発想で今進められているとい

うことがございます。

○清山委員長 ほか、ございますか。

○丸山委員 34ページの行政の財政見通しの

ちょっと確認だけさせていただきたいんですが、

一般行政経費がことし220億ふえたというのは、

これは先ほど13億の県有財産基金を積んだから、

こんなふえたというのが主な原因なのか。そう

いうことでずっと途中で28年には減って、また29

年には210億とかふえていたりとか、単純にもう

ふえるという感じになってるもんですから、こ

の辺の一般行政経費がふえるような根拠、でこ

ぼこがあって、29年、30年にはふえていきます

よというような、何が想定されているのかとい

うのをちょっとお伺いしたいと思ってますけれ

ど。

○阪本財政課長 まず、今年度、平成27年

度、2,230億ということになっております。これ

はまさに今、委員がおっしゃった積立金13億。

あとそれ以外には、防災のための基金の27億の

積み立てもございます。ただ、一番大きいのは、

消費税の増税に伴いまして、市町村への交付金、

それから都道府県間の清算金、これがかなりふ

えております。あと、それ以外には、社会保障

の関係経費もふえておりますので、この10.1％

と大きな伸びとなっております。

その反動で、28年度は大きく減る形になって

おりますが、29年度以降は、現在確定しており

ます消費税10％への引き上げがございますので、

一応この分での交付金、清算金等を見込んでい

るところでございます。

○丸山委員 この表を見たとき、いつも毎年３

年目で大体基金がなくなりますよというのが出

てきて、実際は年度末に戻して、基金がそこま

で減らないというのをずっとつくって、それは

聞くと、財政改革をやったから、そうなんです

よという言葉をされているんですけれども。何

となく、いつもこのような地域計画なりをつくっ

てみると、３年後には基金がなくなりますとい

う表現でしているのに、毎年、もう16年からこ

ういう地域財政見通しをつくって改革をやって

きているのに、いつも何か騙されているんじゃ

ないのかなというような気もせんでもないもん

ですから、この辺のテクニックになられるのか

なという思いがあるもんですから、この計画自

体、本当にどうなのかという、制度が高いのか

というのを含めてお伺いしたいなと思っていま

す。

○阪本財政課長 よく言われる指摘ではござい

ます。ただ、ちょっと数字を御説明いたします

と、例えば27から30までのこの網かけの部分の

収支不足額、これ合計いたしますと、先ほど申

し上げたとおり1,028億になります。ところが、

この一番下、当初予算編成後に基金残高見込み

額の欄をごらんいただきますと、27年度末が227

億円に対しまして、30年度は△309億円というこ

とで、上下しますと536億円基金が減ると。27年

度末からしますと、30年度末は530億余り。です

か ら 、 収 支 不 足 の 2 7 年 度 分 は 除 き ま し

て、28、29、30の３カ年を合計しましても、約800

億の収支不足に対しまして、基金残高の減は530

億程度でございますので、何が言いたいかとい

いますと、戻りの分については一応ここでは見

込んだ上で、この基金残高というのはつくって

るところでございます。
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ただし、要するに何も財政改革に取り組まな

い、節減をしないということを前提にこの数字

をつくっておりますので、おっしゃるとおり、

ちょっと過大ではないかという御指摘について

は、ちょっと反省しなくちゃならない点かなと

思いますが、（発言する者あり）戻り分につきま

しては、一応見込んだ上での基金残高でござい

ます。

○丸山委員 今回もやっぱり公共投資が100億

減って、投資金が27年度。知事として物すごく

頑張ったんだよって言われているんだけれども、

実際、我々が現場のほうで聞くと、公共工事、

建設産業が非常につらいと。恐らく、このまま

では、もっと建設産業は厳しくなるんじゃない

かと言われています。２年前には補正予算でか

なりついて、繰り越し繰り越しがあって、どう

にかあのとき回ったんですけれども、もう今本

当にカチカチの状態のときを考えますと、本当

にこれ県の財政は残っても、県民が破たんして

いくんじゃないのかなというような懸念もある

ものですから、適宜この財政の確保はしっかり

やっていかなくちゃいけないのは十分わかるん

ですが、財政出動すべきことはするんだという

覚悟を持ってやっていただくようにお願いした

いと思います。

○清山委員長 ほか、質疑ございませんか。

○島田副委員長 委員長が質疑あるということ

で、私が進行させていただきたいと思います。

よろしくお願いします。

○清山委員長 今のに関連して、最初は数字を

教えてほしいんですけれども、この本体の別冊

のプランの54ページには、その見直しを行った

場合の基金残高というのが平成30年まで書いて

あって、694億円見直しをしたら、平成30年は206

億円残りますよと。見直しを行わなかった場合

は、この資料の34ページに書いてるように309億

円の赤字ですよと。これ大体ざっくり500億円の

差なんですけれども、見直し額は694億円ですよ

ね、この差はどこに出ていくんですか。

○阪本財政課長 まず34ページの数字につきま

しては、何も見直しをしない。そうすると、毎

年度200億から300億、合計1,028億の収支不足で

す。ただし、これは先ほど申し上げたとおり、

戻りの分はここに入れておりませんので、戻り

を入れますと227億、27年度末から30年度末のマ

イナスの309億円ということで、ここで530億余

りの基金残高としてはマイナスになります。そ

れが先ほど委員がおっしゃったこの基金残高、

本編のほうの54ページの資料になるかと思いま

す。これ数字全てを計上しておりませんので、

非常にわかりにくいんですけれども、例えばこ

の54ページでいいますと、まず、基金残高の26

年度末の数字が、下のほうですと、26年度末463

億円となっております。このページの一番上に

戻っていただきまして、平成27年度の収支不足

が237億、これを取り崩しますので、463億から237

億を引くと226億円となります、これが今年度。

ちょっと数字が１違っておりまして227なんです

けれども、四捨五入の関係で、27年度末が227億

円。これに対しまして、見直し目標額の平成27

年度の欄、ここが合計しますと155億円というこ

とになっております。ここがちょっと数字の見

ようでございまして、下の米印で書いておりま

すが、事務事業の見直しをスクラップ・アンド

・ビルドによる他の事業への振りかえを含むと

書いておりまして、この意味は、事務事業見直

しの欄が55億円見直しますと、数字を記載して

おりますけれども、これは実際、27年度の歳出

を55億円見直すということでございます。とこ

ろが、それをまた28年度に55億スクラップしま
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すが、このうちの一定額をビルドいたしますの

で、収支不足に直接はねますのが、実はこの55

億のうちの８億が基金に戻せる額ということで

ございます。

それから、前後しますが、その上の投資的経

費の重点化、これで10億歳出を見直すとしてお

りますが、これは上のこの表の右肩に書いてま

す県費、一般財源プラス県債を含んだ歳出の減

でございまして、県債も減となりますので、つ

まり借金を減らすということですので、やはり

その一般財源分だけでいいますと、この10億の

うちの２億ということになります。したがいま

して、ここに書いてあります数字の10のうち、

実際、基金にはねますのが２億、55億のうち８

億ということになりますので、合計額の155億の

うち、基金にはねる数字としては100億となりま

す。

したがいまして、先ほど申し上げた27年度末

の基金残高227億に100億を足します。そうする

と、337億となります。それと、平成27年度の下

の基金残高の412億の差が85億ございます。こ

の85億が先ほど丸山委員から御指摘のありまし

た見直し、特に見直しをするわけではないんで

すが、執行残というのが毎年出ます。その執行

残、入札残ですとか、特に努力したわけではな

い執行残が85億ございますので、それを見込ん

で、最終的に27年度末が412億となるという数字

の流れになっております。この80億については、

ちょっとこの表では数字としては見えませんけ

れども、毎年同額を計上し、基金残高を推計し

てるところでございます。

済みません、わかりにくい説明でございます。

以上です。（「わかりにくい」と呼ぶ者あり）

○清山委員長 今の説明だと、237億の収支不足

で463億だから、その差額の227億だと。しかし、

この見直し目標額の155億円は、先ほどいろいろ

説明があった中で100億だと。だけど、その100

億の中にこの執行段階での経費節約というの、80

億もまた入っているんですかね。

○阪本財政課長 80億は要するに積極的に見直

す、能動的に見直した80億ということで入れて

おります。

それ以外、能動的ではない執行残、入札残と

いうものが別途85億、ちょっとここでは数字は

計上しておりませんけれども、80億というのも

見込んだ上で27年度末の基金残高412億と計算し

ております。

○清山委員長 委員会資料33ページの真ん中あ

たりに書いてる⑤の執行段階での経費節約と320

億円というのは、これは能動的な節約、それと

も執行残見込み。

○阪本財政課長 この320億は、54ページの執行

段階での経費節約と80億の４年分320億、能動的

な見直しのみでございます。

○清山委員長 そしたら、受動的な執行残の八

十数億円というのは、この34ページに含んで、

能動的なやつはやらないというシミュレーショ

ンなんですね、これは。

○阪本財政課長 まず、能動的な80億につきま

しては、この見直し目標額の中でごらんのとお

り計上しております。

もう一つ数字を申し上げますと、⑦のところ

の26年度末が463億、一番上に戻りまして、27年

度収支不足が237でございますので、差し引き、

ちょっと１違いますが、227億の残見込み。それ

に対して、見直し目標額の155と書いてあります

が、このうちの100億が積極的な見直し等により

まして100億戻ります。プラス85億、合計185億

が戻ってきますので、227プラス185で⑦の平成27

年度末残高が412億と。
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○清山委員長 この執行残という受動的な執行

残というのは、毎年実績値として、24年、25年、26

年と、大体どれぐらいで推移されてるんですか。

○阪本財政課長 この執行段階といわゆる能動

的なものと受動的なものを合わせまして、過去

４年間平均で163億円出ております。

○清山委員長 合わせないで、執行残というの

はどれぐらい出てるんですか。

○阪本財政課長 これ毎年の２月補正、それか

ら専決、決算での数字でありまして、今のとこ

ろ、その区分はしておりませんので、ちょっと

今すぐにはわかりません。申しわけございませ

ん。

○坂口委員 関連してちょっと教えてください。

その執行残ですよね、これには公共事業、補助

公共なんかの分が大体どれぐらい含んでますか。

大まかな割合でいいです。

○阪本財政課長 最終的にこの基金にはねる額

としましては、起債充当後でございますので、

大まかにいいますと、補助公共の２分の１のさ

らにそれに起債が90から95％充当されますので、

トータルでいうと２％から５％の間ということ

になります。

○坂口委員 僕の聞き方がちょっとまずかった

かな。せっかく補助公共で補助金がついてきま

すよね。これ執行残で決算すれば、補助金部分

は返さなきゃならないじゃないですか。こんな

もったいない話ないですよね。今、ただでさえ

公共事業が減額されてひぃひぃ言っているのに、

建設。極力、今度は款、項、目、節の中の目の

中での他への張りつけとか、目の中での流用。

流用といったらおかしいんですけれども、活用

という。そこを積極的にやっていくべきではな

いかと思う。単純に財政健全化のために残った

ものを少しでも大きく、90％より高い落札率は

期待できないようにするなんていうやり方って

いう、一つには必要ですよ、その精神。しなが

ら、今言われるように、建設業という、いざっ

ていうときの頼みの綱、命の綱あたりの産業が

これだけ疲弊してるときに、しかも、せっかく

もらってきた予算を国に半分は返してしまうな

んて、これはもったいない話だと思うんです。

だから、そこはしっかり、あくまでも確保した

予算は、１円残らず使い切るんだ、またそんな

気持ちで編成した予算なんだ、余るなんてこと

はあり得ないんだという精神でやっていくべき

だと思うんですね。財政再建健全化ありきで。

だから、県の台所残って県民残らずというよう

なことに、さっき指摘したようになっては、こ

れは何のための改革かということなんで、これ

もぜひお願いしたい。

○清山委員長 ほか、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に報告事項に関す

る説明を求めます。

○都原消防保安課長 消防保安課でございます。

それでは、平成26年度宮崎県繰越明許費繰越

計算書について御説明いたします。

委員会資料の37ページをお開きください。

新総合防災情報ネットワーク整備事業の３

億7,800万円でございます。まず、この新総合防

災情報ネットワーク整備事業でございますが、

このネットワークについて簡単に御説明いたし

ますと、災害発生時の情報収集及び災害対策の

伝達を行うために、国や市町村、防災機関等を

結ぶ総合情報ネットワークのことでございます。

それでは、御説明いたします。

これは、多重無線設備整備工事において、小

林市に位置します大森山中継局モノレール敷設

ルート上に非常にまれな野生動物、希少な野生
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動物の群落等が確認されたためにルート変更を

余儀なくされまして、関係機関等との調整に日

時を要したために繰り越しとなったものでござ

います。御審議のほどよろしくお願いします。

○清山委員長 説明が終わりました。

質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

○菓子野総務課長 宮崎県公共施設等総合管理

計画についてでございます。これにつきまして

は先ほど御説明いたしましたので、重複は避け

ますけれども、３の計画のポイントだけ説明さ

せていただきます。

38ページでございます。

（１）にありますように、10年以上の長期の

計画にしたい。また、（２）のとおり公共施設全

体を対象にしたい。そして、（３）ということで、

更新、統廃合、長寿命化など、公共施設管理に

関する基本的な考え方を記載していきたいと考

えています。

この（３）につきましては、やはり建物系で

ございますけれども、先ほど申しました建物の

評価、傷みぐあい、劣化度でございますけれど

も、それとソフトですね、住民ニーズとか施策

上の必要性、そして、その他代替性といいます

か、市町村との連携ですとか、国との連携がで

きないかとか、民間との代替ができないかとか、

そういったいろいろな観点から評価をそれぞれ

行って、その必要性等について検討していきた

い。そして、先ほど委員が言われましたような

ファシリティマネジメント、施設提供の最適化

といったことも目標にしてやっていきたいと

思っております。

説明については以上でございます。

○郡司危機管理局長 南海トラフ地震対策に係

る国等の動きについて、御説明をさせていただ

きたいと思います。

資料の45ページをごらんいただきたいと思い

ます。

南海トラフ地震における具体的な応急対策活

動に係る計画（具体計画）についてでございま

す。この計画は、南海トラフ地震対策特別措置

法に基づきまして、本年３月末に作成されたも

のでございます。

まず、１の具体計画の概要でございます。（１）

目的でございますが、被害の全容把握を待つこ

となく直ちに災害応急対策活動を開始すること、

それともう一つ、被害が甚大と見込まれる地域

に対して、人的・物的資源を重点的かつ迅速に

投入すること、この２点が目的とされておりま

す。

（２）災害応急対策活動の項目でございます

が、①の緊急輸送ルート計画から⑥の防災拠点

までの６つの項目が定められております。

46ページをごらんになっていただきたいと思

います。

46ページに、各項目の概要について記載して

おりますが、例えば資料の中段でございます。

医療活動では、ＤＭＡＴ等の派遣計画や航空機

を活用した広域医療搬送計画、資料の下段にな

りますが、物資調達計画では、物資量や調達主

体を含めた物資供給あるいは広域物資輸送拠点

等が定められているものでございます。

47ページをごらんいただきたいと思います。

計画の全体概要でございますけれども、国の

応急対策活動につきましては、まず資料中段左

側にあります緊急輸送ルート、これと防災拠点

を発災地に早急に確保いたしまして、その後、

資料の上段でございますが、救助・救急、消化
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活動、医療、物資、燃料について被害の全容把

握、被災地からの要請を待たずに直ちに支援が

行われるというものでございます。

計画のポイントについては、この資料の一番

下のほうに記載してございますが、人命救助に

必要な72時間を意識しつつ、緊急輸送ルート、

救助、医療、物資、燃料の各分野でのタイムラ

インと目標行動を設定していること、それと、

２点目でございますが、広域応援部隊、全国の

応援ＤＭＡＴの派遣は、被害が甚大な地域（重

点受援県10県）に重点化することのこの２点に

なっております。

資料の中央の図にありますとおり、本県は重

点受援県として支援を受けることとなります。

45ページにお戻りいただきたいと思います。

２の今後の県の対応でございますけれども、

（１）県段階での計画の策定でございますが、

国の支援、こういったものを市町村あるいは被

災地へ確実に届けるために、国の具体計画を踏

まえた県段階での計画を策定する必要があると

考えているところでございます。

例えば、例示でございますが、医療活動に係

る計画では、災害医療派遣チームであるＤＭＡ

Ｔに対する物資あるいは燃料等の支援方法、航

空搬送拠点までの患者の輸送手段等、物資調達

に係る計画につきましては、広域物資輸送拠点

の運営方法あるいは市町村単位の物資受け入れ

場所となる地域内輸送拠点までの輸送手段等を

整理していく必要があると考えてるところでご

ざいます。

最後になりますが、（２）策定時期でございま

すけれども、平成27年度末を目途に関係部局や

市町村と協議を進めてまいりたいと考えてると

ころでございます。

説明は以上でございます。

○清山委員長 執行部の全ての説明が終了しま

した。

その他、報告事項についての質疑はありませ

んか。

○満行委員 今の計画についてお尋ねしたいと

思います。

私、一般質問でしたところなんですけれども、

すごい計画だなと思うんですよね。もう応援要

請しなくても、一方的に、この重点受援県10県

に全国から支援に入ると。消防も警察も自衛隊

もＤＭＡＴもという。10県だから、あとの37都

道府県はこの10県に行くよとなってるわけです

よね。中には巨大地震で被害を受けた県ですら、

この10県に行こうという計画なわけですが、宮

崎県１割、九州地方１割ですから、合わせて14

万数千人の１割だから、１万何千人がそのとき

にはこの九州、宮崎、大分あたりに行くという

ことだと思うんですけれど。

質問でも言ったんですが、後方支援、我々は

応援をもらうほうなんですが、端的にいうと、

都城市長はバックアップシティ、水平支援で、

我々は内陸部だから、海岸線に応援に行かない

といけないというふうに言っておられるんです

ね。

ところが、この前の質問で答えを聞いてびっ

くりしたのは、消防吏員の充足率ですよね、宮

崎が九十数％、延岡が70％台、都城は50％台な

わけですね。人から応援をもらおうというのに、

そういう状況にありながら、都城から海岸部に

応援に行くよって言ってるこの都城のトップは、

自分ところは五十数％の国の基準の充足率しか

ないという、こういうことだと思うんですけれ

ども、消防吏員の充足率というのは、どう考え

ればいいのか、まずそこからお願いいたします。

○都原消防保安課長 消防吏員の充足率につき



- 107 -

平成27年６月25日(木)

ましては、現有している消防車両に対する人員

を割り出したものでございまして、各消防本部

が目標とするところであります。

ただいま質問がございましたように、都城市

消防局の充足率は、確かに宮崎市あるいは延岡

市と比べますと低いんですけれども、あくまで

目標ということで、そちらの各自治体の事情も

あるとは思いますが、そのほか、署所の配置で

あるとか―署所というのは消防署であったり

出張所でございますけれども―そういったも

のを総合的に考えていくものだと思いますので、

充足率は高いにこしたことはないんですけれど

も、各消防本部、消防局とも人員確保に非常に

苦労されていると伺っております。

○満行委員 各消防本部、市町村の裁量なんで

すかね。宮崎とかほぼ100％近い、延岡だって70

％台、都城は五十数％で、これだったら南海ト

ラフ巨大地震で我が家の災害もこれはどうなの

か。人のところへ応援をもらわないかないぐら

いだと思うんですよね。

五十数％という数字だったので、それを割れ

ば、今、都城はたしか180人ぐらいなんですよ。

国の基準でいくと、310人ぐらいいないといかん

のに、180人ということは、国の基準からすれ

ば、130人ぐらいその消防吏員が足らないと。そ

れでいいのかというのが、今度計画を立てられ

て、全国から応援に来る。しかし、自分ところ

も大変なのに、都城やら県内に来ていただいて、

都城市長はうちは応援に行かないといかんと

いって言われるんですけれども、これじゃ、そ

ういう認識の市長じゃ、都城の消防吏員はふえ

ないんじゃないのかなと。だから、努力が足ら

ないというか、130人ぐらい浮くわけだから、も

う財政需要額とか地方交付税とかどうなるのか、

そこの関係をちょっと知りたいんですけれども、

それを一つ、財政課長に聞きたいのと。

消防吏員の人員というのは、今、市町村の裁

量と言われたですか。それは市町村の目標であっ

て、国や県の指導とか、そういうのは全然ない

ということでよろしいんでしょうか、その２点

お願いします。

○都原消防保安課長 充足率については先ほど

申し上げたものが定義でございます。県といた

しましては、ぜひこれは体制は強くなってほし

いという気持ちはございますけれども、こちら

から指導できるようなものではないということ

であります。

ただ、最初に申し上げましたように、各自治

体とも非常に財政が厳しい中で考えていただい

てはいると思うんですけれども、実際、今、委

員が御指摘になりましたように、決して高い充

足率ではありませんので、またこちからもふや

していただけるように働きかけはしていきたい

と思っております。

○満行委員 行政職員を県も一生懸命頑張って

効率化を図って、職員を減らしてというのはわ

からんことはないんですけれども、自衛隊とか

消防とかって、人がいないことには、これ節減

じゃないんだと思うんですよね。130人も本当は

都城市は採用しないといかんのに、採用しない

ということは、時のトップは違う事業に持って

行く。さっき丸山委員もおっしゃったけれども、

本来やらないといかん仕事をせずに、別な仕事

をしてるんじゃないか。この充足率と財政需要

額とか地方交付税の関係は、実績に応じて、国

・県の支出というのはあるということでいいん

ですかね。財政課長、お願いします。

○平原市町村課長 消防費の交付税につきまし

ては、標準団体を想定しまして、人口に応じた

交付税措置がされますので、もちろん補正等は
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あると思うんですが、実額でということではな

いと思います。

○満行委員 だから、本来国が定めた基準をやっ

ぱりある程度守るというか、しっかり守っても

らわないと、県が幾ら計画を立て、国が立て、

やろうねと言っても、もともとどうかわからん、

これは五十数％ですよね、これは余りにもひど

いと思うので、ぜひその権限がないっておっしゃ

るけれども、そんなことはないと思うんですよ

ね。この計画の中に市町村の体力というか、しっ

かり対応ができる体制をちゃんとこれに入れ込

んでほしいなって思うんですよね。都城は五十

数％の充足率、それはほかの市町村は知ってらっ

しゃるんだろうと思うんですけれども、宮崎県

内第２の都市が五十数％で済んでりゃ、うちは

まだいいわみたいな、県内全体のその充足率の

水準というのは上がらないんじゃないかと思っ

て大変心配をしておりますので、都城って書け

ないんでしょうけれども、ぜひ具体的に、この26

市町村のそれぞれの海岸線、内陸部あるだろう

と思いますので、その中でしっかりそういう充

足率みたいな努力をしようというのを計画の中

に織り込んでいただけないかと思いますが、い

かがでしょうか。

○郡司危機管理局長 この具体計画そのものは、

委員もおっしゃったように、応急対策活動に関

する計画ということで、いわゆる垂直関係、国、

県、市町村という垂直関係の動きを示したもの

でございます。したがいまして、内陸部が沿岸

部を支援するというような水平補完については、

また別途検討していく課題かなと思っていると

ころでございます。

この計画につきましては、いかに物資、人を

沿岸部、被災地に届けていくか、こういった点

に着目した計画でございますので、その点は御

理解いただきたいと思います。

○満行委員 要望にしときますが、そうはいっ

ても、やっぱり内陸部から海岸線に応援に行く

と、ほかから自分ところも大変なのに応援に来

ていただけるわけだから、ぜひその26市町村は、

最大限、自前でやれるだけやろうというのがやっ

ぱり必要だと思うんですね。その中で、だから、

余裕があれば、その水平支援で隣の海岸線に行

こうということなんだろうと思うんですけれど

も、それは余裕があったにこしたことはないわ

けですよね。海岸線は一生懸命頑張って、宮崎、

延岡は国の基準どおり頑張って、財政需要額が

大変なのにやってる。どこも大変だと思うんで

すけれども、都城だけ大変なはずがないんで、

ぜひここはまた別なこの計画ではなくても、ぜ

ひ県内、水準をある程度そろえようと。特に宮

崎市とか頑張って100％に近づけようというのが

数字でよく見えますから、そこのところはぜひ

県としては、権限とか強制力とかないのかもし

れませんけれども、こういう計画を今後、具体

的につくる中で、おっしゃる垂直と水平の関係

をしっかりうたっていただいて、市町村ともそ

ういう意見交換というか、していただければあ

りがたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

○清山委員長 ほかに質疑はございませんか。

○坂口委員 公共施設の管理と委託、これはパ

ブリックコメントのスケジュールの中に素案に

対してパブリックコメントの手続きをとる。こ

れに対しては大体何件ぐらいの応募があるとい

うことを想定されてるんですか、何名ぐらいとっ

たほうがいいのか。

○菓子野総務課長 パブリックコメントにつき

ましては、素案ができた段階で公にいたしまし

て、パブリックコメントを求めるということに



- 109 -

平成27年６月25日(木)

いたしますけれども、今の段階では何名という

想定まではしておりません。

○坂口委員 そもそもパブコメにかける目的と

いうのは、どんな目的を期待されてるんですか。

○菓子野総務課長 まず、公共施設が置かれて

いる課題、問題点、まず、それを県民の方々に

御理解していただくということが第一点だろう

と思います。それにつきまして、我々が持つ方

向性、いわゆる公共施設の最適提供をやってい

く。そのために、若干、県民の方々にも御迷惑

をかける、そういった場合もあるんじゃないか

なとは思います。そういった点も含めて御意見

をいただければ。

例えば、行政施設の統廃合とかそういった問

題が出てきて、多少御不便をかけるとか、そう

いったこともあるかもしれません。それは個別

計画の段階でございますけれども、そういった

考え方を出していくということもあり得ると

思っております。そういった面で御意見をいた

だければというふうに思っております。

○坂口委員 なかなかいい考えだと思うんです

ね。その選択、いろんな手法を試みて、より県

民が何を期待してて、そして最大公約数がどこ

にあるのかというところを求めていくために一

つのやっぱり選択肢の一つだと思う。議会の意

思というのは、今度は選挙によって代表された

者たちの意思で、重みはおのずと違いがあるか

もしれませんけれども、より県民の考え方に近

づけるためのすごくいい方策だと思うんですね。

そうなると、その意見を参考に、聞きおく、切っ

て捨てる意見なら別ですよ、県民のガス抜きな

ら、だけど、それを参考にするという、今のは

トーンだと思うんですが、そのためにはサンプ

ルの数というのものは、おのずと、県民の考え

方により近づけるためには何件ぐらいのパブコ

メが応募してこないと、それは県民の意見の集

約にならないよというのは、これは統計学上、

専門的な数字があると思うんです。宮崎県で何

名というのが。そこはどのようにされてますか。

○菓子野総務課長 統計上の有意性の問題とい

うのもあるとは思うんですけれども、最近、パ

ブリックコメントについては議会でも御指摘が

ございましたように、なかなか御意見をいただ

けないという状況もございます。できるだけ広

報に努めまして、こういった計画を持ってると

いうことについては、県民の皆様にも訴えてい

きたいと思っております。

○坂口委員 それをやってから今なんですよね。

今度の未来みやざき創造プランのパブコメなん

て１人ですよ。これを県民の皆様の意見を反映

しましたって、これは行政がオーソライズ化し

ていくための最もやりやすい手法です。こんな

のじゃだめですよ。だから、パブコメに幾つ、

何人の公募が必要なんだ。そのためにはどうい

う手段をやる。それがはるか10分の１も集まら

ん、あるいは半分にも達しないと、もう一回や

り直すなり、やるっていうぐらいの真剣さがな

いと、これは誰も。だって、公募、それにいろ

んな具申をやったって、何のことないもんてい

う、県民からもう見捨てられたんですよ。そこ

を猛省をやらない。

だから、今度大切なプランですから、新たな

考え方に基づいて、県民共有の財産を本当に適

正な管理をやっていくって、最も有利な使い方

をやっていこうとかいうような精神のもとに

やっていくわけですから、それは県民の少なく

とも意見の集約というもの。そのためにはやっ

ぱり地域性、人数、年齢層、それをどうやって

いくか。

きのうも総合政策部で言ったんですけれども、
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例えば、どうしても行政が必要なことをやる、

やりたいことをやる、ふるさと納税もそうです。

土産物をやってまで税金を稼ごうとするじゃな

いですか。自分らがやりたいことにはあらゆる

努力して、いかがなものかなって、税を取るの

に、物をやって取るなんていうのはいかがなも

のかなっていう、そういったところまでぎりぎ

りやっといて、こういうことは聞きおく、捨て

おく。恐らく１人だったら捨ておくです、県民

の意見じゃないということで。その丁寧な説明

も公募してきたところになされないかもわかん

ない。そんなことじゃ、もう既に見捨てられて

ると思うんですけれども、だから、猛省が必要

と。絶対工夫してから、ここに列挙したからに

は何名、どういった地域というのを少なくとも

条件を幾つか明示して、それをやって初めて議

会にもパブコメにもかけました。県民の皆様の

意見はこうでしたということをやらないと、こ

れはだめですよ。行政の便宜上のオーソライズ

化するため、県民の意見集約してますっていう、

我々に物を言わせないための方策かも、手段か

もわかんない。これは厳しく言ってるので、ぜ

ひこれはやってほしいと思います。

あとは、その他でまたお尋ねします。

○清山委員長 それでは、ほかに、その他報告

事項についての質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 ないようですので、最後にその

他で何かございませんか。

○満行委員 資料請求をお願いしたいんですけ

れども、県内10消防本部局の充足率の資料をい

ただきたいと思います。

○清山委員長 充足率。何か、その点について

ございますか。

○都原消防保安課長 充足率、平成24年の分が

ございますので、後ほどお渡ししたいと思いま

す。ちなみに平成27年、今年もう一度、３年に

一度ずつとりますので、とりあえず24年の分を

お渡ししたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

○清山委員長 それでは、皆さん委員の方々で、

こちら平成24年度の充足率を求めるということ

でよろしいですか。

○坂口委員 それに加えて、財政課長ですけれ

ども、基準財政需要額の算定根拠、10万人だか

ら、恐らく、段階補正1.0で補正なしだと思うん

ですよね、都城市。そのときの１人当たりの単

位費用というんですか、それもちょっと。だか

ら、例えば１人当たり1,500円の消防費となって

れば、人口15万の市の場合は１億9,000万ぐらい

になるじゃないですか。消防費ということで、

国が必要だよという。あくまでも参考までです

けれども、一緒にその資料とこれもいただきた

い。

○平原市町村課長 市町村の消防費ですかね。

平成27年度の単位費用でございますが、１

万1,300円ということになっております。

○坂口委員 十二、三億ぐらい都城市ではなる

勘定ですかね。圏域でですね。だったら、資料

はいいです。

○清山委員長 ほかで、その他で何かありませ

んか。

○坂口委員 ちょっとその他で一つは、この前

から僕は臨時議会でも言ったかな、防災庁舎関

連についての契約相手方の意思決定のあり方に

民間人が入るというのはいかがなものかという

ことですね。きのうの委員会の説明で芸術劇場

の指定管理者の契約相手の選考、これ選考委員

会をつくって、そこで決定してるんですよね。

これは全て民間人で、県の職員は一人も入って



- 111 -

平成27年６月25日(木)

ないです。全部民間人。そこで、単年度で４

億7,800万ぐらいですか、それの５年契約をやる

わけだから、総額24億7,800万ぐらいなんです。

ちょっと数字が間違ってたらごめんなさいです

けれども、そういう大変な巨額を伴う契約の相

手方を決定する選考委員会に県の職員が一人も

入ってない。県民の誰が民間人にそういった重

大な意思決定を負託してるんですか。どういっ

た権限でどういう責任を持ってやるんですかと

いう疑問を大いに持っているわけですね。万が

一のことがあったら、誰が責任をとるのという

質疑に対して、それはその委員を頼んだ我々役

所がとりますという説明だったけれども、これ

はエコクリーンプラザ問題にしても、責任のな

すり合いなんじゃないですか、裁判までやって。

だから、そんなこと組織としてあり得ないんで

す。だから、一つにはうがった見方をすれば、

責任逃れというのが一つ。それから、県民から

どんな了解と法的根拠を持って、そんな民間人

ばかりに任せたのか。

先ほどから言ってますように、若手のやる気

とか、組織としての機能とか、これはやっぱ河

野県政がたるんでますよ。本会議の代表質問の

中で、なぜそんなことをやるの、なぜ県職がや

らん。万が一、俗に言う天下り。だから、再就

職なんかで県のＯＢなんかが行ってるところと

の関係が近過ぎたりしたら、恣意的なものが働

かんのかということでの民間委託というのを肯

定する意見がなかったでもないとも聞きますけ

れども。それはやっぱりちょっと僕は基本的に

間違ってると思う。公務員は、結果的に県民の

皆さんに対して、本当に貢献できてるか。公権

力というものは、そんなちゃちなものじゃない

と思うんですね。そうなったときに、僕は原点

に返らないとだめだと思うんですよ。これはど

う見ても先ほどのパブコメと一緒で、責任逃れ。

まして、県土整備部なんて、相当な金額を支出

するのに、これを例えばプロポーザル方式なん

ていうものを、この前の防災庁舎もそうですけ

れども、民間人が主導権を握るようなやり方を

仮にやられたら、まして、これはその先生がい

けないとかどうだということを言ってるんじゃ

ない、一般論の常識的な考え方の一つとして。

大学の教授なんていうのが入ったら、教室は持っ

てる。その教室の流れの中で、全国に教え子が

─このきずなって、学閥ってすごい強いです。

その考え方をその人は吸収していって、それを

実践として、なりわいとしてその考え方のもと

に技術的な考察というものを持ちながら仕事を

やっていってるんですね。ましてや、よくたま

にあるのに、寄附なんてやってたら、そのゼミ

とか教室に、あるいは大学院、それは卒業生と

しての善意の寄附も含めてですよ。それは社会

はどう判断するかといったら、そこを仮に選択

したときは、不純な捉え方。まして、前回、応

募してきたのは、たった２組だったでしょう。

格段の差があったでしょう。ところが、一流の

会社はこんな劣った点数をやってきた。ここで

このことに疑問も抱かない。仮にこの点数も公

表しますよということになれば、メンツにかけ

てもいいものをつくっていこうと思う。法的に

は１グループしか加わらなくても、入札はでき

るんですよということでもあった、契約はです

ね。でも、競争したという証のために、２つが

入ってきて競い合った形、これは県民から見た

ら見えるけれども、中を見たら本当に競争した

のか。何で今回だけ、こんなつまらん計画を上

げたのっていうことに疑問を抱かれないかもし

れない。こういうことがいっぱい出てきてるん

です。
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まして、今度は、これは県土整備部になりま

すけれども、品確法というのが改正されて、そ

の中で平準発注というものが義務づけられまし

た。これは努力義務かな、それとも法律義務か

な、平準発注、発注期間の調整は法律義務です。

国、県、市町村が調整しながら、発注事業とい

うことになったら、本県の場合は総合評価制度

というのを持ってるわけですね。それから、受

注調整というやり方、みんな仕事を行き渡るよ

うにとか、この仕事をとって、前の年と同じ金

額にきたら、10点減点しますよとかいう減点制

度。それ仮に、どう努力しても、最初言ってた

何月に発注しますというのが、どう努力しても

ずれたとします。ずれたがおかげで、マイナス10

点だったところがプラマイゼロになったとしま

す。そしたら、ほかのところが有意的になって

きたら、私のところは絶対これを我慢して我慢

して、皆さんが10点ずつペナルティーがついた

ときに、うちは技術力が体制が低いから、その

仕事で何とか会社を生き残そうとしたとき、ぽ

こんと１カ月おくれてから、また強いところが

持っていく。これは努力して一生懸命やった結

果としても、負けたほうは、どういう県政に対

してのその評価をしていくか、あるいは県政に

対してのこの信頼度をどう持つか。それはその

人の主観ですから。そんなものを全体を考えた

とき、本当に今のように民間人にこんな大事な

ことを決めさせていいのか。24～25億の金、こ

れは膨大な金ですよ。

僕は、この問題は、委員会を休憩して、休憩

中にちょっとみんなで協議しようと思ったけれ

ども、今回から委員協議というのをこの委員会

の中でやろうとなったから、ここで発言してし

まいますけれども、これは総務部長、考えない

と、僕は前から何度も何度も言ってるけれども、

もっと具体的に話せば、いろいろ話したいこと

があるんですよ。だから、これは早急に特別職

も含めて、やっぱり本当に県民の信頼を失わな

いかどうかということをやってほしい。逃げた

らだめですよ。責任をもし逃げてるんなら。何

かこれ、説明されることでもあれば、また説明

してほしいし、そのいたし方ないという部分を、

これがいいんだという。それがなければ、ぜひ

持ち帰って検討してほしい。

○清山委員長 何か説明か答弁ございますか。

○成合総務部長 坂口委員の御意見の中にいろ

んな要素が入っておりまして、指定管理者制度

の昨日の総合政策部ですか、ちょっと聞いてお

りませんでしたが、確かに、今、指定管理制度

の選考委員会は民間委員になっているというふ

うに認識しております。また、その辺も行政経

営課のほうが担当しておりますので、また実態

等を研究させてもらいたいと思います。

それと、委員も前回から御指摘いただいてま

す、うちの防災庁舎のプロポーザルの方式でご

ざいますけれども、私としても２者というのは

非常に意外でございまして、その点については、

そういった趣旨を含めて、県土整備部あるいは

病院局も絡みがございますので、私としての意

見も、実はそういうお話があったときにお伝え

したところでございます。

ただ、防災拠点庁舎については、確かに民間

委員をあのとき４名、それから行政委員を５名

ということで、私が委員長として責任を持って

決定したつもりでございます。議員の趣旨は私

もよくわかりますので、また今後、そういう民

間人の起用、パブコメの話もありましたけれど

も、総務部としても受けとめて、真摯に研究を

させていただきたいと思います。よろしいでしょ

うか。
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○坂口委員 ぜひお願いしたいんですね。

それから、パブコメも僕は否定的なんです。

だって、我々は命がけの選挙を戦って、付託を

受けて出てきてる。ここの意見を尊重せずして、

なぜ直接。日本は直接参政権なんてないです。

でも、それは一つの便宜上、皆様方の親切な県

民サービスを提供するための手法として、それ

は認めざるを得ないなと。認めるためには、本

当の意見がそこに集約されなければだめだなと

いうことで、数をしっかり決めて、それは客観

的な根拠に裏づけされたものを決めて、その努

力をやる。これは許されないぐらいの数を割る

ようなことだったら、やり直すか、それとも、

そんなものは一人一人お断りして、今回、皆さ

ん方のは、もう聞き捨てだということで、信頼

を失わないようにするか。それぐらいの腹決め

しないと、今のは、行政が自分の責任を回避す

るための、あの談合事件以来おかしいですよ。

県のあり方。自分らの権限も責任も全部回避し

てきます。全部といったら失礼だけれども、い

い手法をとってきてるとしては、僕はうがって

るんかもわからんけれども、どう見ても、それ

がありそうな気がしてます。公務員として、やっ

ぱりこれだけの競争を超えて採用されて、一生

懸命、県政県民のために汗を流してる。これは

堂々としたプライドを持って、俺に任せろって、

何か疑問があったら、何でも言ってこいって、

全て答えてやるっていうぐらいの、腹持ってや

らなければ、先ほどのように、若い人たちのや

る気をなくしたりすることにつながっていくと

思う。だけど、手練手管のみで本当の基本的な

部分を間違っているんです。テクニックだけで

渡ろうとしたら、僕はだめだと思うことを痛切

に感じる。間違ってるかもわからんですよ、僕

は自分の主観で言ってるんだから。でも、それ

危機感を持つぐらい感じてるから、これもし考

慮する余地が少しでもあったときは、知事も含

めてやっていかないと、だめだと思うんです。

それはもうお願いにしておきます。

○清山委員長 要望ということで。ほかに、そ

の他でございますか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次に、請願の審査に

移ります。

この第１号「安全保障関連法案の慎重審議を

求める請願」については、県執行部の所管では

ありませんので、執行部からの説明は省略いた

します。

これに関連して、何か委員から質疑はありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 質疑はないようですので、以上

をもって総務部を終了いたします。執行部の皆

様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時10分休憩

午後３時15分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

委員の質疑は、執行部の説明がそれぞれ全て

終了した後にお願いいたします。

○日隈事務局長 お疲れさまでございます。議

会事務局でございます。

説明に入ります前に、本日、奥野次長が全国

議長会の用務で出張しておりまして、委員会を

欠席しておりますので、その点どうぞよろしく

お願い申し上げます。

それでは、議会事務局の平成27年度６月補正
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予算につきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料１ページをごらん

ください。

左から２列目の補正額の欄でございます。議

会事務局の補正額は5,533万円の増額補正でござ

います。補正後の予算額につきましては、右か

ら３列目になりますが、補正後の額の欄でござ

いますけれども、11億3,178万9,000円となりま

す。

補正予算の内容について御説明いたします。

５ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）議会費でござい

ますが、2,530万7,000円の増額補正でございま

す。これは、その下の（事項）本会議運営費ほ

か常任委員会運営費、議会一般運営費、特別委

員会運営費のうち、県内外調査に要する経費な

どの増額補正をお願いしております。

次に、一番下の（目）事務局費でございます

けれども、補正額が3,002万3,000円の増額補正

でございます。

次に、６ページをごらんください。その内訳

でございますが、主なものといたしましては、

下から２段目の（事項）議会一般運営費、１の

県議会広報強化事業1,615万3,000円となってお

りますが、この増額補正でございますけれども、

これは、本会議インターネット中継機器の老朽

化やパソコンのみの視聴から、スマートフォン、

タブレット端末でも視聴可能とするための機器

の更新に要する経費等でございます。

私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

○清山委員長 説明が終了しました。

議案について質疑ありませんか。よろしいで

すか。（「議案以外」と呼ぶ者あり）

それでは、その他で何かありませんか。

○来住委員 議案と全く……。お聞きしたいん

だけれど。僕は市議会から来て、初めて……。

○清山委員長 ちょっと待って。委員にですか。

○来住委員 委員じゃなくて。議案と直接関係

ないですけれど。

非常に異様さを感じるわけですよ、ここの人

たち。それで、きょうもきのうもですけれども、

課長さんたちが、こっちからの資料をもらわな

いと、答えることができないというのは１件か

２件だったですよね。そうすると、部ごとにや

りますから、当然、課が10課ぐらい来ますので、

そうすると１つの課に２人ついてきても、20人

とかそのくらいお見えになる。当然だと思うん

です。

ただ、僕は現実にはそんなに必要ないんじゃ

ないかなと。これは、多分ずっとこれが今まで

の流れでそうやってきていると思うんで、多分

議会らが、何名よこせとか要求しているんじゃ

ないと思うんです。多分、当局がそれぞれお決

めになって、来られてると思うんですけれど。

委員会に入る前にもそれぞれ説明会しますよね、

していただいたですよね、それにも相当の方々

がお見えになって、僕はちょこっと計算したら、

１年間に3,000人ぐらいになるんですよね。こっ

ちの方々が。僕はもう少しセーブされてもいい

んじゃないかなという気はしたもんですから、

一つの意見。総務課の人たちがおるときに言っ

てもいかんなと思ったもんですから、僕の全く

個人的な意見です。正直言って、必要ないんじゃ

ないかなと。仕事してもらったほうがいいんじゃ

ないかなと。議会を軽視するわけじゃないんで

すけれども、必要な書類、必要なものを聞かれ

て、わからんときには、当然、後で資料として

出してもらうとか、呼んでもらうとかすればい

いのではないかなというのが、非常に、僕はこ
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れがいいとか悪いとか言うとるんじゃないです。

それはもうそれぞれが判断すればいいんですけ

れども、正直言って、必要ないんじゃないかな

という感じは、正直思いました。意見です。

もう一つ、議会との関係で、今回初めて僕は

一般質問をさせていただいて、それで、都城か

らも何人か傍聴してくれまして、そのアンケー

トは渡しておきましたけれども、都城の議会も

自席から質問をするもんですから、傍聴席にな

かなか聞こえないんですよ。聞こえが悪いんで

す。ここもそうじゃないかなと思って僕はちょっ

と心配して、大丈夫かなと言ったら、そんな話

は聞いたことないよということだったもんです

から。

ところが、傍聴に来た人たちが高齢者も結構

おったということもありまして、うちの女房が、

何人かから聞いたというんですよ。聞こえなかっ

たと。答弁も聞こえがよくなかったと。だから、

それがあったもんですから、お知らせしときた

いというのが一つと。もう一つは、対応してい

ただいた事務局の職員が非常に優しかったとい

うふうに言っておりましたので、述べておきた

いというふうに思います。別に答弁は求めませ

んけれど。

ただ、音響については、僕は聞こえてるんじゃ

ないかと思うんですけれども、特別難聴の方が

いらっしゃったのかなと思うんですが、聞こえ

にくかったというのがありましたので、参考に

発言をしておきたいと思います。

○清山委員長 暫時休憩いたします。

午後３時23分休憩

午後３時24分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

執行部のほうは何か、経緯とか説明とか、も

しあれば伺いますけれども。もしなければ、音

響の点についてだけでも結構ですけれども。

○上山総務課長 音響については、私も何回か

傍聴席のほうに入って確認させていただきまし

たけれども、個人的な感じとしては、聞こえづ

らいというのはなかったんですけれども、もう

少しこの辺はちょっと調査をさせていただきた

いということです。

あと、常任委員会の執行部の入室状況につき

ましては、これは部ごとにやはり状況いろいろ

違いますし、特に農政水産部あたりは、それで

もかなり絞って職員を入室させてるというふう

に伺っておりますので、その辺は部によって、

ちょっと若干、状況が違うのかなということで

考えておりますけれども。

○坂口委員 僕はまた違った考え方を持ってる

んだけれど。質疑の場合には、そこで即答して

もらわないと、次に入れ込めない質疑、答弁と

いうものの流れがあるんですよね。そのときに

特に事前通告制じゃないから、執行部があらゆ

ることを想定して連れてくる者については、結

果として、もったいなかったなって、拘束した

からって、結果として十分あり得るけれども、

僕はそれ以上に議会がスムーズにその場で有効

に議会が機能していくというのは、これはやっ

ぱり議会の責任を果たす上からも、原則即答。

本会議のように事前通告があって、詳細に意思

確認がなされたりすれば、部長１人でもいいけ

れども、ここはやっぱり両論を併記しながら考

慮してもらって、必要に応じて、また検討して

もらえばいいし、また、さっき委員長が言いま

したように、議会運営委員会なり調整会議など

で課題としてまた持ち込ませてもらうというこ

ともありますから、あんまり、総務課長、その

答えを出そうとせずに、それなりのやっぱり判
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断すべきところで対応すればいいかなと思うん

です。

来住委員の指摘を批判とかそんな意味じゃな

いんですよ。両方考えてますということです。

○来住委員 固執もしませんし、そして、また

私の意見が、必ずしも正しいとか、そういう独

善的な立場もとってませんから。ただ、やっぱ

りちょっと異様さを感じるもんですから、話し

ただけです。

○清山委員長 その他ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって議会事

務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時26分休憩

午後３時32分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ここで皆様にお伺いしますが、本日の審査内

容を踏まえて、何か御意見があれば、お願いい

たします。

○丸山委員 私も質問させてもらった案件、地

方創生の絡みなんですけれども、議論を深めた

いもんですから、できれば一回休憩していただ

いて、議論をさせていただきたいと思います。

○清山委員長 暫時休憩いたします。

午後３時32分休憩

午後３時38分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ただいま地方創生に関して、さまざま御意見

をいただきましたので、それを踏まえて対応し、

またあすの委員会に臨んでまいりたいと思いま

す。

その他、また何か御意見ございますか。

本日、満行委員から要求のあった資料につい

ては、速やかに執行部に要求いたしまして、各

委員のもとに届ける形とさせていただきますが、

よろしいですか。

それでは、ほかにないようですので、次に移

りますが、採決についてですけれども、委員会

日程の最終日に行うことになっておりますので、

あす、採決を行いたいと思いますが、開会時刻

は13時としたいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、口蹄疫復興対策運用型ファンドの延長

に関する意見書案についてであります。口蹄疫

からの再生と新たな成長を確固とするものとす

るためには、さまざまな分野へのきめ細かな対

応を来年度以降も継続して取り組む必要がある

と考えます。そのためには当該ファンドの延長

が不可欠でありますことから、お手元に配付の

意見書案を当委員会として発議してはどうかと

思います。そのことについては、あすの議案採

決の後にお諮りいたしますので、文言等も含め

て御確認いただきますようにお願いいたします。

その他で何かございませんか。

○清山委員長 暫時休憩いたします。

午後３時40分休憩

午後３時41分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

何もないようでしたら、本日の委員会を終了

したいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。

午後３時41分散会
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午後１時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外委員（７人）

議 員 井 上 紀代子

議 員 太 田 清 海

議 員 髙 橋 透

議 員 田 口 雄 二

議 員 渡 辺 創

議 員 岩 切 達 哉

議 員 前屋敷 恵 美

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますけれども、採決

の前に、各議案につきまして、賛否も含め御意

見をお願いいたします。もしございましたら、

各議案に対する御意見ですね。

○来住委員 一つ議案に対しての賛否を言うこ

とは許されるわけですね。

○清山委員長 はい。

○来住委員 ただいま議題となっています議案

について、まず、議案第１号「平成27年度宮崎

県一般会計補正予算（１号）」、内容については、

本会議で具体的に述べていきます。それから、

議案第５号「宮崎県税条例の一部を改正する条

例」、議案第16号「宮崎県総合計画の変更につい

て」、議案第18号「みやざき行政改革プランの変

更について」、報告第１号「専決処分の承認を求

めることについて」、以上、５議案について反対

いたします。

○清山委員長 わかりました。

その他、何か御意見ございますか。

暫時休憩いたします。

午後１時２分休憩

午後１時２分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

それでは、議案の採決を行います。

議案については、ただいま御意見がございま

したので、一括ではなく、各議案ごとに個別で

採決をすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、異議なしと認めます。

まず、議案第１号「平成27年度宮崎県一般会

計補正予算（第１号）」について、採決を行いま

す。

この議案第１号について、賛成の方の挙手を

求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数と認めます。よって議

案第１号については、原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

次に、議案第２号「平成27年度宮崎県開発事

業特別資金特別会計補正予算（第１号）」につい

て、賛成の方の挙手を求めます。

平成27年６月26日(金)
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〔賛成者挙手〕

○清山委員長 全員賛成と認めますので、可決

すべきものと決定いたしました。

続きまして、議案第５号「宮崎県税条例の一

部を改正する条例について」、賛成の方の挙手を

求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数。よって、原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。

議案第６号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」について、採決

を行います。賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手全員。原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

次、議案第８号「宮崎県住民基本台帳法施行

条例の一部を改正する条例」について、賛成の

方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手全員。原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

議案第16号「宮崎県総合計画の変更について」、

賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数。原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

議案第17号「宮崎県中山間地域振興計画の変

更について」、賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手全員。原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

議案第18号「みやざき行財政改革プランの変

更について」、賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数と認め、原案のとおり

可決すべきものと決定いたします。

最後に、報告第１号「専決処分の承認を求め

ることについて」、原案のとおり承認すべきもの

とすることに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数。よって、原案のとお

り承認すべきものと決定いたしました。

次に、請願第１号「安全保障関連法案の慎重

審議を求める請願」についてでありますが、こ

の請願の取り扱いも含め御意見をお願いいたし

ます。

暫時休憩いたします。

午後１時６分休憩

午後２時16分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

この請願第１号についての取り扱いも含め、

何か御意見ございますか。

○来住委員 僕は一般質問でも、個人質問なん

ですけれども、実際は、党として代表してこの

問題を取り上げて、その内容については、もう

皆さん、この前で、御承知のとおりだと思いま

す。

憲法違反に当たらないという学者も確かにい

らっしゃいます。しかし、それはごく少数です。

圧倒的な方々の憲法学者は、憲法に違反すると

いうように判断をされております。また、どの

世論調査をとってみても、やっぱり反対だとか、

よくわからないとか、慎重審議を求めるとか、

そういうものが非常に多い。それから、マスコ

ミ論調においても、一回取り下げて出直せとか

いうそういう社説もあります。それはやっぱり

僕は、この法案が日本の将来を決する非常に重

要な内容を持つ。さらに日本の若者の命にもか

かわるような問題、もっと広くいえば、憲法に
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関する問題でありますが。したがって、当然こ

れは慎重に議論してほしいというふうに思いま

す。

ですから、そういう意味でもこの請願は、ぜ

ひ紹介議員としては採択してほしいと思います。

○清山委員長 ほか、ございますか。

○満行委員 私も請願の紹介議員になりました。

その願意は慎重な審議を求める。その請願の中

にも書いてありますが、国民の多くがやっぱり

今不安を持っている。ぜひこの国会で行われて

いるこの審議を慎重に審査をしてほしいという

願意だと思いますので、ぜひその願意を酌み取っ

ていただいて、採択をいただきたいと思ってい

ます。以上です。

○清山委員長 ほか、ございませんか。

○坂口委員 今、みな同じ、やっぱり基本的に

は同じ考えだと思うんですね。言われましたよ

うに、今、報道等で知る限りなんですけれども、

国会の参考人として出席された憲法学者と言わ

れる人たちを含め、全国で２百数十名が憲法違

反だという判断を示しているという報道もあり

ました。ただ、賛成もあるということで、これ

はもう意見の分かれるところで、我々には判断

すべき最終的な責任もないんですけれども、そ

れだけやっぱり微妙な問題だというのも、僕た

ちも認識しております。

そんな意味で、今回の請願の願意というのが

全くそのとおりのことであって、大変大切な問

題だから、十分時間をかけて、これを早急に結

論を急いで出すことのないように、慎重にやっ

ぱり審議をした上で、大切な問題であるから、

正しい結論を出してくれという願意ということ。

そうなると、それを国会、衆参両院ですけれど

も、その意を受けて全く同じ気持ちで、これは

急ぐべきじゃないと。国民の理解もまだまだ十

分にはいただけてないということで、まず異例

の３カ月延期ということを、つい先日決定した

わけです。慎重にこの中で審査してやって、徹

底して国民の理解を得ていこうということで延

長した。それが24日までの会期を３カ月延長す

るということで、この請願が上がってきたのが、

つい19日ですから、その判断がなされる前、そ

の時点では確かに、もうあと３日で、性急だぞ

という判断も決して間違いではないにしろ、正

しかったかなという気もします。それから、慎

重さがもっと、３日間じゃ時間確保できないぞ

というのも、僕らもそう思う。全体がそう思っ

てからの今回の延期ということで、その旨、先

ほどの協議の中でさせていただいたんですけれ

ども、請願者はもうそんなこと関係ないと、と

にかく幾ら延ばしたって、我々はその今の請願

の取り下げも、あるいはほかの扱いもする気は

なくて、何日延ばそうと、そんなもの確認でき

ないという。だから、このままこの請願をきょ

う採決してほしいという請願者の意思だという

ことで、これも尊重すべきだと思って、尊重す

るしかないという判断ですけれども。

言われましたように、これから先を見なきゃ

わからないんじゃないかと言われるとなると、

やっぱりそれは一つには見る方法があるのかな。

その最終時点で本当に時間がまだ足りなかった

ら、その時点で、また何らかのやっぱり知恵を

出すべきかなという気はするんですけれども。

今言いましたように、これを性急とか、それか

ら慎重さに欠けるという判断も、今はやっぱり

いたしかねると思うんですね。ですから、この

請願の意図するところは同じで、それに対応し

ようという行動を今とってるということで、僕

はむしろ、この請願が、今ここで本当に採択を

してほしいと言わるけれども、それにはちょっ
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とこれは我々の判断としては理解しかねる部分

がこの願意の中にある。またこれから先、議論

して徹底してやりましょうというのに、そんな

もの関係ないんだと、保障されないんだから、

これも慎重さを欠くんだから、この意を受けろ

と言われたって、それは理解ができないという

のが今の僕の判断です。

○清山委員長 ほか何かございますか。

○新見委員 この請願者の願意を、今お２人の

紹介議員に言っていただいた結果、取り下げる

意思はないし、あくまでも、これからもしっか

り慎重審議をやっていただきたいという請願者

のお考えであれば、私はこれはずるずると引っ

張っていっても結論は出ないと思うので、はっ

きりと採決で対応していただいたほうがいいと

思います。

○清山委員長 ほか、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、意見も出たようです

ので、この請願第１号について、お諮りしてま

いります。

まず、請願第１号を継続審査とすることに賛

成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手なし〕

○清山委員長 挙手なし。よって、請願第１号

を継続審査とすることは否決されました。

ただいま継続審査とすることは否決されまし

たので、これからは採択または不採択のいずれ

かをお諮りすることになります。

それでは、請願第１号の賛否をお諮りいたし

ます。

なお、態度保留の場合は、退席したものとみ

なしますので、御了承ください。

請願第１号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手少数。

それでは、念のため反対採決を行います。

請願第１号について、不採択とすることに賛

成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数。よって、請願第１号

は、不採択とすることに決定いたしました。

次に、委員会発議の意見書案についてであり

ますが、委員会発議として意見書案を提出する

ことについては、全会一致の決定が必要であり

ます。

まず、手元に配付の宮崎県口蹄疫復興対策運

用型ファンドの延長に関する意見書案について、

何か御意見ありませんか。（「休憩してもらって

いいですか」と呼ぶ者あり）

暫時休憩いたします。

午後２時25分休憩

午後２時32分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

この意見書案について、何か御意見ございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 特にないようですので、それで

は、お諮りいたします。

意見書案の内容につきましては、案文のとお

りとし、当委員会発議とすることに御異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 異議なしということで、それで

は、そのように決定いたします。

次に、地方創生実現のための新型交付金に関

する意見書案について、お手元に配付のとおり

でございますが、何か御意見はございませんか。
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よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、お諮りいたします。

意見書案の内容につきましては、案文のとお

りとし、当委員会発議とすることに御異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員長報告骨子案についてでございま

すが、委員長報告の項目及び内容について、こ

こで御意見をお願いいたします。（「休憩しても

らっていいですか」と呼ぶ者あり）

暫時休憩いたします。

午後２時33分休憩

午後２時35分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

何か、ほか御意見ございますか。

○満行委員 きのう、執行部の説明の中で、南

海トラフ巨大地震のいろんな国の指針に従って、

県が今後計画をつくるよと言われてるんですが、

その後方支援、今回また具体的に県がつくると

言われてるんですけれども、その中で全国から

自衛隊や消防や警察からこの10県に応援に来る。

その受ける側が、とりあえずその消防、びっく

りしたんですけれども、私の質問の中で、宮崎

はほぼ100％近い消防の充足率、国の基準のほ

ぼ100％近い九十何％、延岡が70％台、ところが、

都城って50％台なんですよね。

基準財政需要額は、結局、人口割なので、結

局、サボタージュしてるところにも同じお金が

来て、なおかつ、聞けば、国も県も指導する立

場にありませんっておっしゃれば、このままで

いくと、なかなかその国の基準に充足しないん

じゃないのかと。ぜひ委員長報告の中で、もっ

と県はその県内の消防力の向上に向けて、市町

村に指導・助言が必要ではないかという文言を

挿入していただければありがたいなと思ってお

ります。

○清山委員長 今、御意見として承りました。

ほか、ございますか。

○坂口委員 いわゆるその表現の仕方ですよね。

内政干渉にならない程度の部分で、あくまでも

基準財政需要額は一つの行政経費を計算するた

めの項目の一つで、その総額、どう扱うかとい

うのは、首長と議会の了解という２つの条件が

あるだけ。それで、意を得ないとすれば、ここ

からが内政干渉なんですけれども、首長あるい

は議員というのは４年の任期で、その間、最大

限の裁量権を持たせて、予算の執行からいろん

な事業の実施。４年裁量権の中でやらせていっ

て、４年後に満点かどうかを判断して、選挙で

入れかえられる。だから、そこのところの当然

団員の確保と消防の充実というのは、大きな県

政の方策だから、その範囲を逸脱しないでの県

の関与のあり方に限れば、入れても構わないん

だけれども、それを余り逸脱すると、それも内

政干渉みたいなことになるから、それを注意し

ていただいて、これも一任されたらどんなです

か、入れるという形で。

○星原委員 いつその法律的にそういう数が決

まってるかなんだけれども、今みたいに大規模

災害、地震、こういう広域でいろんな問題が起

きたときにどうするかということまで想定して、

その市町村に決めてないとしたら、やっぱり何

らかの方法を考えていかないと。やっぱり今出

たように、都城が後方支援で50％だったら、本

当にそういうことでは何も仕事ができないとい

うことになるだろうと思うんですよね。そうい
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う場合に、県が何をすべきかという問題が出て

くると思うんですよね。だって、指定をするの

は、国とか県が指定をしてくるわけですから、

受け側の人たちの部分も財政的にも出てくると

思うんですよ、やっぱり。その辺についてもやっ

ぱりこういう大規模災害に向けての、あるいは

南海トラフなんかが想定される中では、何らか

やっぱりその辺のところも、県ももちろんです

し、県から国に向けてもそういうことを申し上

げていくべきじゃないかというのはありますよ

ね。（発言する者あり）どう考えるかという。

○清山委員長 わかりました。この件に関して

は、表現等について、委員長に一任いただけま

すでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 ほか、何か御意見、ここでござ

いますか。

ほかになければ、委員長報告につきましては、

正副委員長に御一任いただくということで御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

暫時休憩いたします。

午後２時40分休憩

午後２時41分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

総合政策及び行財政対策に関する調査につい

ては、継続調査といたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

次に、７月22日の閉会中の委員会につきまし

ては、先ほどいただきました協議のとおりの内

容で、報告があれば、報告を受ける。また、調

査事項についても、正副委員長一任ということ

で開催をすることに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、何もないようですの

で、以上で委員会を終了いたします。

午後２時42分閉会


